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刊行にあたって
 山根和代（立命館大学国際平和ミュージアム副館長）

　国際平和ミュージアムではこれまで展示や講演会、シンポジウム開催などの活動を通して平和教
育を推進してきました。昨年英国コヴェントリー大学平和・和解研究センターのアラン・ハンター
教授は、キャンパスでの講演会で、平和研究に基づいた平和教育の重要性について指摘されました。
現在国際平和ミュージアムでは、「平和研究所」（仮称）設置を目指して平和研究にも力を入れよう
としています。
　昨年日本平和学会秋季大会が明治学院大学で開催された際、国際平和ミュージアム名誉館長の安
斎育郎氏によって、「日本平和学会と平和博物館の連携の可能性」という報告がなされました。ち
ょうど安斎氏が日本平和学会平和賞を受賞された大会でしたが、今後平和研究者と平和博物館・平
和資料館がどのように提携・協力をしていったら良いのかについて考えさせられる良い機会となり
ました。安斎氏の報告が今回の紀要に含まれています。また浦田賢治氏の論文など、平和研究で貴
重な課題が今号で取り上げられています。
　国際平和ミュージアムでは平和研究を推進し、その成果を展示に活かして生徒や学生、地域社会
や国際社会へ積極的に発信することが求められています。幸い本学には数多くの国からの留学生が
いますが、彼らの平和学の授業での研究発表は貴重です。ミュージアムでの展示や研究報告など授
業以外でも共有することができるでしょう。また様々な分野で研究している教員がいる中で、研究
成果を国際平和ミュージアムの展示やシンポジウムなどの活動を通して、学校、地域、海外へ発信
していくことが可能でしょう。
　今年は９月19日から22日に韓国のノグンリ平和記念館において、第８回国際平和博物館会議が開
催されます。過去に２度日本で国際平和博物館会議を開催することに尽力した国際平和ミュージア
ムの経験をもとに、この国際会議は、「平和研究所」（仮称）の設置を目指している国際平和ミュー
ジアムにとりましても、平和研究に基づいた平和教育について学び、交流する良い機会となること
でしょう。
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序説

　本誌編集委員会から示されたテーマは「憲法と核問
題」であった。こんにち「核問題」という言葉は、ひ
とり核兵器すなわち核エネルギーの軍事利用だけでな
く、一般に核エネルギーの民事利用の問題をも指すよ
うになっている。とりわけ「フクシマ」の原発災害以
後、そうなっている。こいうことを自覚して「核問題」
を憲法とかかわらせて論じるとすれば、対象も広くか
つ課題も重いことがただちにわかる。
　そこで本稿の対象を核兵器にしぼり、また課題を憲
法論議の在り方をさぐるということにした。というの
はつぎの事情による。冷戦期に米ソの核軍拡競争がた
かまり、反核運動が高揚した1980年前後に、米合衆国
でひとつの憲法論議が展開された。核時代の立憲主義
のありかたを省察した論議である。いまからおよそ30

年以前のこの時期、わたしは「核兵器と憲法」という
主題をとりあげ、論稿を発表したことがある１。だが
それは自分でも満足なものとはいいがたかった。だか
らわたし自身にとって現在真摯に自己点検してみる意
味がある。しかもこの主題は冷戦後20年余りを経た現
在、再び取りあげてみる価値があると考える。この客
観的な理由はなにか。それは核時代の認識とかかわっ
てアメリカ立憲主義のありかたを検証し再び吟味する
こと、このことは人類の生き残りと人間の安全保障に
かかわって死活的に重要である。だが逆説的な言い方
とも聞こえるが、このテーマは現在の日本の憲法学界
においておよそ研究がなされていない。それだけに、
原理的にもその応用ともかかわって、学問的に希少価
値のあるテーマであると考えるのである。
　こうした考えから現在の視点で、アーサー・S・ミ
ラーの論文「核兵器と憲法」とこれをめぐる憲法論議
を改めて解読することにした。これが本稿の課題であ
り手法でもある。また本稿の構成は、まず「核兵器と
憲法」論をアメリカ立憲主義の再構成という視点から
読みなおすこと、つぎに憲法前文と関連諸条項を解読

することである。しかし、ここまでで与えられた紙数
がつきたので、この憲法論議が提示した諸問題のこま
かな検討やたちいった考察は、別の論稿にゆずらざる
をえなかった。
　それでも本稿は、本誌の読者とりわけ憲法と反核運
動の研究者や活動家に役立つものでありたいのであ
る。
　なお、文中に表記した記号の凡例を、ここで示して
おきたい。例えば：つぎのとおり。
Miller 1968: Arther S. Miller, “Toward A Concept of 

Constitutional Duty”, 1968 Sup. Ct. Rev. （1968） 
pp.199-246.

Miller 1979: Arther S. Miller, Social Change and 

Fundamental Law: America’s Evolving Constitution, 
Greenwood Press, 1979.

Miller 1984a: Arther S. Miller, “Nuclear Weapons and 
Constitutional Law,” Arther　S. Miller & Martin 
Feinrider eds. , Nuclear Weapons and Law , 
Greenwood Press, 1984, pp.235-251.

Miller 1984b: Arther S. Miller, In Brief Rejoinder, 
Ibid., pp.377-384.

Miller 1984c: “Myth and Reality in American 
Constitutionalism,” 63 Tex.L.Rev, 181-206, 1984.

M i l l e r  1984d :  “Tak ing  Needs  Ser i ous ly :　
Observations on the Necessity for Constitutional 
Change,” 41Wash. & L. Rev. pp.1243-1309, 1984.

Miller 1986a: “Pretense and Our Two Constitutions,” 
George Washington Law Review, January & 
March 1986, pp.375-403.

Miller & Cox 1986b: Arther S. Miller & H. Bart Cox, 
“Congress, The Constitution, and First Use of 
Nuclear Weapons,” Review of Politics, Spring 
1986, 48, 2, pp.211-245; Ibid. Summer 1986, 
pp.424-455.

Miller 1987: Arther S. Miller, The Secret Constitution 

and the need for Constitutional Change, Greenwood 
Press,1987.

核兵器に挑戦する憲法論
─アメリカ立憲主義の再構成・再論

浦 田　賢 治
（早稲田大学名誉教授）



－ 2 －

立命館平和研究第15号（2014.3）

Ball 1984: Milner S. Ball, “Nuclear War: The End of 
Law,” Arther S. Miller & Martin Feinrider eds., 
Nuclear Weapons and Law, Greenwood Press, 
1984, pp.287-296.

Brubaker 1984: Stanley C. Brubaker, “The Frail 
Constitution of Good Intentions,” Ibid.,pp.299- 
307.

Soifer 1984: Aviam Soifer, “Protecting Posterity,” 
Ibid., pp.273 -285.

Ⅰ「核兵器と憲法」解読

１　序

　アーサー・S・ミラー（Arther S. Miller, 1917-1988）
は、ジョージ・ワシントン大学（George Washington 
University）の 名誉法学教授（Professor Emeritus of 
Law）であって、戦後アメリカ憲法学の権威者の一人
である２。彼は1982年から83年にかけて、ノヴァ大学

（Nova University） の 法 律 研 究 所（Center for the 
Study of Law）で客員教授をつとめた （Leo Goodwin 
Sr.Distinguished Visiting Professor of Law）。ここで

「核兵器と憲法」と題する論文を、研究所紀要（Nova 
Law Journal, Volume 7, Number 1,1982）に発表した。
彼は国際法教授のマーチン・フェインリダー（Martin 
Feinrider）と共同して編集作業をおこない、『核兵器
と法』と題する論文集を1984年に刊行した。
　ミラーは、この論文を執筆した動機のひとつを記述
している。ニューヨークで「核政策法律家委員会」

（Lawyers Committee on Nuclear Policy : LCNP）が
設立されたのは、いまから33年まえの1981年のことで
ある。国際規模で活躍するアメリカの弁護士、ピータ
ー・ワイス（Peter Weiss）が会長になり、アイルラ
ンド出身でノーベル平和賞受賞者のショーン・マック
ブライド（Sean McBride, 1904-1988）、イギリスの国
際 法 教 授 イ ア ン・ ブ ラ ウ ン リー（Ian Brownlie, 
1932-2010）、アメリカの弁護士マーチン・ポッパー

（Martin Popper, 1909-1989）など欧米の著名な人物
が名を連ねている。そればかりか、日本からも坂本義
一教授などの委員をつのって発足した。以来、国連本
部の建物があるニューヨークに本拠をおいている。ミ
ラ ー は、 こ の 委 員 会 の 諮 問 会 議（Consultative 
Council）のメンバーだった３。その声明によると、こ
の会の目的は、「国際法に基づいて核兵器の適法性に
関する議論を始める」ことだった。そこには国際法に

基づいてとあるが、憲法というものが適切に位置づけ
られていない。そこでミラーは、「核兵器と憲法」と
題する彼の論文によって、この会の目的に憲法を含め
ることにした。それは、いいかえれば「核政策法律家
委員会」の焦点の拡大を求めたのである（Miller 
1984a：236-237）。

２　アメリカ立憲主義の再構成

　ミラーの論文「核兵器と憲法」とこれをめぐって憲
法論議を展開した諸論稿が、Nova Law Journal（1982）
に収録された４。翌1983年２月５日、ノヴァ大学の法
律研究所でシンポジュームが開催された。これらの憲
法論議に対してミラーは応答しており、その記録が残
された（Miller 1984b：377-384）。したがって、『核
兵器と法』と題する論文集には、ミラーの単著論文が
２編収録されている。「核兵器と憲法」と「短い回答」
である（Miller 1984a&1984b）。
　論文「核兵器と憲法」は、こうした実践的な狙いを
もってかかれており、しかも内容の点でも結論におい
てもそうである。このように勇敢に実践的な問題提起
をしたものではあるけれども、しかし何が憲法問題で
あるかを認識する態度と問題解決の方法選択の仕方に
注目すると、彼が学究として誇りをもちしかも節度を
たもっていることがわかる。それがアメリカ立憲主義
の再構成という作業にしめされていると、わたしは考
える。しかも、「核兵器と憲法」という問題の建て方
自体が、英米の学説史上はじめての試みだと位置づけ
ていることからして、先覚者の自覚と謙虚さも感じら
れる。

（１）1981年前後という時代背景

　1981年前後という時代背景を強く意識して、これと
密接に関わらしめてこの論稿の意義を読むことにしよ
う。この論稿は立憲主義一般におよぶが、とりわけア
メリカ立憲主義を再構成する必要性を強く自覚してい
る。こうした動機が、ここにしめされている。
　では憲法研究者としてミラーは時代状況と自らの使
命をどのように認識していたのか。そこには深刻な歴
史的自省の念と使命感をみてとることができる。彼は
要旨、つぎのようにいう。1945年広島と長崎に初めて
原子爆弾が投下されて以来、深く考察されないまま、
核兵器にはなんら法に違反する問題は存在しないと考
えられてきた。しかし「いま、核兵器、その生産、配
備及び使用を憲法に基づき正当化し得るか否かの問題
と法律家が対峙すべき時が到来している。この論文は、
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この事実に対する憲法研究者としての反対意見を提案
するための序章である」（Miller 1984a：235）。

　この論文の冒頭部分で彼が強調したのは、憲法学説
の発想におけるコペルニクス的転換、これが必要だと
いうことだと思われる。この論文は、バートランド・
ラッセル（Bertrand Russell, 1872-1970）の師匠にあ
たるアルフレッド・ノース・ホワイト（Alfred North 
White, 1861-1947）をとりあげて、ホワイトがのべた
次の二つの見解をしめしている。「批判的検討に最も
値する原理は、最も長期にわたり異論の余地なしとさ
れた原理である。」５また、「全く新しい思想の大半は、
最初に提案されたとき、愚かであると思われるような
様相をある程度帯びているものである。」６（Miller 
1984a：235）。ミラーは、こうした自覚に立ってアメ
リカ立憲主義の再構成をおこなうと宣言した。ここに
は、憲法の原理論のレベルで通説となっている学説を
いまや根本的に転換する必要がある、というほどに深
刻な事態が存在することがしめされている。彼は、遅
まきながら、しかし先駆者になるという自覚のもとに、
自らの仕事の意義を明確にする。「法と法律家が核戦
争に関して白熱しつつある議論に寄与することは決し
て愚かなことではない」（Miller 1984a：235）という。
　彼は法律家の現状を痛烈に批判して、さらにいう。
いま、数多くの宗教家、医師、科学者及び実業家たち
が、核戦争の真の意味を把握し、他の人々にその意味
を明かそうと努力している。しかし「核政策法律家委
員会」といったほんの少数の例外を除き、極く最近ま
で法律家たちは口を閉ざしたままであった。たとえこ
の問題について考えたことがあったにせよ、法律家た
ちは、核戦争は単なる殺戮のもう一つの手段（いっそ
う強力ではあるが、基本的に長弓、機関銃、戦車及び
飛行機と大差のないもの）であると想定してきた。し
かしこの想定は全く正確さを欠くものである（Miller 
1984a：236）。ミラーは核戦争の特質を、このように
述べた。
　ミラーのみるところ、「これまで誰ひとりとして、
次のような憲法問題を提起したことがない。すなわち
核兵器の生産、配備及び現実に起こりうるその使用は
憲法に違反しないのかということである。」（Miller 
1984a：237）したがって、この論文は、「この問題に
対する序説というべき探究である。これは本格的な論
述をした論文というよりは、むしろ憲法に関して考え
うる論拠を提案する概略的な論文であるにすぎない。」

（Miller 1984a：237）

　こうした思考様式の大転換の必要性と正統性にかか
わってミラーは、つぎのメッセージを指摘している。
1955年の時点で、ラッセル・アインシュタイン宣言に
署名したアルバート・アインシュタイン（Albert 
Einstein, 1879-1955）のつぎの言葉である。「原子力
が解き放されたことにより、我々の思考様式を除くす
べてのものが変化している。その結果、我々は、前代未
聞の破局の淵へと押し流されている。」７（Miller 1984a：
237）
　1981年前後という時代背景をデッサンするとどうな
るだろうか。ミラーは、つぎのように描いている。
　　 　現在四万発以上の核兵器が存在しており、毎週

のように追加生産されている。ロシアは、千五百
のアメリカの都市をすべてこの世から抹殺するの
に（あるいはそれ以上の）十分な核兵器を保有し
ている。合衆国は更に大量の核兵器を貯蔵してい
る。核能力は拡散しつつある。フランス、英国、
インド、中国は確実に、またイスラエル、南アフ
リカ及びブラジルは恐らく、相当量の核兵器を保
有している。「過剰核殺戮力」は、今日地球上に
生存するすべての人間を蒸発させるに足る量に既
にたっしている。それにもかかわらず、世界諸国
の政府の指導者たちは、核の最高位を求めて狂気
の「 競 争 」 を 続 け て い る の で あ る（Miller 
1984a：238）。

　1981年前後の核兵器状況は、ひとことでいえばこの
ようなものだっただろう。そこで憲法学者ミラーは自
分の論文についていう。彼はここで一方的な軍縮を決
して主張していない。われわれは「今後も決して変わ
ることがないであろう状況、即ちホッブス的世界で暮
らしている」と彼は、いう。だから彼はあえて指摘す
る。「アメリカの憲法制度の中で公権力及び事実上の
支配権を行使している人たちは、全世界の核の脅威を
廃絶するために、行動を起こす義務がある。」これが
彼の議論の核心である（Miller 1984a：238）。
　いま彼の「序言」のなかでとりわけ注目しておきた
いのは、つぎの命題である。「少なくとも他の憲法に
関する論拠と併せ考えたとき、アメリカ立憲主義は目
的追求的な本質をもち、これに基づく論拠が核兵器の
合憲性という前提を無効にするということである」

（Miller 1984a：238）。
　以下わたしは、この命題がアメリカ立憲主義の観念
を根本的に再構成するものだと理解して、解読してい
きたい。
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（２）立憲主義の哲学的基礎

　ミラーはやはり、立憲主義の哲学的基礎を、アメリ
カの歴史家にして政治学者のチャールズ・H・マクヮ
ルワイン（Charles McIlwain, 1871-1968）の主張にも
とめている。「立憲主義には、絶対に必要な一つの資
質がある。それは政府に対する法的な制約である」８。

（Miller 1984a：239）
　この一つの命題だけをミラーはここで援用している
が、実はマクヮルワインは、米政府筋の要請をうけて、
ファシズムやコミュニズムに対して「アメリカ民主主
義」が優位する旨を説こうとしたのだった。そのため
に著書『立憲主義』を発表した。第二次大戦がすでに
勃発していた1940年である。ここでは古代と中世の立
憲主義について記述があり、しかも、キリスト教の知
的伝統に立憲主義の起源を定めるのでなく、ギリシャ
とローマの知的遺産によって立憲主義の哲学的な基礎
づけがなされている。
　ミラーが総括的命題として強調するのは、アメリカ
立憲主義の内容をなす政府の政治責任である。アメリ
カ立憲主義は、手続（単なる訴訟手続）を超えた存在
である。マクヮルワインが述べているように、立憲主
義は、治められる者に対する政府の責任に目を向けた
実質的かつ規範的な内容を持つ存在である。立憲的制
限に違反した者の政治責任の追及こそ重要なのだと強
調している。この点にその特質があると私は理解して
いる。
　そこで次にミラーは、ジェイムズ・マジソン（James 
Madison, 1751-1836）の言説に論じ及ぶ。マジソンは、

『 フ ェ デ ラ リ ス ト・ ペ ー パ ー ズ 』 第51号（The 
Federalist No.51）の中で述べている。「国民を治める
ため、国民によって治められねばならない政府を形成
するには、大きな困難がある。すなわち政府には被治
者を律する能力がまず必要であるが、次いで政府は自
らを律する義務を負うということである。」９（Miller 
1984a：239）ジョージ・ワシシントンを筆頭とする植
民地アメリカのブルジョアジーたち、彼らによる政治
革命の成果を法典化するために、マジソンは憲法と政
府構想を立案した。彼は連邦主義者の立場にたって、
当初13州の主権をまったく連邦に移譲することを主張
した唯一の憲法起草者であった。また反・連邦主義者
を説得するため、憲法批准ののち権利章典を憲法典に
くみこむ旨を約束したほどである。州権論者の行き過
ぎた民主主義論を抑え込むために、有産階級という少
数者の利益と権利を保障しようとした。ここにヨーロ
ッパの政府形態とは異なったアメリカ型制限政府が構

想されたのである。
　ところで、立憲主義の哲学的基礎にかかわる議論を
はじめるにあたって憲法学者ミラーが、フランスの公
法学者レオン・デュギー（Leon Duguit, 1859-1928）
の学説を援用していることは重要な意味をもってお
り、またある意味でわたしにとってとても興味深い。
　すでに第一次大戦直後の1919年に、レオン・デュギ
ーは、つぎのとおり述べていた。「公法のいかなる制
度も、それが次の規則への既定の容認に基づく限り生
気に溢れたものとなりうる：第一規則、権力保持者が
行うことのできない一定の行為が存在すること；第二
規則、権力保持者が行うべき一定の行為が存在するこ
と」10、これである。（Miller 1984a：238-９）。この命
題をミラーは、積極国家における「憲法上の義務の概
念をめざして」と題する論文の冒頭で、すでに14年以
前に提示していた。（Miller 1968：199）
　レオン・デュギーは、伝統的な主権や権利という概
念を個人主義的・形而上学的概念として退け、「社会
連帯」（la solidarit sociale）という事実に基づく客観
法（le droit objectif）を中心とする独自の法体系を築
いた11。しかしここで、同時代のフランス公法学者ア
デマール・エスマン（Adhémar Esmein, 1848-1913）
が国民主権論、半代表論や権利論を主張して、デュギ
ーの「主権抹殺」論や客観法論を批判して論争を繰り
広げたことも指摘しておきたい12。エスマンではなく、
デュギーの公法学を援用していることの含意、これが
興味深い研究課題である。
　つぎにミラーは、アメリカ最高裁判事のフェリック
ス・フランクフルター（Felix Frankfurter, 1882-
1965）の言説を援用している。フランクフルターは、
第二次大戦後まもない1949年に、「理に適い、正しい
とみなされているものが、その水準を向上させること
は、自由社会の本質そのものである。」13と述べた。そ
して上述のことが、ミラーによると、アメリカ立憲主
義において実行されているとする。すなわち、通常少
なくとも合衆国における立憲主義は、概念として規範
的な意味を内包していたと強調している。（Miller 
1984a：239）
　フランクリン・ルーズベルト大統領のニューディー
ル時代（1930年代）に、フランクフルターはリベラル
でニューディール立法の支持者で司法消極主義者だと
みなされた。しかしすでに1949年当時には最高裁の保
守派のリーダーであった。だからリベラルで、しかも
裁判官が法を創造することを認める司法積極主義者の
アール・ウォーレン首席判事の仕事は不誠実でナンセ
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ンスだと非難していた14。
　さらにミラーは、それだけでなく、オーストリア・
ウィーン生まれの経済学者で哲学者のフリードリッ
ヒ・ハイエク（Friedrich Hayek, 1899-1992）の哲学
も援用している。ハイエクの言説をあえてとりあげて、

「立憲主義の意味は、すべての権力は一般的に受け入
れられた原則に従って行使されるという理解に基づく
ものであること、また権力を与えられる者は、彼らが
行うことが何であれ、その行為を正当化するためでは
なく、彼らが正しいことを行う可能性が最も高いと考
えられるが故に選出されることである。」15と述べてい
る。（Miller 1984a：239）
　ハイエクは、『隷属への道』（The Road to Serfdom：
1944年） で社会主義と共産主義も、ファシズムとナチ
ズムも、いずれも同根の集産主義だと批判した。この
ことで著名になった彼は、リバタリアニズムに立脚す
る学者の組織「モンペルラン・ソサイエティー」を組
織した（1947年）。のちにノーベル経済学賞を受賞し
た20世紀を代表するリバタリアニズムの思想家であ
る。立憲主義の哲学的基礎づけの幅を、ミラーがここ
まで広げていることは、ミラーの立ち位置がいかなる
哲学によるのか立ち入った検討を必要とする。
　ミラーがさらにあげるのは、アメリカ生まれのロシ
ア系ユダヤ人で、米合衆国の社会学者ダニエル・ベル

（Daniel Bell, 1919-2011）である。ベルによれば、立
憲主義の意味は「アメリカ例外主義」との関係で位置
づけられる。「もしも立憲主義─すなわち法の枠組
みに対する共通の尊敬と法の適正手続に基づく結果を
応諾すること─が失敗するか、あるいはそれが社会
の重要な構成要素によって拒絶されるなら、そうすれ
ばアメリカ社会の仕組み全体もまた同じく崩壊するだ
ろう。この意味で（立憲主義という）今日なお残存し
ている最後の『アメリカ例外主義』は生き延びなけれ
ばならないのである」16。（Miller 1984a：239）
　ダニエル・ベルは、「イデオロギーの終焉」論や「脱
工業社会」論、また「資本主義の文化的矛盾」論で著
名である。彼は自らを称して、経済学では社会主義者
であり、政治学ではリベラルであり、文化の領域では
保守主義者だといっている17。彼は1975年に発表した
論説「アメリカ例外主義の終焉」のなかで、この観念
の今日的な危機の諸相を描いた。そこで「国民あるい
は人民は、自然、宗教および歴史の３者で形成される」
とのべて、「自然と宗教」の観念が死滅したいま、ア
メリカがきづいてきた歴史、とりわけ「立憲主義と礼
譲（comity）の歴史」の認識が死活的に重要だと強

調した18。
　さらにミラーは、立憲主義の担い手である法律家の
地位と役割を論じており、ここでジョージ・ケナン

（George F. Kennan，1904-2005）とアール・ウォー
レン（Earl Warren, 1891-1974）の言葉をとりあげて
いる。まず法律家は、「法廷に立つ公僕」だという意
味で公務員に準じた地位を有する。だから、ケナンの
言葉を借りれば、法律家は普通の人々なら期待する「逃
れる術」19を見つける行動を一切取らず、またもっぱ
ら傍観者的態度を取り続けるべきではない。（Miller 
1984a：240）。連邦最高裁首席判事ウォーレンは、「法
は倫理の海に浮かんでいる」20とかつて述べたことが
ある。まさにその通りである。法は、絶望の淵から身
を翻すために必要な気運を醸成するに足る強力な指導
力を発揮できる。（Miller 1984a：240）
　さらにまた憲法学者ミラーは、核兵器に対する憲法
の評価を明言している。「国際法及び憲法に照らして
核兵器は違法だという主張を説得的に弁護することが
できる」という。「法は役に立つ道具であって、法は
実在する環境の反映であるが故に、核危機が法にたい
して挑戦と機会を与えている。合衆国では法の最終的
な目的は、人間の尊厳を最大限に発揮できる条件の下
で人間の生存（を確保すること）である。よく知られ
た法律用語を使うなら、核兵器は生存及び特に人間の
尊厳の成就に対する明白かつ現在の危険である」

（Miller 1984a：240）。
　「明白かつ現在の危険」が人類の生存及び特に人間
の尊厳の成就を阻んでいるという断定は、わたしに言
わせれば、この憲法学者にしていうことができる感性
と理性、さらに叡智にもとづく決断であろう。
　この点とかかわって1967年に、当時上院外務委員会
委員長だったJ・W・フルブライト（J.W. Fulbright, 
1905-1995）は、次のように述べている。大統領を含
めて「いかなる人間又は集団であれ、その手に絶対的
な権力が任されると、他のすべての人間は専制政治あ
るいは惨禍に脅かされることになる。」21。これは適切
な言葉だとミラーは述べている。（Miller1984a：
240）。 つづけて言う。「戦争は、他の手段により続行
される外交である22というカール・フォン・クラウゼ
ヴィツ（Karl von Clausewitz, 1780-1831））のよく知
られた陳述は現在ではもはや通用しない。原子力が解
き放されたことにより、この言葉は説得力を失った」

（Miller 1984a：241）。
　ここでわたしの短いコメントを記しておこう。
　まずミラーの論文「核兵器と憲法」は、実践的な意
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図もった労作であって、自分が参加した「核政策法律
家委員会」の目的に憲法を含めることを求めたもので
ある。しかもミラーの事実認識は核兵器の「過剰殺戮
力」を的確にとらえたものである。核兵器は今日地球
上の人間をすべて蒸発させるに足る量に既にたちして
いるのに、世界の指導者たちは、核の最高位を求めて
狂気の「競争」を続けている。
　この事態に対処するため立憲主義は核時代の立憲政
治に対応できるように再構成する必要があると彼は力
説する。確かに立憲主義には絶対に必要な一つの資質
があって、それは政府に対する法的な制約である。し
かし同時に彼は権力保持者には一定の作為義務がある
ことを強調している。公法のいかなる制度にも権力保
持者が行うべき一定の行為が存在すること（レオン・
デュギー）、これである。
　その帰結は「国際法と憲法とが融合する」というこ
とである。核戦争は理に適い正しいものだとはみなし
えないのであって、このことは合衆国、ソ連、またい
かなる国家にも当てはまる。そこで国際法はこのよう
な兵器の使用を禁止するため憲法と融合することにな
る。核兵器の使用が禁止されれば、その生産及び配備
も違法となるのは当然である」。当然違法説をのべる
ことで「国際法と憲法とが融合する」という、この命
題も含蓄が深いとおもわれる。

（３）小　結

　ここで一応わたしの見解をのべておきたい。核時代
のアメリカ立憲主義はその哲学根拠を確実に持ってお
り、その含意は核戦争と核兵器使用が当然違法である
旨を明言できる。これが憲法学者ミラーの提言である。
だからして、わたしはこのことを、相当の敬意と慎重
さの双方でもってうけとめなければならないと考え
る。そこで核時代におけるアメリカ立憲主義の再構成
という主題にしぼって、ミラーの学説がどのように展
開しているかを指摘しておきたい。
　それはこの時期についてみれば神話的立憲主義を現
実的立憲主義へと再構成する試みだと言ってもいいだ
ろう（Miller 1984c：181-206）。

３　核兵器への憲法による挑戦

（１）序

　憲法による挑戦は、核時代の正しい現状認識から引
き出されるべきものである。この観点からして、まず
米合衆国憲法前文の目標を新たに解釈することから始
まり、ついで憲法本文の諸条項を目的適合的に解読す

ることによってなされる。つぎのとおりである。

（２）憲法前文の目標

　そもそも「核兵器と憲法」の関連を論じるこの議論
の動機は、現代政治の目的を追求する立憲主義の特質
を明らかにすることである。ミラーはすでにこう述べ
た。この観点から憲法の前文を解釈する。
　合衆国憲法の前文は立憲政治の目的を述べている。
　　 「われら合衆国の人民は、いっそう完全な連合体

を形成し、正義を樹立し、国内の静穏を保障し、
共同の防衛に備え、一般の福祉を増進し、われら
とわれらの子孫の上に自由の恵沢を確保する目的
をもって、ここにアメリカ合衆国のために、この
憲法を制定し確立する」。

　この基準に照らすとき、「核兵器及び不安定な恐怖
の均衡が、このような目的の一つ一つを危険にさらし
ている。」そして、いう。「我々がその子孫である。実
質的な内容を前文に付与することについて真剣に検討
すべき時が訪れている。」（Miller 1984a：241）
　ジョセフ・ストーリー判事（Joseph Story, 1779 
-1845）が、その『憲法註釈』で述べている説をミラ
ーは援用している。「前文の真の任務は、憲法により
実際に付与される権力の本質、範囲及び適用を解釈し
たものであり、権力を実質的に創造するものではな
い。」23そう理解したうえでミラーは、まず憲法前文の
もろもろの意味は、現在の問題に対処するという明確
な目標の下に、現状の正しい理解から引き出されるべ
きものだという立場をとっている（Miller 1984a：
241）。
　ここで立憲政治の目的が、①正義を樹立し、②国内
の静穏を保障し、③共同の防衛に備え、④一般の福祉
を増進するという４点をふくむことをしめしたうえ
で、ミラーは核時代において、⑤「われらとわれらの
子孫の上に自由の恵沢を確保する」という目的が死活
的な重要性をもつことをとくに強調している。
　ミラーは、「われらの子孫」の利益にかかわって述
べている。マッカロック（McCulloch）対メリーラン
ド（Maryland）事件における連邦最高裁首席判事マ
ーシャルの有名な言葉を引用すれば、「本件は、国家
の安寧が実質的にかかっている強大な権力の行使に関
するものである．．．この規定は、将来のいく世代にも
渡り継続し、従って国民の問題に関する様々な「危機」
に適合するよう意図された憲法に制定されている。」24

したがって「憲法とは、次の世代のアメリカ人による
自らの基本法の制定を可能にする、即ち憲法の起草者
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たちの時代ではなく、『次の世代』の必要性を満たす
ための、憲法の起草者たちによる権力の暗黙の授権で
ある」（Miller 1984a：241-242）。
　憲法は、われらとわれらの子孫の利益のために起草
された。しかしながら、「核兵器が爆発した後には、
その破片を拾い集める子孫も残されない。憲法制度が
消滅してしまうだけでなく、恐らく文明自体も抹消さ
れてしまうだろう」。したがって「子孫」の存続その
ものを脅かすことが合憲であり妥当性があると主張す
る者は誰もいないであろう。「子孫は憲法に基づく自
らの要求を持っている。このことは特に明らかである、
というのは（核エネルギーの）科学技術革命が（現在
の）急激な社会変化をもたらしたのだから、現在生存
している大半の人々が自らの子孫（の代弁者）になる
ほかないからである」（Miller 1984a：242）。
　もちろん、「核兵器が本質的に憲法違反であると説
得する」ことと関わって、ミラーはいくつかの言説を
あげることができるという。かつてウイリアム・シー
ワッド（William Seward）が述べたように、「憲法よ
り高位の法が存在する」こと、または、フレッチャー

（Fletcher）対ペック（Peck）事件25で連邦最高裁首
席判事マーシャルが書いたように、土地の不正な無償
払下を廃止しようとしたジョージアの試みは、「天賦
の正義という偉大な原則」を軽視している。従って、
ジョージアは、「我々の自由な制度に共通する一般原
則又は憲法の特定の規定のいずれかにより」制約され
るのである。」またマーシャルの同僚であったウイリ
アム・ジョンソン（William Johnson）判事は、更に
一歩進めて、「理性及び道理に基づく一般原則、神に
さえも法を課すことを命ずる原則」26が廃止の試みを
無効にすると主張した（Miller 1984a：243）。
　要するにここでミラーは、改めて自問している。「天
賦の正義の原則（英国においてより広く通用している
概念）は、核兵器の適法性を決定するために利用でき
るのであろうか。」答えていわく、「然り」であると。
1907年の第４ハーグ条約の有名な「マルテンス条項」
の言葉を借りれば、「新しい戦術又は兵器を特に禁止
するいかなる条約規定が定められていなくとも、戦闘
員及び非戦闘員は「文明化された諸国民により確立さ
れている慣習、人道に関する諸法、及び公共良心の命
令に由来する」27法的原則により保護され続けるので
ある。（Miller 1984a：243）。
　ミラーは、さらに自問している。天賦の正義という
複雑な問題にこれ以上立ち入らないとすれば、憲法の
いかなる特定の規定が、核兵器問題と関連性を持つと

考えられるのか。関連性を持つと考える見解には、「憲
法の意思決定者による創造性と新機軸の採用が必要と
される」。こう述べてミラーは、次のように提言する。
アメリカ立憲主義の再構成を試みる「これらの見解は、
確立された学説としてではなく、更なる探究を必要と
する問題点として提案されている。しかし総合的に見
れば、それらは核兵器の違法性というただ一つの方向
を指し示している」（Miller 1984a：243）。
　わたしのコメントを示すなら、つぎのとおりである。
これまで論述した諸命題は、憲法前文の目標をミラー
が解読したもので、極めて斬新かつ根源的なものであ
る。憲法前文は、憲法を解読する者が核兵器の違法性
というただ一つの方向に向かうべきことを命令してい
るのである。

（３）憲法諸条項の解読

　さてつぎの４つの問題をミラーは論述しているが、
それは関連する憲法の諸条項の解読をつうじてなされ
ている。問いは４点にしぼられている。
（１a）議会は、その宣戦布告権を暗黙のうちに又は
明白に授権できるか。
（２a）議会は、授権された権限の行使を怠ることが
可能であるか。
（３a）国際法は、大統領が（憲法第２編に従って）
忠実に執行しなければならない“法”的編成（the 
corps of “law”）の一部なのだろうか。
（４a）ひろくしられた政府の義務に関するこの示唆
は、大統領にも議会にもまた連邦最高裁にも及ぶか。
これである。
　ミラーは、つぎのように４つの命題を、順次提示し
ている。
（１b）議会の宣戦布告権:　議会の宣戦布告権は授権
できない。
　憲法第１編８節11項は議会の宣戦布告権を定めてい
る。だがミラーは、フルブライト上院議員の言葉を援
用して、議会の宣戦布告権が大統領に暗黙のうちに授
権されたことは確かであるという。またリチャード・
ニクソン（Richard Nixon）大統領の拒否権を退けて
法制化された1973年の宣戦布告権決議（the War 
Powers Resolution）の中に、明示的な授権を読み取
ることさえ可能である28。（Miller 1984a：243）。確か
にジョージ・ワシントン（George Washington）から
始まる歴代の大統領は、一方的に戦闘行為を行ってき
たとミラーは認める。しかしミラーはつぎのように述
べる。「多分南北戦争期間中のアブラハム・リンカー
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ン（Abraham Lincoln）の場合を除き、すべてのこれ
らの戦闘行為は、最小有効手段の法則（the Principle 
of the Economy of Means）に従ってなされたもので
あった。」29しかしミラーはこの原則は、核戦争の時代
には、まったく通用しないと強調する。「核兵器の使
用は限定不可能であると定義されている。ひとたび使
用されると、紛争は遅かれ早かれ全面戦争へとエスカ
レートするだろう。」「たとえ立法権の委任に関する憲
法の原則が存在するにしても、それが文明自体を脅か
す権力にまで敷衍されないことは明らかである。」

（Miller 1984a：244）。
　これは核兵器使用で生じる軍事的政治的な社会現象
についてのミラーの事実認識である。ここに彼の核兵
器使用は憲法違反だという判断のもっとも重要な根拠
がある30。
　つぎにミラーは、国連憲章第51条を援用する先制的
自衛に論じ及ぶ。この先制的自衛の（観念）は1962年
キューバ・ミサイル危機の期間中にアメリカの法律家
たちによって援用された。「このエピソードは、人命
を奪う権力の保持を大統領に認めた議会の極めて悪質
な行為の明らかな証拠である。」とミラーは述べる。「国
家理性の原則（raison d'etat）は、憲法上最も議論の
対象とされていない範疇の一つである」という（Miller 
1984a：245）。従来この原則は、「国家の存続を確実に
するために必要とされるいかなる行為も、たとえこの
ような行為が良識と道徳を兼ね備えた人間としての個
人の立場から見ていかに矛盾するものであっても、国
家の責任を負う個人により講じられねばならない」31

ともいわれてきた。しかしながらミラーによれば、「権
利章典（the Bill of Rights）は、国家理性（raison 
d'etat）が政策決定者に与えたジレンマを解決しよう
とした意識的な企てであった。」というのは、権利章
典の起草者たちは、歴史と人間の暗部を知り尽くして
いたので、「自由及び個人の安全の理由」（reasons of 
freedom and of personal security）を明示し、これに
よって「国家理性」（reason of state）を憲法上表明
しないでおくことを選択したのである。（Miller 
1984a：246）
　これまでの記述の核心について指摘しておこう。そ
れはこうだ。1787年の米合衆国憲法制定以降、さらに
1945年に旧式な原子爆弾が投下されて以後も、世界の
環境が急激に根底的に変化している。そのため憲法の
正統性に関する古い慣習と古い思考様式は根本的な再
検討を迫られている。「新しい原則が発見されねばな
らない。マジソンが述べたように、政府は自らを治め

るよう義務づけられねばならない。」32この必要性から
して、つぎの解読がなされる。

（２b）　犯罪（offenses）を処罰する議会の権限：
　ミラーの第２の命題は、つぎのとおりである。議会
は犯罪を処罰する権限の行使を怠ってはならない。
　ミラーはつぎのように記述する。すなわち憲法第Ⅰ
編８節10項に基づき、議会は「国際法」（the Law of 
Nations）に対する違反を処罰する権限を付与されて
いる。
　1826年にチャンセラー・ケント（Chancellor Kent）
は、その有名な『アメリカ法註釈』の中で、つぎのよ
うに述べている。
　　 　合衆国が大英帝国の一部であることに終止符を

打ち、独立国家としての地位を獲得したとき、合
衆国は、ヨーロッパの文明化された諸国が、良識、
道徳及び慣習に基づきその公法として制定してい
る諸規則の体系に従うことになった。この法の忠
実な遵守は、国家としての資格にとり極めて重要
なことである．．．」33

　この記述にしたがってミラーは、つぎのように主張
する。「もし国際法が核兵器を違法であると証明でき
れば、この原則に従う義務が、合衆国（及びその他の
諸国）に課せられる。」（Miller 1984a：246）
　ミラーによれば、その論拠は次のようになる。「合
衆国対アリョーナ（Arjona）事件34において、連邦最
高裁は、国際法は、すべての政府に、平和関係にある
別の国家、又はその住民に対して、自国の国境内にお
いてなされた不法行為（a wrong）を阻止する義務を
課していると述べた。すくなくともアリョーナ判決が
この問題に対する体系的な探究への突破口を与えてく
れることは確かである。」（Miller 1984a：247）
　日本の原爆裁判が東京地裁に係属中の1961年秋、国
際連合総会の決議1653が採択された。この決議で核兵
器による威嚇又はその使用は、国連憲章に違反し「人
類と文明に対する罪」であると表明した35。1981年に
いたってリチャード・フォーク（Richard Falk）及び
その共同研究者たちは、学術論文「核兵器と国際法」

（Nuclear Weapons and International Law）の中で、
「核兵器によるいかなる威嚇又は使用の企ても、国際
法の命令に違反し、また国家犯罪を構成することにな
る」と結論を下している36。そうであれば、アメリカ
政府（そのすべての部門）が負う憲法上の義務は明ら
かになる。したがってミラーの見解は明確である。議
会は政府による「国家犯罪」を阻止する行動をとらな
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ければならない。（Miller1984a：247）
　短いコメントを加えておきたい。国際連合が1961年
以降繰り返し述べてきたのは核兵器による威嚇又はそ
の使用は「人類及び文明に対する罪」だという規範命
題である。実はこの前年「核時代の16年目」に、ラン
ド研究所での成果を基にハーマン・カーンは『熱核戦
争論』を刊行して、水爆による人類の絶滅的惨禍を描
いていた37。それから26年後の1986年夏以降、アメリ
カの国際法学者フランシス・A・ボイルは、英米法で
いう未完成犯罪の観念を援用して、国際法と国内法に
おける核抑止の犯罪性を論証することになる38。さら
に国際刑事裁判所（ICC）ローマ規程のなかで大量破
壊兵器使用が「戦争犯罪」にあたる旨が規定された。
こうして国際法上の犯罪論が生誕し成長している。

（３b）憲法と国際法
　ミラーの第３の命題に進もう。すなわち、国際法は
大統領が憲法第２編（８項）に従って忠実に執行しな
ければならない「法」的編成の一部（a part of the 
corps of “laws”）である。
　ミラーによれば、連邦最高裁は「その判決は国土の
法である」と巧みに主張してきた39。もし連邦最高裁
の判決の主眼が、正しい洞察に基づいたものだとすれ
ば、「法」という言葉には、議会による立法以上のも
のが含まれるはずである。もし連邦最高裁の判決が正
しいとすれば、「国際法」の規範に関しても同じこと
を主張するのに、さしたる観念上の飛躍を必要としな
いであろう。（Miller 1984a：247）
　つぎにミラーは、大統領に義務を課すという命題に
論じおよんで、つぎのように記述する。この論点は、
まったく新しい概念であるため、該当する判決例がほ
とんど存在しない。ミシシッピー（Mississippi）対ジ
ョンソン（Johnson）事件40以降、裁判所の令状は大
統領に対して効力を持たないと考えられていた。しか
し、ニクソン大統領が、悪名高いホワイト・ハウス・
テープを引き渡すよう求められた1974年に、この情況
は一変してした41。それ以降、大統領に対する訴訟は、
日常茶飯事とは言えないにしろ、確かに珍しいことで
はなくなった。たとえそうであっても、例えばイラン
人質事件（the Iranian Case）42のように、原告は、大
統領本人というよりは、むしろ部下の行政官僚を法廷
に召喚する傾向がある。（Miller 1984a：248）
　憲法上の義務という概念は、アメリカ憲法では徐々
に発展している概念である。ミラーはこう述べて、ク
ーパー（Cooper）対アーロン（Aaron）事件以降、連

邦裁判所判事は、その判決は「国土の法」であると主
張してきたという。ウイリアム・ブレナン（William 
Brennan）判事のつぎの言葉のように「判事は単なる
審判以上の機能を果たしている」のだと、ミラーは言
う。「この制度の下では、裁判官は単なる審判者では
なく、自らの分野においては立法者（政府の同格のも
のからなる部門の一つ）でもある。実際、裁判官が、
指定された領域において、法に関する政策の公式化を
図る際に、時には相当の権力を行使することもある」43。

（Miller 1984a：249）
　ミラーは明確に述べている。「連邦最高裁判事は進
んで難局と取り組み、政府部門の当局者たちが、市民
の生命、自由及び財産に対する脅威を排除するための
行動を起こす憲法上の義務を負っている。このことを、
大統領及び議会に指し示すべきである」。そして「こ
のような脅威は、核兵器から生じてくるものである」
と彼は言っている。（Miller 1984a：249）
　ここでコメントしておこう。ミラーの第３命題の内
容は、このように「憲法上の義務」という概念につい
ては明確である。大統領は憲法第２編（８項）に従っ
て国際法を忠実に執行しなければならない。しかしな
がら、国際法がアメリカの「法」的編成の一部

（a part of the corps of “laws”）であるという命題に
ついては、論述をひかえたきらいがある。この点では、
共編者のひとりマーチン・フェインリダーの論稿「国
土の法としての国際法：核兵器使用にたいする、もう
ひとつの憲法上の制約」に待つところがあったかもし
れない44。

（４b）連邦政府の積極的義務
　ミラーはここから、第４の命題にすすんで、つぎの
ように述べる。大統領は法を忠実に執行しなければな
らず、議会は国際法を定義し論じなければならず、ま
た連邦最高裁は国際法的規範を司法上認識可能なもの
にすべきである。（Miller 1984a：249）
　ここで重要なことは、法の適正手続（a due　
process）という問題が提示されることである。ミラ
ーは、つぎのように述べて論点を提起する。「では、
法の適正手続は、その手続的と実体法的の両側面に加
えて、さらに連邦政府に積極的義務を課すという第三
の次元を持つのであろうか。」その答えは、「然り」で
しかあり得ないと、ミラーは答える。彼の弁証は「い
くつかの連邦最高裁判決がこの方向を示している」と
いうものである。例えば、ウエスト・コースト・ホテ
ル会社（West Coast Hotel Co.）対パリッシュ（Parrish）
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事件（47）45である。ここでチャールズ・E・ヒューズ
（Charles Evans Hughes）連邦最高裁首席判事は、「（憲
法により）．．．保護される自由は、国民の健康、安全、
道徳及び安寧を脅かす悪に対する法の保護を必要とす
る社会組織における自由である」と述べた。ミラーは、
この陳述が核兵器の状況にぴったり当てはまるように
思われると主張する。更にミラーは、グリーン（Green）
対ケント郡教育委員会事件（County School Board of 
Kent）46をあげる。ここで裁判所は、地方の教育委員
会は、公立学校から人種差別をなくす「積極的義務を
負う」と判決を下した。ちなみにイェール大学の憲法
教授トーマス・エマソン（Thomas Emerson）は、「修
正第１条は積極的次元を持つと主張している。」47

（Miller 1984a：250）。ここで連想されるのは、彼が
Roe v. Wade判決（1973）にいたる憲法訴訟でプライ
バシー権を論証して堕胎の合法化に道を開いたことで
あって、彼は政府に積極的優遇措置を義務づることを
弁証したのである48。
　要するにアメリカ憲法は、政府がなしうること、ま
たなし得ないことを包含して規定している。そればか
りでなく、「レオン・デュギーが述べていたように49、
もし立憲主義の存続を望むのであれば、政府がなさね
ばならないことをも当然包含しているはずである。こ
のような結論に対する先決例も存在する。」ミラーは
このように、論じている（Miller 1984a：250）。
　重要だとおもう点を指摘して、コメントにかえたい。
ここまでのミラーの議論の要点は、つぎの点にある。
憲法とは自らを律するもので、またその結果市民を保
護する義務と責任を政府に課するものである。したが
って政府の「これらの責任は、アメリカ国民（前文の

「われら人民．．．」）にも及ぶ。」この政府の責任論はつ
ぎの特質をもっている。「その責任は、憲法そのもの
から、特定の制定法から、またいくつかの連邦最高裁
の判決から、推測することが可能である。」そして彼
はさらに言う。「認められるべき新しい義務は、政府
当局者が、国民の安寧、「子孫」の安寧、あるいは実
際には、他の諸国民の安寧を危機に陥れる行動を取ら
ないという義務である。」こうして「核兵器がすべて
のアメリカ人の生命、自由及び財産を極度に脅かす存
在であるからには、それらは法の適正手続を剥奪する
ものと考えられるべきである。」（Miller 1984a：250）。
この憲法違反論は、アメリカ憲法学説史上初めて登場
したものではなかろうか。

４　小結

　ミラーの議論の結語は、つぎのように示される。「一
般的に、裁判官は憶病な政府役人である。裁判官は、
よく知られている、また予想可能な線を越える要求を、

『いまわしい事件』とみなしている。しかし裁判官が
唯一の憲法の擁護者ではない。憲法学者及び政治科学
者は、もはや終極の恐怖を目の前にして、孤高の姿勢
を保つことはできない」。いまや、「人類の歴史が始ま
って以来、戦争により解決してきた問題を、世界が平
和的に解決できる政治的手段を作り出す必要に迫られ
ている。これは核兵器が憲法学者に与えた挑戦である。
これ以上重要な仕事はあり得ない。」（Miller 1984a：
250-251）。
　わたしは、この結語でいう主張に共感するものであ
る。以下、これに対する憲法研究者たちの反応をみる
ことにしよう。

Ⅱ　「核兵器と憲法」への応答論文と回答

１　序

　ミラーが1982年に論文「核兵器と憲法」をNova 
Law Journalに発表したあと、これに応答した諸論文
がある。これらは、1984年発行の共同編著『核兵器と
法』に収録されたものだけで10編をこえている。だが
本稿では、紙数の制約あり焦点をしぼるために、この
うち３編だけをとりあげる。スタンレー・ブルーベイ
カー（Stanley C. Brubaker）の「善意の虚弱な憲法」、
ミルナー・S・ボール（Milner S. Ball）「核戦争：法
の終焉」、およびアビアム・ソイファ（Aviam Soifer）
の「子孫の保護」である。ミラーが1982年の論文で提
起した基本な主張といくつかの論点について、これら
の論文で賛辞が表明され、また批判もなされており、
あらたな問題提起もなされている。

２　ブルーベイカー「善意の虚弱な憲法」

　スタンレー・ブルーベイカー（Stanley C. Brubaker）
はVirginia大学でPhDの学位をえて、本稿執筆当時、
Colgate Universityの政治学助教授であった。彼は、
ミラー教授の議論にたいしてきわめて批判的である。
　彼は、ミラーの議論が二つの柱に支えられており、
しかもこれらの柱はただ一つの基本的な前提に基づき
立てられたと理解する。すなわちその前提は、ひとた
び核兵器が使われて核戦争になると、なにびとも核戦
争を制約し得ないと「定義する」ことである。その結
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論が、核兵器の生産、配備又は使用を違憲とするもの
である。ブルーベイカーは二つの柱についてのべる。

「最初の柱は、善意により強化された憲法の条項から
構築されており、第二の柱は、類似の構造ではあるが、
国際法の新奇な解釈によっても強化されている。」

（Brubaker 1984：299）ここにミラーの認識の枠組み
と核心がはきりと示されているとする。
　ブルーベイカーによれば、「善意の憲法」は三つの
側面からなっており、前文、非授権の原則及び法の適
正手続である。それぞれの側面がミラーの結論を別々
に支えることができるとミラーは確信している。しか
しこれらの側面が、どのように相互に関連するのかを
明らかにしていない。（Brubaker 1984：300）
　ブルーベイカーにとって、これらの中で最も奇抜な
側面は、非授権の原則である。憲法第Ⅰ編８節11項は
戦争宣言の権限を議会に授権していることから、議会
が「黙示的又は明示的に」戦争を宣言する権限を大統
領に授権することは、違憲であるとミラーは提案して
いる。しかしブルーベイカーは、このような議論でも
って核兵器が違憲であるというミラーの結論を支持で
きるものではないという。この議論には、議会が核兵
器を生産、配備及び使用する憲法上の権限を保有する
という事実が必ず伴うからである。（Brubaker1984：
300）
　彼はまた、いう。「善意を付加された前文及び法の
適正手続も、不可能な責務を押し付けられている。」「核
戦争の危険性は、その勃発する確率の低さにより割り
引いて考えられねばならない。」50さらに、ローマがカ
ルタゴを灰燼に帰したのは通常兵器であったことも思
い出す必要がある、といっている。（Brubaker 1984：
301-2）
　要するに第一の柱によって支えられるのは、「国民
の生活を危険にさらすことなく核戦争の危険性を減ら
す善意の努力をするという必要条件だけ」である。し
かしこの柱の意味するものは単純だ。憲法によって通
常兵器に関して我々の政府当局者に課される義務と同
じ種類の義務を核兵器についても課しているとしか考
えられない。だからから両者は「本質的に異なるもの
ではない。」（Brubaker 1984：303）このように切っ
て捨てている。
　ミラーの議論の中で最も創造的な側面は第二の柱の
構造にあると、ブルーベイカーはいう。この議論は、

「国際法に対する犯罪を明らかにし、処罰する権限を
授権されている議会には、その権限を実行する義務が
ある」という。大統領も、国際法を「忠実に執行する」

義務を命じられている。さらに、連邦最高裁に「あえ
て難局に直面させ、大統領と議会に、これらの部門の
当局者はこの憲法上の義務を負わされていることを指
摘し」ている。（Brubaker 1984：303）
　しかしながらブルーベイカーは、つぎのように批判
する。「核兵器は国際法に違反するとみなされるとす
る意見は51、大学の少数の評釈者の最近の著作におい
てのみ取り上げられているという事実は別にして」と
いう留保をつけて、「国際法が、通常の立法行為及び
大統領の行為に勝る地位を憲法上保有しているという
議論は、憲法、先例又は起草者の意図から判断して、
まったく根拠のないものだ。」と言う。また「議会が
国際法とくに条約に違反する権限を有する、との判決
を裁判所は首尾一貫して下してきた。」52という。これ
にたいしてミラーは、「起草者が国際法の命令に国家
主権を従わせることを望んだという一片の証拠も提示
していない。」（Brubaker 1984：304）
　ブルーベイカーは、指摘する。実はミラーは憲法を

「意図」の点から理解しており、またこれらの意図は、
起草者のより控えめな意図ではなく、むしろ善意の「聖
職者、医師、科学者及び実業家」の意図であると理解
している。そこで裁判所は、自らを国際法の権威ある
解釈者に仕立てることができる。裁判所は、戦略交渉
のために任命する特別裁判官に絶大な影響力を付与す
ることができるし、また国際法の執行の名の下に世界
中に発行する差し止め命令を支えることができる。こ
のような補強をしない限り、ブルーベイカーは、「ミ
ラーの議論の上部構造は最小限の検査にも耐えられな
い」、という。（Brubaker 1982：305）
　さてブルーベイカーは、核戦争を「制約し得ない」
と「定義する」ミラーの主張には根拠がないと論難し
ている。要約すると、もし我々がこの前提条件を完全
に認めたとすると、皮肉なことにその上部構造は不必
要な存在に貶められる。核戦争は必ず起きるし、発生
した場合「制約し得ない」からである。しかしながら
ブルーベイカーは、抽象的な論理の演習としてなら、
ミラーにその前提条件を許すべきであるという。した
がって、現実に戻って「もし我々がミラーの前提条件
を無理なく否定できるとすれば、その議論の組立は脆
くも崩壊することになる。」このように論難している。

（Brubaker 1984：305）
　ただしブルーベイカーは、つぎの一点で、ミラーの
意見と自分の意見とが部分的に一致しているという。
法律家は、核時代の外交及び戦略の知識を十分承知し
ており、しかも憲法の原則並びにより大きな法の目的
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と政治との関連性を承知している場合がある。これら
は厳しい条件であるが、時には法律家はその条件を満
足させることによって、貴重な貢献をなすこともあ
る53。この意味で法律家が、益々激しさを増している
核兵器に関する討論に、なんらかの形で、有用な貢献
ができると主張すること、それはまったく馬鹿げてい
るとは、言い切れない。（Brubaker 1984：307）
　コメントすれば、一つは限定核戦争の肯定説であり、
これは核抑止論の肯定説とも重なっていく。ふたつに
は憲法解釈上の批判である。善意により強化された憲
法の諸条項と、国際法の新奇な解釈だという批判であ
る。

３　ボール「核戦争：法の終焉」

　ミルナー・S・ボールは、本稿執筆当時、ジョージ
ア（Georgia）大学ロースクールで憲法と国際法を担
当する教授であった。
　ボールは、ミラーが憲法研究者にたいして論議を誘
発させる独創的な貢献をなしてきた点と、ミラーが学
者として相応しい責任感を持って発言している点を指
摘して、これらを高く評価した。そのうえで彼は、核
戦争はミラーが拡大解釈した憲法、すなわち体系的な
司法及び人民による政治という基本的特質を容認する
学説、あるべき憲法に違反するという学説、これをほ
ぼ全面的に支持していると、わたしは読んだ。（See 
Ball 1984：287-9）
　ボールは質問を３つ（A,B,C）に定式化している。
質問Aの概略はつぎのとおりである。
質問Ａ． 憲法違反（違憲）：核兵器を合憲だと特徴づ

けることは適切か。
　核兵器の合憲性に疑問を呈するこの質問は、「法律
家が核戦争を防止可能でしかも防止すべきものだと理
解するよう法律家を元気づけてくれる」。こう述べて
ボールは、しかしながら、自説を提起する。すなわち

「核兵器の違憲性について話す代わりに、核兵器は憲
法を破壊するもの（deconstitutional）あるいは憲法
に敵対するもの（anti-constitutional）だと記述する
方が説得しやすい」という（Ball 1984：292）。
　さてボールは、核戦争による基本的価値体系の破壊
に関するミラーの記述をとりあげて、これが示唆的だ
とする。しかしミラーが、「我々はホッブズ的世界の
中で生きている」54と述べている点について、ボール
はつぎの二つの理由から、反対だと書いている。「第
一に、ホッブズ的世界は、我々が核戦争の後に持つで
あろう世界である。ホッブズの説明は我々を厳粛な気

持ちにさせる。しかしこれは、核戦争後の世界の極め
て正当な記述であっても、我々が現在ある世界につい
てのものではない。第二の理由は、こうである。「我々
はプロパガンダとイデオロギーを通してホッブズ的世
界に生きていると信じ込まされている。もし我々が生
き残るつもりであれば、現実に対するより満足な説明
を、我々は是が非でも必要としている。」（Ball 1984：
292）。
質問Ｂ． 政策決定者たち：民衆革命の機会としての核

問題。
　ここでボールは、この問題の意味を示唆していう。
ミラーは核兵器問題を災いにたとえ、これを福に転じ
る、すなわち憲法の概念を拡大かつ深化させ、また我々
の法的倫理感を高揚させるための絶好の機会に転ずる
のだ。「来たるべき別の機会、ある意味で積極的な民
主革命とも言える機会が準備されていないだろうか。」

（Ball 1984：292）。「少なくとも、核戦争のような緊急
を要し、我々に直接に関係する問題については、投票、
訴訟、デモ、又は議員宛の陳情書よりも有効な関与の
方法を案出するよう、法律家は要請されてしかるべき
である。」（Ball 1984：294）。
質問Ｃ． 手続：核戦争の糸口となり、また核戦争を結

果的にもたらす手続は合憲と言えるか。
　ミラーは、合衆国における立憲主義は、手続以上の
もの、すなわち法は規範的内容を持つと述べている。
確かにその通りであるが、しかし今後十分に探究すべ
き手続上の問題は存在しないのであろうかと、ボール
は述べている。（Ball 1984：294-5）「立憲主義の真髄
は、制限政府であるとミラー教授は述べている。憲法
第I編には、無制限な権力の譲渡は含まれていない。
われわれが宣戦布告権を議会に授権した際に、ハルマ
ゲドンを宣告する権限を認めたわけではない。」（Ball 
1984：295）なお「まず手始めに、核兵器及び軍拡競
争が環境に及ぼす影響を詳細に記述する影響評価要請
のための手続上の方策を求めることなどは、法律家に
相応しい行動と言えないであろうか。」（Ball 1984：
295）とも提言している。（Ball 1984：296-7）
　ボールは、３つの質問を提起してこれに論評をくわ
えたうえで、とくに環境論という分野の重要性を指摘
している。ミラーがこれにどう応答するか、この点が
注目される。

４　ソイファ「子孫の保護」

 アビアム・ソイファは、本稿執筆当時、ボストン大
学ロースクール（Boston University School of Law）
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の法学教授だった。
　彼は言う。「我々の生存と憲法への忠誠心の存続は
つぎの点に依存している。すなわち憲法の評価と我々
の子孫を保護することの間に存在する関係を進んで考
察するか否かだ」と。（Soifer 1984：）また「ミラー
教授は創造的立憲主義という分野での大家だ」と評価
して、ソイファはいっている。ミラーの論文で「私の
関心をよりそそる議論は、合衆国憲法の前文に含まれ
る文言（われらとわれらの子孫の上に自由の恵沢を確
保する）が、意義のある（多分、法的に強制可能な）
概念だと示唆している点である。」（Soifer 1984：275）
　「前文」：憲法前文にどのような重要性が与えられる
べきか。これは「これまでほとんど探究されなかった
問題である」とソイファはいっている55。しかし重要
な歴史的な文脈のなかで憲法前文の意義が問われたこ
とがある。例えば南北戦争前の奴隷制度反対の興奮の
さなかである56。（Soifer 1984：276）現在「核の危険
が差し迫ってくる可能性が明らかであるだけに、ミラ
ーによる提唱は意義深い。」しかしソイファはミラー
論文を批判する論点を提起して、いっている。「それ
でも、ミラーは少々唐突に、前文の法的重要性を退け
てしまった」。更に、「前文自体の内部に相互に対立す
る命令が存在する可能性に対して、適切な考慮を払わ
なかった」。（Soifer 1984：276-7）
　ソイファによれば「憲法の前文に内在する矛盾は、
最初に考えられるほど馬鹿げたものでもなければ、異
様なものでもない。」しかし「憲法自体が、相互に矛
盾する命令、相反する権利及び義務を包含している可
能性に関する見解は、未だに十分探究されていな
い。」57だから「我々の憲法の歴史を紐解くにつれて、
我々は、問題をはらむこのような解釈の容認を余儀な
くされるし、更に、憲法の内容を解釈する人たちは、
憲法の語句のみならずその構造をも考慮するよう強い
られる。」（Soifer 1984：277）
　ソイファは憲法上の「保護」についてとりあげる。
連邦最高裁の最近の判決には二・三の異論のあるもの
があるとして、ミラーはその要約を示した。「これら
の判決は、一括考察すると、プライバシーと自律性に
対する憲法に基づく権利を、裁判所が曖昧に定義して
いることを伺わせる。」これらの権利は「現在では、
法の適正手続の実体法による改訂あるいは復活された
概念58に由来する。」ソイファによれば、「このような
憲法に基づく権利は、人類そのものを包含できる程度
にまで、概念上、劇的に拡張できるのである。」（Soifer 
1984：278）

　またミラーは言及していないが、修正第14条の「特
権又は免除」条項（privileges or immunities）が「多
分前途有望である」と、ソイファは言う。その一つの
理由は、「この条項の意味が、これまでほとんど探究
されたことがないためである。」（Soifer 1984：279）
また「この条項には、他の修正第14条に用いられてい
るすべての人間の保護ではなく、この内容を明確に『市
民』の保護に限定することが含まれているからであ
る。」さらに「最近、様々なイデオロギーを持つ驚く
ほど多数の憲法学者たちが、「特権又は免除」の保護
を求める時がついに訪れたことを示唆している。」59 
個々の市民により享受されている憲法の「特権又は免
除」を全市民が共有すべきである。この考え方は、「そ
れ自体議論を誘発させるものであるが、将来の市民ま
でもが、憲法の同一化の過程に含められるとすれば、
なおさら論争を巻き起こすものとなる。」60「特権又は
免除」が、最低限の個人及び集団の安全保障ばかりで
なく、個人の生存の手段を選択する自由となんらかの
関係を有するという概念は、更に注目に値する。」

（Soifer 1984：280）
　つづけてソイファは主張している。「憲法の前文と
憲法の諸条項とが結合して、すべての市民にある種の
最低限の安全を保障する義務を政府に課すという主張
は、一層前途有望であると信じる。」そこで「つぎに、
人民に対するまさにどのような種類の義務が、共和制
政治の中核的構成要素として決定的に必要と考えられ
るのか」、「このことに関する考察に着手することが許
される。」しかしながら「我々自身の世代計算の中に
子孫をどのように含めるかという厄介な問題に直面し
なければならないであろう。」とソイファは指摘して
いる（Soifer 1984：280）
　こうしてソイファは「子孫」について、つぎのよう
にいう。コッホ（Koch）はジェファソンとマヂソン
の間に取り交わされた議論をまとめている。これを「概
観すると、ジェファソンとマヂソン両名が容認可能と
考えた理論の基本的な特徴は、アメリカの将来の世代
の自由及び安寧に対する配慮において前向きであり、
かつ寛大であったことだ。」61（Soifer 1984：283）そこ
で「この関心が正確に何を含意しているかを決定する
問題が我々に残されている。権利論者も功利主義者も、
この難問に未だ答えてはいない。」62しかしながら、「将
来を何とか認識し、規定するという問題は、決定的に
重要であり、また核の恐怖が強く意識されることによ
り、はっきりと提示されている。」ちなみに「連邦最
高裁首席判事ジョン・マーシャルが述べたように、憲
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法は、「今後何世代にもわたって耐えられるよう意図
されている」のである63。」（Soifer 1984：238）
　　 　憲法の創設者たちと我々自身を含む後続の憲法

学者たちとの有機的かつ直接的な関係を考察する
ことは極めて重要である。次には、我々が必然的
に我々の子孫の親であり保護者となるのであるか
ら。この連続性及び憲法の構造において確立され
ている子孫の保護という目的により、憲法の評価
と、この時代の差し迫っている核による全滅の脅
威との関係を探究することが、決してこじつけで
もなければ、また不毛のものでもないことが示唆
されているのである。」（Soifer 1984：285）

　ここで若干のコメントをしておきたい。まず、憲法
への忠誠心の存続を我々と子孫の生存に関連づけた点
が重要であろう。したがってつぎに、前文の法的重要
性を改めて探究しようという課題を提起している。前
文自体の内部に相互に対立する命題が存在する可能性
に適切な考慮を払うことも、同様に重要である。さら
に修正第14条の「特権又は免除」条項が「多分前途有
望である」と、ソイファが言う点も今後の課題である。
彼が「結論」の部分で述べていることは、とりわけ示
唆的である。すなわち「子孫の要求をより広義に認識
することが、憲法をどの方向へ正確に導くかは不明で
ある。しかしそれらは、我々自身と我々の子孫のため
の理性と希望に対する静かな、小さな要求を後世に確
かに伝えている。」（Soifer 1984：285）ここには、自然、
地球生態系、歴史、持続可能性、社会構成体の変革と
統治形態の構築、そして将来世代の権利、こういった
現在のもろもろの問題状況と課題をわれわれに喚起し
ている。

５　回答

　「短い回答」と題する論説には、ブルーベイカーの「善
意の虚弱な憲法」とソイファーの「子孫の保護」、こ
の２つの論稿に直接の言及はいない。ただボールの論
稿「核戦争：法の終焉」にだけ、ミラーはわずかに応
答している。
　ミラーが応答するボールの意見は、こうである。「議
会が“戦争宣言の権限”を（大統領に）授権したとき、
それはアルマゲドンを宣言する権限を含んではいな
い」。ミラーは、この点に応えていう。「確かに、大統
領は核戦争で交戦する能力を持っているが、しかし立
憲主義がなんらかの意義を有するとすれば、そのよう
な能力は立憲的妥当性を具備することができない。」

（Miller 1984b：378）。核戦争の交戦能力を持ってい
るが、しかし立憲的妥当性がないのだ。これが立憲主
義が発するメッセージである。
　ところでこの記述に先立ってミラーは、核時代にお
いてアメリカ立憲主義の本質に立ち返って深刻に考え
る必要があること指摘した。例えば、ダンヌ教授（Prof.
Dunne）が憲法と立憲主義についての思考様式におけ
る「突然変異的な変化」の必要がある64と述べたこと、
またポール・フロイント（Paul Freund）が最高裁は
法律家が哲学者になることを強制する65と述べたこと
をあげている。（Miller1984b：378）これに続けてミ
ラーは、アラバマ大学の名誉哲学教授ジェンキンズが
述べたように、国家理性Raison d’etatは核兵器との関
連性を断絶されて、これに適用できなくなると述べ
た66（Miller 1984b：378）。
　さらにミラーが強調したのは修正第５条違反であっ
て、核兵器は生命、自由および財産を「損害発生を予
期して」剥奪するものである67。（Miller1984b：381-2）
これを敷衍すると、つぎのとおりだ。「アメリカ人は、
核兵器の即時かつ潜在的な効果から免れる権利を有す
る」ということである68。「核兵器の即時的効果それ自
体が十分な害悪である。核爆弾の貯蔵と核廃棄物は、
安全性に関していまなお解決できていない問題であり
つづけている。」さらにミラー、いう。ユネスコの
1991年平和教育賞を受けたアメリカのルス・L・シヴ
ァード（Ruth Leger Sivard） が結論をだしている。
それは「経済不況、抑圧、および貧困という代価を支
払って、幻想的な意味での安全保障というもの買い取
るために莫大な金が使われていて、これが次第に増大
している。」69ということだ。だからミラーは、別の
書物で、あたらしい「統制のための憲法」の出現に注
意をするように努力したと言う70。（Miller 1984b：
382）これは視野と論点をひろげる適切な指摘である。
　さてミラーは、（Carolina Envtl. Study Group, 431 
F. Supp.at 209.にあらわれた）マクミラン判事（Judge 
McMillan）の見解を敷衍して定式化している。核兵
器にかかわる「以下の結論が議論の余地なしと思われ
る」という。
　　第一。 故意にまたは事故でもって核戦争がおきる

蓋然性は高い。
　　第二。 核戦争の影響圏から逃れることはできな

い。
　　第三。 民間防衛措置は、米合衆国のどんな都市の

住民をも守ることができない。
　　第四。 核兵器に組み込まれた危険は、責任政府が
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その市民に負担させるいかなる類型にも属
しない。

　　第五。 アメリカ人の生命、自由、あるいは財産の
損害を賠償できるような方策は全くない。

　　第六。 核戦争は「人類最後の疫病」となるものだ。
国民の公衆衛生が核戦争の犠牲者を救出で
きる手だてはまったくない。71

　　 　このような効果があるならば、修正第５条の侵
害だという結論には反駁の余地がない。（Miller 
1984b：382）

　核兵器にかかわるこの６つの命題と修正第５条の侵
害論について議論の余地なしという主張に、わたしは
異論があること自体を承知したうえで、この主張に共
感するところが多い。しかし核兵器が使われて核戦争
になると、なにびとも核戦争を制約し得ないとミラー
が「定義する」ことにブルーベイカーから異論がでて
いる。これに言及しないのは、やや討議の不備を感じ
させる。

６　小結

　わたしの所感は、つぎのとおりである。「短い回答で」
と題したミラーの応答発言では、10編にのぼる論考に
万遍なくふれることはできない。それにしても、ここ
でとりあげた３篇のうちボールの「議会が“戦争宣言
権限”を（大統領に）授権する」という問題にだけミ
ラーは応答している。ここから、立憲主義が発する立
憲的妥当性というメッセージを論述したことは有意義
だった。あえてとりあげると、末尾の部分でミラーは、

「“ヒューマニズムの傲慢さ”72というもの」について
記述している。それは「理性の実践を通じて人類はそ
の将来を統制できるという信条である。」たしかに、「人
類は絶滅を免れる知能、意志、およびスタミナを有す
るという仮定の上に立って、われわれは行動しなけれ
ばならない。」という（Miller1984b：383）。この「仮
定の上に立った行動」にとっては、人間の主体的な選
択が決定的な意義をもつのである。
　ここでの憲法論議がアメリカ立憲主義の再構成にむ
けて受け止められて、実践と理論のそれぞれの次元で
発展することが期待されたはずである。だが、その後
の状況はまだ定かでない。

結語

　要約：本稿では、まずミラーが「核兵器と憲法」論

で、核時代のアメリカ立憲主義の哲学的根拠をしめし
て、その含意は核戦争と核兵器使用が当然違法だと主
張したことを確認した。つぎに彼が憲法前文は憲法解
読者に核兵器の違法性というただ一つの方向に向かう
べきことを命令していること、また関連諸条項を解読
してつぎのように論断したことを確認した。すなわち
連邦議会は核戦争の宣戦布告権を大統領に授権できな
いこと、議会には犯罪（offenses）を処罰する権限が
あること、大統領は憲法第２編（８項）に従って国際
法を忠実に執行しなければならないこと、さらに法の
適正手続規定は連邦政府に積極的義務を課すものであ
ること、これである。これをめぐる憲法論議の一端を
検討した。
　アメリカ立憲主義・再論：憲法学者としてミラー
は、すでに1979年に論文集『社会変容と基本法：進化
するアメリカ憲法』を刊行した。これは1958年から
1977年までに発表した諸論文を集めたもので、書きお
ろしの「第１章序説」は「“生ける”アメリカ憲法が
必要とするもの」と題しており、「第10章」で、「“生
ける”憲法の概念についてのノート」を配していた。
そこで彼は、この概念の問題点を指摘したうえで、「憲
法はニュートン学派ではなく、社会ダーウィン主義学
派にとって必要な道具だ。」立憲ダーウィン主義学派
は急激な社会変容の時代にとって不可避なものであっ
て、これによって「憲法の基礎的価値が保持されなけ
ればならない」と主張した（Miller 1979：344）。そし
て本書所収諸論文で註記した諸文献がアメリカ立憲主
義の研究にとって有用であると述べた（Miller1979：
383）。このあと1982年に、論文「核兵器と憲法」が書
かれ、そこでアメリカ立憲主義の哲学的基礎がしめさ
れ、そこにレオン・デュギーの「社会連帯」と客観法
の思想が強調されていた73。
　しかしその後、1988年に逝去するまで３年あまりし
か時間は残らなかった。この間、ミラーはきわめて旺
盛な執筆活動をおこなった。例えば、つぎの諸文献を
あげることができる。論文として「アメリカ立憲主義
の神話と現実」（Miller 1984c）、「（人間の）ニーズ

（Needs）を真剣に受け止めよ」（Miller 1984d）、「見
せかけと二つの憲法」（Miller 1986a）、「議会、憲法、
および核兵器の先制使用」（Miller & Cox 1986b）が
あり、これらの諸論文を活かして著書『秘密の憲法と
憲法変革の必要性』（Miller 1987）が刊行された。
　この最後の著書は２部編成であって、まず憲法二元
論（例えば形式憲法と秘密憲法）が俎上にあがり批判
されており、次いで持続社会の実現のために憲法変革
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が必要だと論じている。この書物の「文献紹介エッセ
イ」では、例えば、裁判所中心の憲法解釈に依拠する
のでなく、政治学と倫理学の諸命題に立ち返ること、
これが立憲主義の再構成にとって重要だと強調してい
る。だから、プラトン、アリストテレス、トゥキュデ
ィデス、マキャベリ、エドマンド・バーク、アダム・
スミス、J.J.ルソー、ホッブズ、モンテスキューを例
示しており、それにくわえて「フェデラリスト」をあ
げている。また英米憲法の二重性格を指摘して、立憲
主義による憲法二元論（例えば形式憲法と秘密憲法）
の嚆矢を、ウォルター・バジョットの著作『イギリス
憲法』（1867）だとしている（Miller 1987：169-173）。
そのうえで核時代において立憲主義の再構成をなしと
げようと呼びかけている。その要点は、憲法による政
府権能の制限を強調する伝統的な古典的立憲主義から
脱却すること、そして政府が人間のニーズ実現にむけ
た積極的義務を負うとする現代的立憲主義へと転換す
ること、これが必要でありかつ必然である、このこと
が緊急の重要な課題だとされている。
　しかも社会ダーウィン主義学派ではなく、アインシ
ュタインとそれ以降の哲学思想を基礎として立憲主義
の再構成をもとめるという立場を表明したのである。
　未完の「核兵器と憲法」論議：本稿でとりあげた憲
法論議で触発された重要な論点が、これまでの記述に
よって尽くされたのではない。これらの論点には議論
の次元を明確にすること、また文脈との関連で重要度
を区別することなど、留意すべきものがある。そこで
例えば核兵器の使用は必ず核戦争にエスカレートする
かという論点に立ち入らなかった。また国家安全保障
論の立場から、核兵器の使用は「自衛と緊急事態」の
場合に容認されるという主張があり、この論点も残さ
れた。核兵器の犯罪化という論点とその世論形成にお
ける意義と展望という困難な問題もある。
　こうした問題は、地球市民の連帯という立場にたっ
て住民、市民、あるいは人民の利益と権利を擁護し実
現すること、また人間の安全保障の要請とかかわって
さらに論じるべきであり、さらにこうした人間的ニー
ズを立憲政治で実現する政治体制を形成するという地
球的人類的課題とかかわっている。これらは今後に残
された憲法上の課題であり、かつ憲法学の使命とかか
わっている。
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　以下の論文は、2013年11月９日に明治学院大学で開
催された日本平和学会2013年度秋季研究集会（日本平
和学会創立40周年記念集会）の部会「平和学と平和博
物館─連携・協力の可能性と展望─」のために執筆さ
れたものである。ある意味において、1990年代初頭以
来筆者が立命館大学国際平和ミュージアムを第一義的
な国内的拠点として、また、「平和のための博物館国
際ネットワーク」（International Network of Museums 
for Peace, INMP）を国際的拠点として取り組んでき
た平和博物館運動の総括の上に立った問題提起であ
り、本誌にとっても意味のあるものと思量し、若干修
正を加えた上で編集委員会の許諾のもとに掲載するも
のである。筆者としては、今後の国際平和ミュージア
ムの活動展開、ひいては、内外の平和博物館のあり方
に関する論議に役立つことを期している。

はじめに

　筆者は1992年に初の大学立の総合的な平和博物館と
して設立された立命館大学国際平和ミュージアムの準
備過程から20年以上わたって運営に関わるとともに、
International Network of Museums for Peace 

（INMP）、 日 本 平 和 博 物 館 会 議（Association of 
Japanese Museums for Peace）、平和のための博物館
市民ネットワーク（Japanese Citizens’ Network of 
Museums for Peace）など、平和関連の博物館の組織
的活動にも関わってきた立場にある。本報告では、そ
れらの経験をもとに、内外の平和博物館の現況につい
て概括するとともに、「変わりゆく現実に対応しなが
ら、平和な世界を実現するための学術活動を持続的に
展開」（日本平和学会第20期会長・阿部浩己、2012年
４月４日）することを旨としている日本平和学会が、
内外の平和博物館の分野で何が可能かを検討しようと
するものである。
　なお、日本における平和博物館に関する調査・研究
は、初期においては藤田秀雄らによって、その後1990

年代以降は坪井主税、村上登司文、山辺昌彦、山根和

代らによって取り組まれ、とりわけ2008年に日本で開
催された第６回国際平和博物館会議以降は、福島在行、
岩間優希、栗山究らが「平和博物館研究」という明確
な問題意識で調査・研究活動に取り組む流れも生まれ
つつあり、日本平和学会においてもそれらの研究者が

「平和博物館研究の場を構築する」努力を重ねてきて
いる。そうした平和博物館研究の今日の趨勢の中にあ
って、筆者はむしろ立命館大学国際平和ミュージアム
の創設・運営に関わった立場を出発点として、平和博
物館の構想づくりや財政確保を含めた創設・リニュー
アル事業の推進、平和博物館の国際会議の組織化、内
外の平和博物館のネットワーキングの場づくりなど、
いわば「研究外的な活動」に多くのエネルギーを割い
てきたという意味では、平和博物館研究の学術的側面
を論じるには必ずしも適任でないことを自認している
が、1990年代初頭以降、内外の平和博物館運動がそれ
なりに活性化する過程に深く関わってきた立場から、
筆者なりの問題意識を提起するものであることを断っ
ておきたい。

１．平和博物館の定義をめぐる議論

（１）平和博物館の定義

　個々の平和研究者にとっては、当該研究者が自分な
りに「平和」の概念を規定し、それが自らの研究にお
いて有効に機能していると考えられる限り、通常、「平
和の定義」について問題が生じることはない。
　しかし、平和研究・平和教育・平和博物館など、「平
和」を冠した概念について論じる場合には、「平和」
と冠することによってどのような問題領域を取り扱お
うとするのかが問われることになる。日本に実在する
平和博物館においては、多くの場合、「平和」は「戦
争の対置概念」として理解されているが、現代平和学
において「暴力の対置概念としての平和」という理解
がそれなりに広まるに従って、「平和」を広くとらえ
る博物館も現れている。現に、立命館大学国際平和ミ
ュージアムの「平和創造展示室」には、「戦争がなけ

日本平和学会と平和博物館の連携と可能性

安 斎　育 郎
（立命館大学国際平和ミュージアム名誉館長）
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れば平和でしょうか？」という問いかけが掲げられて
おり、飢餓や貧困や環境破壊などの問題も取り上げら
れている。
　平和博物館の定義をめぐっては、福島在行が京都府
立大学大学院文学研究科史学専攻の博士論文『現代日
本の平和博物館の現状と諸課題に関する考察─平和博
物館の課題と歴史教育・歴史学の交点』（福島在行

［2011］）において、坪井主税やヨハン・ガルトゥング
の定義を紹介しつつ論じているが、福島自身も、「平
和を戦争との関係のみで捉えるのではなく、より幅広
く捉えたいという方向性は存在している」としつつも、

「現状において明確な共通理解があるとは言えない」
とし、「平和博物館を無理に定義することはせず、現
に存在しているズレを含み込んだ、ゆるやかな使われ
方をしている言葉」として用いるとしている。
　福島は、また、同論文において、山根和代のアンケ
ート調査結果の回答の中に、実態としては反戦・平和
に関わる活動をしている美術館でありながら、「我が
館は、平和博物館ではないので、回答できません」と
いう応答があったことを紹介しているが、例えば、長
野県上田市にある戦没画学生慰霊美術館「無言館」館
主の窪島誠一郎も、同館が「平和博物館」の文脈の中
で性格づけられることを歓迎していない。確かに、同
美術館が展示している作品は、反戦・抗戦・不戦・非
戦・厭戦などをモチーフとしたいわゆる「戦争画」で
はなく、戦時の困難の中で、絵を描きたい一心で家族・
風景・静物などを描いた作品群である。それにもかか
わらず、同館が「平和博物館」としての性格を免れな
いのは、戦場に送られた画学生が戦死や病死によって
画家としての自己実現の道を閉ざされたという、まさ
に非平和的な生き方を強制された時代状況を無言で告
発しているからにほかならない。（筆者は、概念的には、
平和を「能力の全面開花を阻害する原因〈暴力〉の不
在、および、そうした原因を克服するために人々が平
和創造主体として生き生きと息づいている状態」と考
えている）。そして、重要なことは当該美術館が自ら
を「平和美術館」の範疇に分類しているか否かではな
く、その施設が平和創造の面でどのような社会的役割
を現に果たしているかであると考えるので、その意味
においても、筆者は、平和博物館の定義や分類に過度
に拘泥することに意味を見出さない。したがって、本
報告では、平和博物館を、「戦争を重要な原因の一つ
とする自己実現の阻害要因の形成・実態・影響など
を、モノ・史料・写真・解説パネルおよび関連企画を
通じて明らかにし、その克服に向けて参観者に平和創

造の主体形成を促すような役割を期している社会施
設」というほどに定義することとし、それ以上深入り
しないこととする。

（２）「平和創造の主体形成」の展示の困難性

　「戦争を展示することは易しいが、平和を展示する
ことは難しい」とはよく言われる言葉である。われわ
れは「平和の展示」、とりわけ、「平和創造の主体形成
を促すような展示」に習熟していない。
　筆者は、平和博物館との関わりで「平和」の定義を
論じる場合、単に「平和」という言葉が含意する問題
領域について論じるだけでなく、「実現すべき諸価値
としての平和を創造するための主体性を育む」という
動的な側面も論じられるべきであると考える。すなわ
ち、「平和のための社会教育施設」としての平和博物
館にとっては、単なる「知識供与型の施設」に留まる
ことなく、「主体形成刺激型の施設」であることが期
待されるという側面である。
　立命館大学国際平和ミュージアムは、「みて・かん
じて・かんがえて・その一歩をふみだそう」をキー・
コンセプトにしているが、このキャッチ・フレーズは、

「来館者が非平和的な世界の史実・現実を学んだ上で、
その克服に向けて“自分に何が出来るか”と考え、実
践的な行動への意欲を駆り立てられるような施設であ
りたい」という意欲ないし願望の表れである。しかし、
筆者も含めて、実際の展示のあり方の点では、なお極
めて原初的であることを自覚している。無論、「平和
創造の主体形成」の役割を展示のみに期待することは
困難であり、ワークショップ、シンポジウム、パネル
討論会、フィールドワーク、講演会、学習会など多様
な形態の取り組みと結合させて追求されることは言う
までもないが、ミュージアム・ガイドのあり方や、参
観する側の事前学習・事後学習のあり方も極めて重要
な意味をもつだろう。「平和」を単に「暴力の不在」
という「静的」な状態としてとらえるのではなく、「現
実社会に働きかけて実現すべき対象」として「動的」
にとらえることが求められているという言い方も出来
よう。こうした面での平和博物館の充実は、日本平和
学会関係者の開拓的研究が、理論と実践の両面で貢献
することが期待される。

（３）「平和博物館」と「平和のための博物館」

　ここでは、「平和博物館」という用語に関して、こ
れとは異なる論議があったことを付言しておきたい。
先に紹介した平和博物館の国際ネットワークは、1992
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年 の 発 足 当 初 は、International Network of Peace 
Museums（国際平和博物館ネットワーク、INPM）と
称 し て い た が、 現 在 の 定 款 上 の 正 式 名 称 は、
International Network of Museums for Peace（平和
のための博物館国際ネットワーク、INMP）となって
い る（ 注：Article 1：Name　The name of this 
network shall be the International Network of 
Museums for Peace, abbreviated to INMP.）
　この定款上の定義は、筆者を含む日本の理事が、
2005年にゲルニカ（スペイン）で開催された第５回国
際平和博物館会議において提起した論議を受けて、
2008年の第６回国際平和博物館会議（立命館大学・立
命館アジア太平洋大学・広島平和記念資料館・京都造
形芸術大学共催）において決定されたもので、「専ら
平和の問題を展示している博物館」としての平和博物
館だけでなく、人権問題を扱う博物館、地域の戦災を
展示するコーナーをもつ民俗資料館、折にふれて平和
に関わる展示会などを開催する美術館や図書館なども
含めて「共同の輪を拡大するためにとられた措置」で
あ り、“museums for peace” はArticle 2に お い て
museums, libraries and galleries working for peace

（collectively called as “museums for peace”）と規定
されている。
　したがって、一口に平和博物館と言っても、どのよ
うな視座から論じるかによって含まれる施設は多種多
様だが、本稿では、1998年に日本で開催された第３回
国際平和博物館会議（大阪国際平和センター〈ピース
おおさか〉・立命館大学国際平和ミュージアム共催）
における筆者の13分類を紹介するに留める。
① 　地域の戦争体験を基礎に、戦争の悲惨さ、平和の

尊さを訴える博物館
　 （例）沖縄県平和祈念資料館（沖縄県）、ひめゆり平

和祈念資料館（沖縄県）、南風原文化センター（沖
縄県）、対馬丸祈念館（沖縄県）、長崎原爆資料館（長
崎県）、広島平和記念資料館（広島県）、ピースおお
さか（大阪府）、川崎市平和館（神奈川県）、埼玉ピ
ースミュージアム（埼玉県平和資料館、埼玉県）な
ど多数。

②　日本の戦争遂行体制の諸局面を扱った資料館
　 （例）毒ガス資料館（広島県）、予科練資料館（大分

県）、「少国民の部屋」資料館（長崎県）、戦時生活
資料展示「民草」（岡山県）、松代大本営平和祈念館

（長野県）など。
③　加害の側面を強調した資料館
　 （例）岡まさはる記念長崎平和資料館（長崎県）、満

蒙開拓平和記念館（長野県）など。
④ 　地域に根差した歴史資料館や民俗資料館の一部に

平和を展示した資料館
　 （例）江戸東京博物館（東京都）をはじめ全国に多数。
⑤　平和志向の美術展示を行なっている施設
　 （例）丸木美術館（埼玉県）、佐喜眞美術館（沖縄県）、

三良坂平和美術館（広島県）、石垣記念館（和歌山県）
など。

⑥　戦争抵抗者の生きざまを描いた資料館
　 （例）岡まさはる記念長崎平和資料館（長崎県）、片

山潜記念館（岡山県）、山本宣治資料室（京都府）
など。

⑦　ホロコーストを展示する資料館
　 （例）ホロコースト記念館（広島県）、アウシュヴィ

ッツ平和博物館（福島県）など。
⑧　総合的な平和資料館
　 （例）立命館大学国際平和ミュージアム（京都府）、

ピースおおさか（大阪府）など。
⑨ 　核兵器にまつわる被害を基礎に、その廃絶を訴え

る博物館
　 （例）長崎原爆資料館（長崎県）、広島平和記念資料

館（広島県）、第五福竜丸展示館（東京都）など。
⑩　人権問題を扱った資料館
　 （例）自由民権記念館（高知県）、フェニックス・ミ

ュージアム（大阪府）、福山市人権平和資料館（広
島県）など。

⑪　国際理解を促進するための施設
　 （例）鳴門市ドイツ館（徳島県）、あーすぷらざ（地

球市民かながわプラザ、神奈川県）、平和資料館・
草の家（高知県）など。

⑫　人間発達を促すことに資する施設
　 （例）あーすぷらざ「こどもファンタジー展示室」（神

奈川県）など。
⑬ 　戦時資料を収集・展示してあるが、平和創造に関

する一貫したメッセージ性や系統性に欠ける未整理
な施設

　以上に見るように、広く「平和博物館」として理解
されている社会施設は多種多様であり、それぞれが内
容や程度に差こそあれ、戦争をはじめとする暴力の成
立過程・実態・非人権的結果についての史実・現実を
一種の「集合的記憶」として保全・継承し、将来こう
した暴力を繰り返さないために何を教訓とし、どう行
動すべきかを示唆するとともに、平和創造に向けての
意欲や主体性を刺激する社会的役割を果たしていると
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言えよう。本稿では、以下、こうした多様な平和博物
館の実態を念頭に置いて考察を加えることとする。

２　 世界の平和博物館の概況とネットワーキ
ングの現状

　世界にどれ程の平和博物館が存在するかをリスト・
アップしようとすると、たちまちその定義が問題とな
るが、現時点では、山根和代・山辺昌彦編著 [2010]『世
界における平和のための博物館』（東京大空襲・戦災
資料センター）が最も新しい。約200館の平和博物館
が収録され、その約３分の１は日本の平和博物館であ
る。個々の博物館が「平和博物館」として収録されて
いることの当否や、未収録の博物館を「平和博物館」
として追加収録する必要性などについては異論もあろ
うが、本報告では一切論じないこととする。
　むしろここでは、内外の平和博物館のネットワーキ
ングについて現況を概括し、若干の問題点を指摘する
こととする。

（１） International Network of Museums for Peace 

（INMP）

  平和博物館の歴史上初めての会議は、イギリスのク
エーカー教徒団体“Give Peace a Chance Trust”と
ブラッドフォード大学の共同によって1992年に同大学
で開催され、International Network of Peace Museums

（国際平和博物館ネットワーク）が（定款ももたない
ゆるやかな連携組織として）結成された。日本からも、
藤田秀雄・坪井主税・山根和代・薬師寺公夫らが出席
した。以来、ブラッドフォード大学の歴史研究者ピー
ター・ヴァン・デン・デュンゲン氏をコーディネータ
として、ほぼ３年に一度のペースで国際平和博物館会
議が開催されてきたが、それらは、第２回＝シュタッ
トシュライニング（オーストリア、1995年）、第３回
＝大阪・京都（日本、1998年。３グループに分かれ、
広島・長崎・沖縄にもフィールドワーク）、第４回＝
オステンド（ベルギー、2003年）、第５回＝ゲルニカ（ス
ペイン、2005年）、第６回＝京都・広島（日本、2008年）、
第７回＝バルセロナ（スペイン、2011年）であり、第
８回大会は2014年９月に韓国のノグンリ（老斤里）国
際平和財団のイニシアチブで開催される予定になって
いる。同財団は、1950年７月25日、朝鮮戦争の中で米
軍が韓国の非戦闘員を無差別爆撃し、約300人の犠牲
者を出したことを記念して設立された財団である。
　すでに紹介したとおり、同ネットワークは、2008年

に日本で開催された第６回国際平和博物館会議の総会
で、筆者（同ネットワーク諮問理事）らの提起に基づ
き、 定 款 上 の 名 称 を“International Network of 
Museums for Peace”（INMP）とするとともに、ロ
ゴおよび活動計画を決定し、役員選挙を実施した。現
在、INMPはハーグ（オランダ）に事務局を構えてパ
ートタイムの事務局員を雇用し、理事会の開催、国際
会議や展示会の企画、平和関連の出版物の刊行（例え
ば、最近では、Clive Barret and Joyce Apsel [2012]

“Museums for Peace: Transforming Cultures”）、ニ
ューズレターの発行、ウェブサイトの更新などに取り
組んでいる。2013年８月～９月には、ハーグ平和宮

（Peace Palace）建設100周年記念行事の一環として、
“Peace Philanthropy: Then and Now”のシンポジウ
ムと展示会を開催したが、詳細はINMPのウェブサイ
ト（http://inmp.net/index.php/news）を参照して頂
きたい。
　先に紹介した『世界における平和のための博物館』
に収録されている平和博物館の数と照合しても、現在
のところ、平和博物館・個人・企業などのINMP登録
会員数は極めて不十分で、活動資金の安定的な調達も
容易ではない状況にある。日本の登録会員は、2013年
10月時点で個人会員20人、法人会員２社である。個人
会員の年会費は2000円（基本的には収入に見合った自
己申告制なので、より高額でも良い）で、年２回の日
本語版ニューズレター（国際会議の開催案内等の情報
を含む）の送付を受けるとともに、役員選挙などネッ
トワークの運営に参加できる。会員登録事務および会
費の国際送金事務については、INMP理事会の公式承
認を得て安斎科学・平和事務所〈筆者が主宰する事務
所〉が代行し、ニューズレターの翻訳・編集・送付な
どを山根和代INMP執行理事とともに行なっている。
法人会員である財団法人人間自然科学研究所〈松江、
理事長：小松昭夫〉および安西メディカル株式会社〈東
京、会長：安江直人〉はINMPの意義を理解し、とも
に年間50万円の寄付的性格をもつ法人会費を納入する
とともに、折に触れて国際平和博物館会議の開催や移
動展示制作への財政支援などを行なっている。なお、
INMP は UNDPI（United Nations Department of 
Public Information、国連広報局）の登録NGOでもあ
る。
　INMPの過去７回の国際会議中２回を日本で開催し
たことや、定款やロゴの制定、活動計画の積極的な提
起、重要な財政貢献（おそらくこれまでのINMPの活
動に、さまざまな形で総額2,000万円近い財政支援を
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行なっている）、INMPの出版物の刊行（Ikuro Anzai, 
Joyce Apsel and Syed Sikander Mehdi [2008]

“Museums for Peace: Past, Present and Future”お
よ び Kazuyo Yamane [2008]“Museums for Peace 
Worldwide”、さらにニューズレター日本語版の発行）
など、INMPの活動に日本の関係者が果たしている役
割は決して小さくないが、同ネットワークがさらに世
界の平和博物館相互の共同を発展させ、新たな平和博
物館文化を創出・普及し得るためには、平和博物館関
係者だけでなく、世界有数の平和研究学会である日本
平和学会の会員が「平和博物館研究」に旺盛に取り組
み、一層国際的に貢献することが期待される。

（２）日本平和博物館会議

　日本には数多くの平和関連の博物館が存在するが、
自治体立の平和博物館・祈念館・資料館・記念館など
が多いことが特徴の一つである。その理由には、以下
のような社会的背景が関係していると思われる。
　筆者は、第２次世界大戦後の日本の社会運動には５

つの大きな波（高揚期）があったと考えている。
　「第一の波」は、1954年のアメリカによるビキニ水
爆被災事件に触発された「原水爆禁止運動」の波であ
る。
　「第二の波」は、1960年代から70年代初頭にかけて
の「反安保、ベトナム反戦、反公害、沖縄返還運動」
の波である。
　「第三の波」は、1970年代後半から80年代にかけて
の「反核、非核自治体運動」の波である。
　「第四の波」は、2000年代に声を上げた「憲法九条
の会運動」の波である。
　「第五の波」が、2011年の福島原発事故によって触
発された「脱原発運動」の波である。
　戦後社会の変動の中でそれぞれの時期に取り組まれ
たこうした運動は、それぞれの時代の矛盾を鋭く反映
したものに相違ないが、日本における1990年代の平和
博物館建設運動の原動力は、「第３の波」と関係して
いるように思われる。1970年代半ばまで、日本の原水
爆禁止運動は政党系列、労働組合系列によって分裂し
ていたが、1978年に開催された第１回国連軍縮特別総
会（UNSSD-I, United Nations Special Session for 
Disarmament）に向けて運動統一の機運が醸成され
た。まず、1977年には、「被爆の実相とその後遺・被
爆者の実情に関する国際シンポジウム」が広範な共同
によって成功裏に開かれ、翌年にかけて、原水爆禁止
運動諸団体や市民団体の共同によって2000万人の国連

要請署名が集められ、SSD-Iには500人余のNGO代表
が派遣された。原水爆禁止運動が統一の機運を育んで
いたこの時期には、それまで特定の組織に所属して平
和運動に取り組んだ経験をもたない一般市民も、核兵
器全面禁止を求める国連署名や非核自治体宣言を求め
る要請署名運動に活発に取り組んだ。筆者も当時夥し
い数の講演を依頼され、中には日本舞踊の稽古場での
深夜の学習会や、喫茶店を借り切っての青年たちの勉
強会などにも出講を頼まれた経験がある。米ソを中心
とする核兵器廃絶への流れはその後も一筋縄ではなか
ったが、筆者は、この時期、組織的平和運動の経験の
ない一般市民が公然と全国各地で平和の取り組みに参
加した経験は決して小さくないと感じている。時あた
かも、70年代後半には、戦争を知らない世代が総人口
の過半に達し、在日米軍に対する「思いやり予算」や

「日米安保防衛協力のための指針」（旧ガイドライン）
が取り沙汰され、加えて、1980年には「侵略」を「進
出」に書き改めさせる教科書攻撃も顕在化するなどの
状況があり、全国各地で「軍国主義の復活」や「戦争
体験の風化」を懸念する問題意識が芽吹き、「平和の
ための戦争展運動」も活発に取り組まれた。筆者は、
こうした市民運動の大きなうねりが、その後の各地で
の平和博物館建設要求運動の原動力として機能したの
ではないかと感じており、実際、筆者が名誉館長を務
める立命館大学国際平和ミュージアム（1992年開設）
の源流も、まさに1981年７月に初めて開催された「平
和のための京都の戦争展」運動にある。
　こうした事情もあって、日本には自治体立の平和博
物館が多いと思われるが、公的性格の平和博物館であ
るがゆえに首長や地方議会の歴史観や価値観の影響に
さらされ易いというある種の不安定性や脆弱性をもつ
反面、まさに公的性格の平和博物館であるがゆえに、
公教育の平和学習の場として広く活用され易いという
利点ももっている。
　1994年、広島平和記念資料館のイニシアチブで、こ
うした自治体立の平和博物館を中心とする「日本平和
博物館会議」（英語名称：Association of Japanese 
Museums for Peace）が設立された。現在の加盟館は、
沖縄県平和祈念資料館、ひめゆり平和祈念資料館、対
馬丸記念館、長崎原爆資料館、広島平和記念資料館、
ピースおおさか（大阪国際平和センター）、立命館大
学国際平和ミュージアム、あーすぷらざ（地球市民か
ながわプラザ）、川崎市平和館、埼玉ピースミュージ
アム（埼玉県平和資料館）の10館であり、総参観者数
は推定で年間400万人を超えるであろう。したがって、
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これらの平和博物館が人々の平和学習に果たすべき役
割はそれなりに大きいと考えられ、互いに博物館運営
の経験を交流しあい、特別展の開催などについて展示
を融通しあい、直面している困難などについて率直な
意見交換の機会をもつことは極めて有意義であると考
えられる。
　同会議は、毎年加盟館の持ち回りで会議（１泊２日
で協議、意見交流、ミュージアム・ツアー、時に講演
などを行なう）を開催してすでに20回目を迎えつつあ
るが、会議にあたっては事前に「協議事項」と「聴取
事項」について各館から意見を求めるとともに、各館
の回答が大部の資料としてまとめられ、会議当日の意
見交換のための基礎資料として配布される。そこには
平和博物館運営に関するあらゆるレベルの問題が含ま
れており、日本の平和博物館（とりわけ、自治体立の
平和博物館）がどのような実績を上げ、どのような困
難に直面しているかを詳細に知ることが出来るので、
日本平和学会の平和博物館関係者にとっても、調査・
研究資料としてそれなりに高い価値をもつに相違な
い。現在のところ、これらのすべての会議資料を集約
的に保存・管理している恒常的な事務局は存在せず、
各加盟館の担当部局に保存されているのが実態であ
る。
　自治体立の平和博物館がもつ問題の一つは、館運営
の責任者の任期が（広島平和記念資料館などの例外的
実態を除いて）極めて短く（最短で１年、通例２～３

年）、在任中に10年単位の将来構想を積極的に提起す
るといった面では役割を果たしにくい点である。近年、

「あーすぷらざ」や「埼玉ピースミュージアム」のよ
うに「指定管理方式」に移行する館が出ていることも
新たな傾向である。なお、現在の加盟館のうち、民間
の平和博物館はひめゆり平和祈念資料館、対馬丸記念
館、立命館大学国際平和ミュージアムの３館であり、
筆者は1994年に同会議が発足して以来、一貫して関わ
っている唯一のメンバーとなっている。
　ところで、自治体立の平和博物館の場合、地方議会
や首長が自らの歴史観や価値観に基づいて、平和博物
館の展示のあり方に介入するといった事態が起こり得
る。筆者は、日本平和博物館会議に現に深く関わって
いる立場にあり、個別の事例について詳細に論評する
ことは避けるが、この問題に関連して２つの点を指摘
しておきたい。
　第１には、いかなる平和博物館にせよ、館に展示す
る内容は事実であることが求められるが、どの事実を
展示し、どの事実を展示しないかという点に、館なり

の歴史観や価値観が反映するということである。その
場合、自治体住民が多様な歴史観・価値観をもつ中で、
公的な平和博物館の展示のあり方はどうあるべきかと
いう問題が生じる。通常、このような場合には、例え
ば歴史学会など専門的な学界の通説や、文部科学省の
検定済み教科書や、天皇・政府関係者・外務当局など
の公式見解が参照されるのが普通であるが、史実やそ
の評価に関して異なる見解が存在する場合には、「な
お書き」の形で異論の存在にも言及することもある。
いずれにしても、公的性格の平和博物館が、首長の独
善的な見解によって展示を一方的に改変されるような
事態は、出来るだけ避けられるべきであろう。
　筆者は、「ピースおおさか」の展示が橋下徹市長の
下で改変を迫られている問題について、「朝日新聞」
のインタビュー記事（2012年５月18日）で「為政者で
左右　好ましくない」という見出しのもとに、以下の
ようにコメントした。
　「博物館は学問的見地から絶えず展示を自己点検し、
リピーターを増やす努力が必要だ。公的側面が強い場
合、行政の提言に耳を傾ける姿勢も大切だろう。だが、
時の為政者の価値観で設立の趣旨まで左右されるのは
好ましくない。過去をばっさりそぎ取り、木を別の木
につぐようなことをしても根付くだろうか。また、両
論併記の名においては、学説として淘汰された言説ま
で同じ重みで展示される恐れがある。それは公平では
ない」
　自らが置かれている立場に配慮した穏当なコメント
だが、同館の展示のあり方については、日本平和学会
の会員も含めて、今後とも注視していく必要があろう。
　第２の問題は、公的平和博物館に限らないが、とり
わけ自治体立の平和博物館の場合には、戦時における
日本の加害責任を認めることに否定的なグループなど
から、展示品・写真・解説などの信憑性に疑義が提起
され、展示の撤去や変更が迫られるケースも珍しくな
いことである。このような場合には、当該展示の信憑
性を専門家の協力や独自調査を通じて徹底的に検証
し、あくまでも「事実に忠実に」を旨として対応する
努力が払われる。筆者は故・加藤周一とともに長崎原
爆資料館の総合監修作業を担当したが、開館にあたり、
南京虐殺事件に関する写真の信憑性について疑義を提
起されたことがあった。館側は詳細な調査によって検
証し、指摘の妥当性を受け入れて他の確実な写真に差
し替えたが、その意味において展示は「より間違いの
ない展示に改善された」という点で好ましいことであ
った。しかし、こうした問題は、ややもすれば、戦争
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責任を受け入れることを潔しとしないグループによっ
て、平和博物館の価値を貶めるために攻撃的な性格の
行動としてとられることも少なくない。平和博物館の
展示の史実性のような「客観的命題の真偽」をめぐる
提言は、本来、立場の如何によらず、平和博物館を「よ
り良くするため」のものにほかならず、歴史観をめぐ
る対立の具とするのではなく、共同の社会的努力によ
って解決されるべきものである。
　日本平和博物館会議は、このような問題についても
率直に意見交換が可能な場として存続・発展する固有
の意義をもつものであり、筆者は、個別の平和博物館
の展示に関して自治体首長や地方議会との間に展示の
あり方をめぐる齟齬が生じるようなことがあっても、
同会議の構成館関係者としての努力を誠実に続けるつ
もりである。

（３）平和のための博物館市民ネットワーク

　1998年にピースおおさか（大阪国際平和センター）
と立命館大学国際平和ミュージアムの共同主催で開か
れた第３回国際平和博物館会議の機会に、山辺昌彦や
山根和代らを中心に、日本の平和博物館関係者を中心
とする「平和のための博物館市民ネットワーク」（英
語 名：Japanese Citizens’ Network of Museums for 
Peace）が立ち上げられた。事務局は、当初、立命館
大学国際平和ミュージアムに置かれたが、後に、東京
大空襲・戦災資料センターに、そして現在は、戦争と
平和の資料館ピースあいちに置かれている。
　同ネットワークは公私立の平和博物館や、平和教育、
平和研究関係者が加入しており、毎年「全国交流会」
を持ち回りで開催するとともに、年２回、日本語版ニ
ューズレター『ミューズ』および英語版Newsletter

“MUSE”を発行している。交流会では各博物館が直
面する問題や会員の問題意識に関わる多様な問題が取
り上げられて議論されるが、組織加盟の「日本平和博
物館会議」に比して、個人ベースでの自由な意見交換
の場となっている。（注：2013年10月26日・27日に明
治大学生田キャンパス〈登戸博物館〉で開催を予定し
ていた全国交流会は、台風26号・27号の影響で中止と
なった）
　同ネットワークのニューズレターの編集委員は山辺
昌彦、山根和代および筆者であるが、日本の平和博物
館関連の情報については、山辺の努力もあって、いわ
ゆる平和博物館に分類されない北海道から沖縄までの
地域レベルの資料館・美術館・図書館などの平和関連
事業も含めて仔細に紹介されており、また、山根の努

力もあって、国外の平和博物館や平和研究・教育関連
の情報も紹介されている。英語版のニューズレターは、
数年前にINMPのニューズレターの発行やウェブサイ
トがそれなりに充実するまでは、世界でほとんど唯一
の平和博物館に関するニュース媒体だったこともあ
り、UNDPI（国連広報局）にも届けられ、その役割
は高く評価されてきた。日本語版から英語版への翻訳
については、（INMP Newsletterの日本語版への翻訳
作業ともども）、山根の重要な役割に加えて、谷川佳
子ら「国境なき平和のための翻訳団」（Translators 
for Peace without Borders）などのボランティアに負
うところが大きい。『ミューズ』および“MUSE”の
バックナンバーは、東京大空襲・戦災資料センターの
ウェブサイトで見ることが出来る。
　「平和のための博物館市民ネットワーク」は、比較
的大規模な既設平和博物館の協議体である「日本平和
博物館会議」とは異なり、生成途上にある平和博物館
の関係者や、平和博物館の運営と直接関わりをもたな
い平和研究・平和教育・平和運動の関係者も参加し、
最も自由に意見交換が出来る点で固有の存在理由と意
義を有しており、今後とも、平和博物館研究に関心を
もつ日本平和学会会員の参加も期待されるところであ
る。

３． 平和博物館がもつべき３つの機能と日本
平和学会の役割

　一般に、平和博物館には、次の３つの機能が期待さ
れる。すなわち、
（１）展示品や展示解説の信憑性、所蔵資料の整理や
便宜供与等に関わる「研究的機能」、
（２）展示や、それと関連して企画される講演会、ワ
ークショップ、シンポジウム、学習会などを通じての

「教育的機能」、
（３）社会問題の平和的解決に寄与する「運動的機能」、
である。これらを模式的に表すと、28頁の図のように
なろう。
　これらの事業を展開するにあたって、平和博物館は
次の１～８に掲げるような方法を適宜利用する。

（イ）主として「研究的」機能
　　１  資料整理とそれへのアクセスの保証
　　２　調査・研究活動への取り組み

（ロ）主として「教育的」機能



－ 28 －

立命館平和研究第15号（2014.3）

　　３　展示（常設展・特別展・移動展など）
　　４　ボランティアを含むガイド活動
　　５　 講演会・シンポジウム・ワークショップ・上

映会などの開催
　　６　平和教育関連事業の展開

（ハ）主として、「運動的」機能
　　７　国内外とのネットワーキングの推進
　　８　見解の発信（声明・談話・訴えなど） 

　平和研究は、このうちの（１）の「研究的機能」に
特異的に関わる（28頁A）ということではなく、「平
和博物館を活用した平和教育のあり方に関する研究」
や、「平和博物館の創設における平和運動の寄与に関
する研究」など、（１）（２）（３）のすべての分野を
研究対象とし得ることは言うまでもない（28頁B）。
　実際、例えば、「参観者の発達段階に応じた慰安婦
問題の提示のあり方」や、「自治体首長の歴史観が自
治体立の平和博物館の展示に及ぼす影響」といった問
題は、極めて今日的な研究課題の具体例でもある。
　しかし、これとても必ずしも「平和学固有の問題」

という訳ではない。
　例えば、「参観者に応じた展示のあり方」の問題は、
侵華日軍南京大屠殺遇難同胞紀念館（いわゆる「南京
虐殺記念館」）の日本軍による残虐行為に関する展示
や、ベトナム戦争における枯葉剤に起因する奇形児の
ホルマリン漬けの写真展示などでも存在する。
　2007年、南京虐殺事件70周年の研究討論会が南京市
で開催された際、筆者が、発達段階に応じた展示の見
せ方に関して提起した内容は「南京事件の真実を隠す
意図」という誤解もあって激論を呼んだ。（筆者は、
南京虐殺記念館付属の南京国際平和研究所の名誉所長
でもある）。ベトナム戦争の枯葉剤被害に関しても、
かつて「平和のための京都の戦争展」でホルマリン漬
け奇形児の大きな写真を掲げたところ、女子高校生た
ちが取り乱して展示を鑑賞できない事態に陥った。
　こうした「事実ではあるが、博物館で見る体験が参
観者の発達段階にとってあまりにも衝撃的である場
合」には、３つの問題が付随する可能性がある。第一
には、参観者が「人間性不信に陥る危険性」で、「こ
のような残虐行為を働くことが出来る人間同士が、共
に手を携えて平和創造のために力を合わせるなどとい
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うことは出来る筈がない」という感情をもたらす危惧
の問題である。第二には、精神的に咀嚼出来ない「不
気味かつ不快な展示物」を見ることを通じて、「二度
と平和博物館など訪れたくない」という気分に陥らせ
ることへの危惧である。第三には、戦争の真実を示す
という「見せる側の思い」とは裏腹に、敵国の残虐な
行為を見ることを通じて憎しみを駆り立てられ、平和
博物館が「怨念発電所」（grudge generator）または「憎
悪増幅所」（hatred enhancer）の役割を果たしかねな
いという危惧である。例えば、韓国・ソウルの西大門
刑務所歴史館は、日本の植民地下での凄まじい拷問の
歴史を「絶叫するジオラマ」などを用いて展示してい
るが、同じ施設が第２次大戦後、韓国政府によって刑
務所・矯導所・拘置所などとして使われていた時代の
弾圧を一切展示していない事実を受けて、世宗大学校
教授の朴裕河は、「解放後50年間の歴史が消し去られ
たまま、日本に対する憎悪と恐怖を育てる場所として
のみ存在している」と評している。立命館大学国際平
和ミュージアム開設直前の1992年４月に韓国独立記念
館を訪れた際、10人ほどの参観者に出口調査を試みた
が、感想は一様に「日本民族は許せない」という論調
だった。こうした問題についての研究には、主として
心理学や人間発達学や教育学などの成果や研究方法が
援用されることになるのだろうが、平和研究として固
有の方法論をもたないにしても、平和博物館にとって
は解決ないし配慮を要する極めて重要な問題であるに
相違ない。

　また、（１）の研究的機能には、むしろ歴史学や博
物館学など、個別専門諸科学の寄与が重要な意味をも
つので、日本平和学会は、（１）の「展示品や所蔵資
料に関わる研究的問題関心」に縛られることなく、平
和創造のために平和博物館が果たすべき機能や可能性
の増進に積極的に貢献することが期待される。例えば、
1954年３月１日のビキニ被災事件において遠洋漁船の
甲板上で採取された放射性降灰の資料提供を受けた場
合、平和博物館がその素性を検証するために行うべき
研究は「核科学」に関わる分析的研究であって、別に

「平和学」である訳ではない。「太平洋戦争末期の昭和
19（1944）年度の軍事費は国家予算の83.5%であった」
という史実の真偽を検証するのに直接用立てられるの
は、戦時資料に関する財政学や統計学、歴史学などの
方法論や知見であって、別に「平和学」である訳では
ない。したがって、平和博物館の展示品や映像資料や
解説内容の真偽・信憑性を検証する仕事は、優れて当

該検討課題に直結した個別科学であるのが普通である
が、この場合、素性を明らかにすべき収蔵資料の存在
を把握し、その解明に取り組む仕事をコーディネート
する役割は、学芸部門（学芸員）によって担われるこ
とになる。無論、日本平和学会の会員の多くも、政治
学、経済学、教育学、歴史学、法学、社会学、福祉学、
核科学などの個別科学の専門性を背景に、平和博物館
が必要とする具体的な問題の解明について、個別科学
的な角度から貢献することは可能だが、日本平和学会
としては、平和を実現するために平和博物館がどのよ
うな意味をもち、それがさらに魅力的な社会教育施設
であるためにはどのような条件が保証されるべきかを
明らかにし、平和博物館がそうした条件を備えられる
ような社会的な枠組みを作ることに貢献することが期
待されるだろう。
　この場合の「魅力的な社会教育施設」とは、平和博
物館が、人間の生命や能力が蔑ろにされた幾多の体験
の集合的記憶装置として保全されているというに留ま
らず、何が能力の全面開花を阻害し、その克服のため
には何が必要であるかを示唆するとともに、平和博物
館を訪れた人々が「自ら平和創造の担い手となる」た
めに「主体性を促される」という程の期待が込められ
ている。
　日本平和学会としては、平和博物館の存在とその有
効な活動に意義を見出し、平和博物館が平和創造のた
めに最大限度の効果を発揮できるためにはどのような
条件が保証される必要があるかを積極的に提起し、そ
の実現のために「平和博物館研究」の成果を役立てる
ことが期待されていると言い換えることも出来よう。
上に「学芸員の重要性」を述べたものの、現実の日本
の平和博物館では、学芸部門は極めて貧弱か、場合に
よっては存在しないことも珍しくない。もちろん、そ
うした条件整備の問題は、いわば「平和博物館業界が
解決すべき事項」という言い方も出来なくはないが、

「平和博物館研究」の一環として、平和博物館におけ
る学芸員の重要性が鋭く提起され続けるならば、やが
て「学芸員のいない平和博物館」は居住いが悪くなり、

「学芸員の確保」は設立・運営のための必要条件の一
つになるに相違ない。筆者は、日本平和学会の会員の

「平和博物館研究」に対しては、概念的・理論的研究
をも基底としつつ、国内外の平和博物館が平和創造に
おいて果たし得る効果の極大化のための条件を模索
し、対社会的に実践的に提起して頂くことを期待して
いる。
　だが、それだけではない。
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　筆者の20年来の経験によれば、例えば大学のような
機関や地方自治体において、平和的な理念のもとで平
和博物館が構想され、開設のための大方の合意形成が
図られ、然るべき財源と人材が投入されて実現に向け
て動き出せば、「悪いようにはならない」ということ
を確信できる。言うまでもなく、収集可能な展示品に
は限度があるし、準備のために投入された人材や経費
にも制約があるので、完成した平和博物館が最初から
瑕疵のない完成品である筈はない。しかし、とにもか
くにも出来上がった平和博物館は、それを足場として
徐々に条件を獲得しながら改善することも可能である
し、国内外の他館との交流を通じて視野を広げ、質的
向上を図ることも出来る。長崎原爆資料館の総合監修
作業にあっても、1996年４月の開館と同時に激しい右
翼的な攻撃を受け、南京事件の写真の信憑性をめぐっ
て裁判が提起され、筆者も長崎地方裁判所での証言に
臨んだ経験があるが、長崎市側が全面勝訴した後は事
態は収まり、年間50～60万人が訪れる平和学習施設と
してそれなりに重要な役割を果たしている。ピースお
おさかについても、たとえ首長が大方の批判を押し切
って自らの歴史館で一時的に展示内容を改変したとし
ても、この平和博物館の活用の仕方によって平和教育
に有効に役立てる様々な方法が工夫出来る。先にも述
べた通り、筆者は個々の日本平和博物館会議加盟館で
意に沿わない改修があったからといって、平和博物館
の大義の中での共同を模索するという姿勢を変えるつ
もりは毛頭ない。
　したがって、日本平和学会の役割は、既設の平和博
物館を調査・研究の対象とする「平和博物館研究」に
よって、より良い平和博物館づくりや、より有効な平
和博物館の活用法を積極的に提言するだけでなく、未
だ平和博物館が存在していない地域や機関に平和博物
館（または、平和博物館的な役割を担い得る仕組み）
を生み出す面でも、社会的影響力を発揮して貰いたい
ということである。そのためには、魅力的な平和博物
館や、それに類する（ないしは）既存の平和博物館と
は似ても似つかぬ斬新なアイデアを編み出す「構想力」
が問われるだろうし、それが単に「絵に描いた餅」以
上のものであるためには、人々が財源問題も含めて合
意し、積極的に取り組んでみたくなるような「魅力的
牽引力」が必要となるに相違ない。日本平和学会の会
員が、最も自由闊達な討議の中から、平和創造のため
の新機軸を編み出し、平和博物館づくりの次の波を起
こすことを心から期待する。
　本項目の最後に、立命館大学を場としたある種の「ミ

ュージアム構想」を紹介しておきたい。現在、学校法
人・立命館は、国際平和ミュージアムを運営している
が、ここに至る過程では、国際平和ミュージアムを一
つの要素とする「立命館共生ミュージアム」の構想を
立て、学園の常任理事会レベルでも提起してきた。そ
れは以下のようなものである（31頁の図と解説参照）。
（注：その後開設された付属校や学部もあるため、数
字が現状と異なる点もある）
　上に紹介した「構想」なるものの多くは、なお構想
段階に留まっている。しかし、現にある国際平和ミュ
ージアムのありように安住せず、構想力を働かせて将
来を切り拓いていかない限り、平和博物館としての鮮
度を保ち続けることは出来ず、やがて朽ちるだろう。
日本と世界の平和博物館が、阿部浩己・日本平和学会
会長が表現したように「変わりゆく現実に対応しなが
ら、平和な世界を実現するため」に役だち続けるため
には、日本平和学会会員がいっそう魅力的で開拓的で
大胆な「平和博物館研究」を発展させることが期待さ
れる。

４． 期待される国際的平和博物館運動の発展
への寄与

　「平和のための博物館国際ネットワーク」（INMP）
統括コーディネータのピーター・ヴァン・デン・デュ
ンゲン氏によれば、「日本は世界で唯一、平和博物館
運動のある国」である。この分野における日本の平和
博物館およびその関係者の努力は非常に高く評価され
ており、実際、INMPの存続や組織化のために日本の
関係者は重要な貢献をしてきた。しかし、従来、平和
博物館あるいは平和博物館運動に対する日本平和学会
会員の関心はそれほど高いとは言えず、この研究集会
を契機として、日本、アジア、そして世界の平和博物
館の活動への日本の平和研究者の関心と寄与が高まる
ことを心から期待したい。
　当面、2014年９月19日～22日、韓国のノグンリ国際
平和財団のイニシアチブで「第８回国際平和博物館会
議（The ８th International Conference of Museums 
for Peace）」が開催される予定となっており、平和博
物館に関心をもつ日本の関係者も多数参加することが
期待される。詳細についてはINMPのウェブサイト

（http://inmp.net/index.php/news）で確認して頂き
たい。
　筆者は、かねて、第８回国際平和博物館会議の機会
にAsia-Pacific Network of Museums for Peace（ 平
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立命館 

共生ミュージアム 

平和のための 

科学技術 

ミュージアム

（滋賀） 

平和のための

国際理解 

ミュージアム

（大分） 

国際平和 

ミュージアム

（京都） 

平和のための

ディジタル

リソース

ミュージアム

経済学部
経営学部
理工学部
情報理工学部

薬学部
生命科学部
スポーツ
健康科学部

アジア
太平洋大学

（参考）平和博物館コンプレックスを基礎とする「立命館共生ミュージアム」構想
　現在、立命館学園は、京都および滋賀に２つのキャンパスをもつ立命館大学、大分県別府市の立命館アジア太平
洋大学、１つの小学校・４つの中学校・４つの高等学校から成る総合的な学校法人に発展している。21世紀に人類
社会がより平和で安全な状況を実現するためには、初等・中等・高等教育における平和教育の役割は益々重要にな
ることが指摘されており、立命館学園としても、平和教育を一層強化することが期待されている。
　現在、衣笠キャンパスには「国際平和ミュージアム」が設置されているが、他の教学単位においても社会開放型
の平和教育拠点を構築することを展望すべきものと考える。具体的には、びわこ・くさつキャンパス（BKC）に
は「平和のための科学技術ミュージアム」を、立命館アジア太平洋大学（APU）には「平和のための国際理解ミ
ュージアム」を、小学校・中学校・高等学校には電子空間上に「平和教育ディジタル・リソース・ミュージアム」
を構築し、全体として、４本足の平和ミュージアム・コンプレックス「立命館共生ミュージアム」を構築すること
が期待される。

〈平和のための科学・技術ミュージアム〉（びわこ・くさつキャンパス）
　経済・経営・理工・情報理工（注：現在はこれらに加えて、薬学・生命科学・スポーツ健康科学）の各学部を擁
するBKCには、経済社会の中で理工学研究の成果が平和な社会の建設にどのように役立つかを、環境や人に優し
い科学・技術開発、エネルギー生産とその利用、災害対策技術、コミュニケーション技術の開発と普及、有効な科
学教育手法の開発などをベースに、その社会的利用を促進する経済政策や経営戦略のあり方にも焦点を当てて展開
するミュージアムの構築をめざす。当ミュージアムは関連企業の積極的な関与を喚起し、BKCの教育・研究成果
を反映して展示・体験型学習・社会教育活動（講習会・ワークショップ・講演会・シンポジウムなど）などに取り
組むとともに、学園全体としての「共生ミュージアム」の活動の一翼を担う。
　

〈平和のための国際理解ミュージアム〉（立命館アジア太平洋大学）
　アジア太平洋大学は70カ国以上の国からの学生が学んでいる秀でた特徴を活かし、国際理解の増進に資するミュ
ージアムの展開を基本コンセプトにする。具体的には学生の出身国の文化の紹介や各国の教科書の展示をベースと
し、留学生と日本人学生のペアーあるいはグループによる資料製作を教育課題の一環として位置づけとして取り組
ませ、相互理解と語学教育の増進にも役立てる。とりわけ、留学生が入学に際して高等学校時代に使用していた歴
史教科書を持ち寄ることによって、世界にも類例の無い歴史教科書博物館が出来るであろう。同ミュージアムの構
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築に当たっては、学生の出身国の外務・文部関係省庁の協力を得ることも追求されるべきであろう。また、同ミュ
ージアムでは、国内外の学生の共同による学生平和サミットや討論会、シンポジウム、異文化交流のつどいなどを
企画することが期待される。学園全体の「共生ミュージアム」の一端を担い、「世界報道写真展」などの特別展の
開催拠点としての役割も担う。

〈平和教育ディジタル・リソース・ミュージアム〉（小・中・高等学校＝電子空間上）
　小・中・高等学校は地理的には分散しているが、いずれにおいてもさまざまな形での平和教育実践が営まれてお
り、その成果や問題点を電子空間上に構築する「ディジタル・リソース・ミュージアム」において対社会的に発信
し、日本および世界の平和教育実践に資することを基本的コンセプトとする。立命館学園の生徒たちの平和的実践
の成果を社会に発信するとともに、世界から寄せられる平和教育に関する知恵を吸収するチャンネルとして役立て
る。また、今後設定する「立命館平和教育賞」の実行過程において、相応の役割を果たす。当然のことながら、学
園全体の「共生ミュージアム」の一翼を担う立場から、平和ミュージアム・コンプレックスの諸企画の対社会的打
ち出しにも役割を果たす。
　

和のための博物館アジア・太平洋ネットワーク）を発
足させ、日本・韓国・中国・東南アジアなどの平和博
物館の情報交流と協力関係の強化を図りたいと考えて
いる。立命館大学国際平和ミュージアムは中国の侵華
日軍南京大屠殺遇難同胞紀念館（南京虐殺記念館）と
交流協定を締結しており、安斎科学・平和事務所は韓
国のノグンリ国際平和財団と交流協定を結んで、第８

回国際平和博物館会議の準備にも協力しつつある。政
府間の軋轢が続く中で、近隣諸国の人々との平和的な
関係を築く一助として平和博物館レベルでの関係を発
展させることにはそれなりの意味があると確信してい
るが、史実が歪曲されかねない政治状況であればこそ、
筆者は、日本平和学会の開拓者たちが発した「設立趣
意書」の言葉、すなわち、「研究は客観的、科学的で
あるべきであるが、研究の方向づけにおいて決して道
徳的中立性はありえない」を改めて想起しながら、平
和博物館の今日的あり方に向き合おうとしている。日
本平和学会会員の積極的参加を重ねて要請したい。
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はじめに

　2008年に日本で開催した第６回国際平和博物館会議
などでの議論を契機に、平和博物館実践を支援してい
く平和博物館研究という議論の場はいかにして構想可
能かが問われていた１。これに対して福島在行は、歴
史学の視点からみた日本の平和博物館研究の先行研究
を整理している２。そこでは“平和博物館”に言及す
るさまざまな論者が、さまざまな視点から実践を捉え
ていることがわかるが、これまでその実践分析の枠組
みは整理されてこなかった。
　平和博物館実践は、日本の社会教育の運動と密接な
関連をもって展開している。社会教育研究ではこれま
で、伊藤寿朗や藤田秀雄、山田正行らが“平和博物館”
を言及してきた３。そこに共通する議論は、学習者の
実生活に即した学習を根拠にして、地域社会に定着し
た学習施設の役割を果たすことの価値を指摘している
点である。換言すれば、“平和博物館”は学習者の実
践であり、その出自に内在した学習者の学習を存立基
盤とする。そして“平和博物館”が、平和構築に貢献
しようとするならば、学習者の学習に立脚した視点か
ら、平和博物館実践を捉える視座は不可欠である。後
述するように、平和博物館実践は、その出自からして
社会教育的アプローチを基盤としているからである。
　それでは、学習者一人ひとりの実生活に即し、そう
した住民（学習者）が実生活を営むうえでの困難や課
題から相互に学習を組織化していく社会教育的アプロ
ーチからすると、これまでの先行研究の視点は学習者

（住民）の学習に立脚して議論を展開してきたのであ
ろうか。もしかしたら、展示を中心とした施設を主体
にして議論を展開してきたのではないだろうか。この
問いを明らかにするためにも、平和博物館実践を分析
する枠組みの検討が求められる。本稿は、平和博物館
実践を住民の学習の根拠の側に再定位する試みである。

1．日本の平和博物館研究の先行研究

　福島は、日本の“平和博物館”に関する研究を「平
和博物館の定義」、「平和博物館の教育機能」、「戦争展
示から見た平和博物館」という三つの領域に整理して
いる４。そこでは、それぞれの領域において、下記の
ようにさまざまな論者が、議論を展開していることが
明らかになった。

　・ 平和博物館の定義

　　：坪井主税、安斎育郎、ヨハン・ガルトゥング

　・ 平和博物館の教育機能

　　： 村上登司文、藤田秀雄、山根和代、山田正行、

福島在行

　・ 戦争展示から見た平和博物館

　　：山辺昌彦、金子淳、福島在行

　これら論者の代表的な議論から、平和博物館の形態
的側面から見た実践分析の枠組みを捉えると、四つの
類型に整理することができる５。

　・ 運動

　・機能主義博物館

　・地域社会に根ざした学習センター

　・フォーラム

　「運動」は社会教育的アプローチに立脚し、文字通
り学習者（住民）の運動の一形態として実践を捉える
議論である。「機能主義博物館」は、資料を収集・保
存し、展示・教育普及活動を展開する行為の延長線上
に実践の在り方を見出そうという博物館観である６。

「地域社会に根ざした学習センター」（以下“CLC”と
言う７）は、具体的な施設を足場に、そこでの学習活
動の検証を通して、学習者の学習活動に意味を見出そ

平和博物館実践への社会教育的アプローチ
─住民の学習に根ざす平和博物館実践の再定位

栗 山　 　 究
（早稲田大学非常勤講師）

阿 知 良 洋 平
（北海道大学大学院博士後期課程）

日 高　 昭 子
（滋賀県平和祈念館調査員）
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うとする視点である。本稿の立脚する出発点でもある。
「フォーラム」は、具体的な施設の検証を踏まえて「機
能主義博物館」観の在り方を省察し、その現代的再構
築を図ることで実践の進路を模索している議論であ
る。このうち「運動」と「CLC」的視点は“学習者の
学習”に、「機能主義博物館」と「フォーラム」は“施
設”に、それぞれ実践分析の焦点が当たっている。
　そして、この連関を示したのが【図１】である。下
記（A）から（G）はこの図のそれと対応している。
照らし合わせて見ていこう。

【図１】実践分析枠組みの四類型の関連

（A）学習者の実践の基盤である「運動」

　博物館は学習者の実践を存立基盤としている。上記
で取り上げた日本の平和博物館研究の少なからぬ先行
研究も指摘するように、日本の“平和博物館”は、ア
ジア太平洋戦争の直接的経験を主要な契機とした住民

（学習者）のさまざまな運動の展開によって成立して
きた側面がある８。
　これまでの先行研究においては、代表的事例として、
長崎国際文化会館（1955年開設、略称：国際文化会館、
後の長崎原爆資料館は1996年開設）、広島平和会館原
爆記念陳列館（1955年開設、現・広島平和記念資料館）、
第五福竜丸展示館（1976年開設）、ひめゆり平和祈念
資料館（1989年開設）、平和資料館・草の家（1989年
開設、通称：草の家）、大阪国際平和センター（1991

年開設、通称：ピースおおさか）、立命館大学国際平
和ミュージアム（1992年開設、略称：KMWP）、岡ま
さはる記念長崎平和資料館（1995年開設、略称：岡記
念館）、アウシュヴィッツ平和博物館（2000年開設）、
高麗博物館（2001年開設）、女たちの戦争と平和資料
館（2005年開設、略称：wam）、戦争と平和の資料館・

ピースあいち（2007年開設、通称：ピースあいち）な
どが“平和博物館”として紹介されてきた。その中に
は“平和博物館”という施設は開設されなかったとし
ても“平和博物館”を求めた住民運動が存在した事例
も取り上げられている。例えば、1970年代の“横浜の
空襲を記録する会”は、自らの被災経験からアジア太
平洋戦争の内実を総体として後世に伝えていこうとし
て「平和資料館」の建設を要求した事例である９。
　他方で、世界の“平和博物館”との出会いを契機に

“平和博物館”をつくることを目指した1980年代の“平
和博物館を創る会”などの住民運動の展開もあった10。
1990年代の国際平和博物館会議において、欧米と日本
の平和博物館の橋渡しをする役割を担った坪井主税の
議論はその一つの代表例であると言えるだろう。

　　　平和博物館は、それ自体は建物であるけれども、
実質は、その器を設立した者・運営している者が
その平和に対する思いを来館者に伝えていく運動
なのである11。

　第６回国際平和博物館会議では、現代社会をテーマ
に“平和博物館”の在り方を構想した展覧会「“平和
博物館”は可能か」展なども実施された12。
　そして、これらの「運動」の展開過程の結果として
開設した“平和博物館”の実践分析の視点を“施設”
に据えるか“学習者の学習”に据えるか、といった焦
点の当て方の相違によって、日本の平和博物館研究で
は「機能主義博物館」観と「CLC」的視点という位相
の異なる二つの実践分析の枠組みが、歴史的に生成し
てきた。

（B） 学習者の「運動」から「機能主義博物館」観へ

の相対的自立

　一つめは「運動」から「機能主義博物館」観への志
向である。この実践分析の視点は、日本が東アジアへ
植民地化政策を展開した時代の自然学者たちの運動に
よって獲得され、その経験は満洲国国立中央博物館の
学芸官であり、後に文部省で大東亜博物館を構想する
ことになる木場一夫と、文部省時代の木場の後輩であ
った鶴田総一郎の実践を経て1955年以後の日本の博物
館政策の基礎をかたちづくっている13。日本の博物館
実践の多くは、歴史的にこの「機能主義博物館」観の
上に成立しており、それは平和博物館実践においても
例外ではない。
　日本の平和博物館実践においては、「15年戦争」に
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関する日本のさまざまな展示実践を紹介している山辺
昌彦の議論がその代表例と言える。

　　 　平和博物館は博物館としての確立がなされてい
ない面が強く、この点での問題が大きい。博物館
の機能として、調査・研究、資料収集・整理・保
存・利用、展示、教育普及活動があげられる。（中
略）平和博物館が博物館として十分機能するよう
に充実させることが課題である14。

　　 　平和博物館は博物館である以上、資料を展示し、
収蔵することが不可欠であり、当然施設がなくて
はならない。その意味で、平和博物館を建てよう
という運動、あるいは自治体に平和博物館を建て
させようという運動があっても実現しなくては、
平和博物館ではない15。

　山辺の議論は「博物館は、社会教育・生涯学習の場
であり、自発的学習をするところ」であるとして「平
和のための博物館が、平和運動の力に依拠して、設立
され、発展してきたことは事実」としながらも、その
ような「平和運動からの相対的自立」を課題としてい
る点に特徴がある16。

　　 　公民館などの活動の蓄積から導き出された社会
教育の理論や運動をそのまま、博物館に当てはめ
ることは適当ではないと私は考えている。市民と
の共同研究において、博物館や学芸員側の積極的
な関与が求められるのである17。

　この議論に見られるように「市民」の「運動」と「施
設」との間に一線を画し、後者の在り方に価値を見出
す視点は「機能主義博物館」観の一つの特徴である。

（C）学習者の「運動」から「CLC」的視点への展開

　もう一つは「運動」から「CLC」的視点への展開で
ある。学習者自身が地域社会に定着した学習センター
を創造し、施設を足場にしてさまざまな学習活動を創
造していく学習過程に着目した議論である。
　例えば、国際的な平和博物館運動の展開に日本の平
和博物館実践を捉えている山根和代は、高知の住民の
1970年代の空襲展運動を契機に開設した草の家などの
実践の展開から学習者自身が展示を含めた諸々の学習
活動をつくり出していることを明らかにしている。

　　　（2000年代、韓国から来た青年が草の家で働き
はじめて）以来、若者たちが草の家を訪問し始め、
平和活動に関わり始めた。若いミュージシャンは、
アメリカのアフガニスタン攻撃とイラク戦争に対
して平和コンサートを組織し、若者たちは、アメ
リカのイラク侵攻に対して、高知市の街中で祈り
を捧げた。若者たちはイラク戦争後も活発であっ
た。彼らは毎週金曜日に街中へ行き、イラクへの
自衛隊派遣の賛否を問うような、さまざまな問題
を議論することを試みた。過去だけではなく、イ
ラク戦争とその日本の関与といった現在の問題も
また、草の根レベルで取り扱っている。それは草
の家の特徴の一つである18。

　この事例は、学習者の学習に即して、地域社会に根
ざした学習施設を創造していくことに注目した議論で
ある。アウシュヴィッツ平和博物館の実践を描いてい
る山田の議論など、日本の社会教育研究における先行
論者の多くも、この視点を議論の出発点にしたアプロ
ーチが少なくない19。

（D） 「機能主義博物館」観と「CLC」的視点の二項

対立的理解の陥穽

　大阪の住民による空襲展運動を契機に開設したピー
スおおさかの実践を見てみよう。

　 展示を中心とした「機能主義博物館」観から演繹し

た評価

　　 　結論的にいうと、大阪国際平和センターは、は
じめての本格的な空襲に関する博物館にとどまら
ないで、日本の15年戦争を、侵略と加害に重点を
置いて描いたはじめての博物館であり、まさに時
代を画するものであるといえよう。（中略）侵略
や加害に重点をしぼった展示自体はよいことであ
るが、その侵略戦争を遂行していった体制につい
て、その形成のされ方、その実態、それがもたら
したものがわかるような展示がないことを残念に
思うものである。それと新しい手法を取り入れ、
わかりやすい展示にしていることもよいことであ
るが、実物資料の展示が少なくなっていることに
は問題がある20。

　　 　博物館をつくる際、大切なことは、空襲を記録
する会とか平和のための戦争展など、市民自身に
よる戦争体験を伝える運動の協力をえて、その成
果を吸収することである21。
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　 学習者の学習に価値を据える「CLC」的視点から

帰納した評価

　　 　大阪国際平和センターと呼ばれる公立の平和博
物館は、平和のための市民の努力によって開設さ
れた。（中略）日本と他のアジア諸国との間には、
未だに歴史認識の大きな隔たりがあるが、市民団
体は、大阪国際平和センターを通じて、日本と他
のアジア諸国の平和と和解を促進するために一生
懸命に働いている22。

　　 　平和博物館における歴史の真実（日本の加害）
の展示は、平和のための市民の積極的な態度や行
動に依存している。平和のための市民の積極的な
態度や行動は、平和博物館が歴史の真実を展示し、
平和をつくりだす際の、鍵となる要因である23。

　実践分析の焦点を“展示を中心とした施設”に据え
るのか“学習者の学習”に据えるのかという着眼点の
相違によって、同じ実践においてもその評価の位相が
異なっていることがわかる。
　山辺の議論のように「機能主義博物館」観から演繹
して実践を分析する視点では、展示の表象や技術とそ
れらの在り方に議論の焦点が当たりがちである。しか
し、既に見てきたように“平和博物館”の歴史には、
山根の捉えるような「日本と他のアジア諸国の平和と
和解を促進するため」の学習者のさまざまな学習活動
が存在しており、展示を中心とした「機能主義博物館」
観だけでは描ききれない実践が展開している。従って

「機能主義博物館」観が抽象する諸機能を自己目的的
に捉えた議論に留まる限りでは、（B)で触れた山辺の
捉えるような「市民」の「自発的学習」と「施設」と
の関連、さらには「学芸員側の積極的な関与」の内実
がそれぞれ充分に検討されていかない。
　他方で、学習者の学習に意味を見出そうとする山根
の議論では、学習者が地域社会に定着した学習施設を
創造し、そこを足場にしてさまざまな学習活動をつく
り出している現象過程を描くことができた。しかし山
根も指摘しているように24、「市民」が主人公である
ことが無前提的な評価軸となるこの議論だけでは、そ
の学習内容は社会構造的に把握されていかない。その
在り方は、例えば佐貫浩が述べるように、現在のナシ
ョナルな社会体制を安易に支える議論へ転倒してしま
う側面を内包してしまう25。
　学習者の学習内容と社会関係との関連の分析を欠い
た「機能主義博物館」観と「CLC」的視点は、ともに
それ自体を原理的に捉える限りにおいては、その実践

分析の在り方は限界を抱え込んでいることがわかる。
あるいは、藤田の議論のように「機能主義博物館」観
と「CLC」的視点をパラレルな構造として把握するこ
とも可能だろう。

　　　平和博物館は、他の博物館と同様、研究的役割
と、広く一般の学習に役立つ学習的役割をもつ。
研究的役割とは、資料を収集し、整理し、保存し、
あらたな事実や考えを提示する機能です26。

　藤田は、日本の平和博物館実践が「事実を伝える」
といった啓蒙主義的な性格に留まっている点を省察
し、「成人」の学習者一人ひとりが非暴力的手段によ
る「平和のための行動者」になるための学習拠点とし
て、戦争を経て今日に至る現代の課題に向き合う学習
や運動の実践的役割を“平和博物館”に見出している。
しかし藤田のこの分析枠組みの場合、成人の「学習」
と施設の「機能」とを統一的に捉えていこうとする視
座は導き出せない。この場合、学習者の「学習」と学
習の成果が蓄積されている施設の「機能」との関連は
不分明である。
　こうした限界を乗り越えるための実践分析の視点
が、日本の博物館研究では1960年代末より模索されて
きた。その一つが、アメリカの美術史家として紹介さ
れたダンカン・F・キャメロンの議論27に影響を受けた
吉田憲司の推奨する「フォーラム」論であり28、もう
一つが、学習者の学習や運動が「機能主義博物館」観
を学習者（住民）のものにしていく分析枠組みの基盤
を提示した伊藤の「地域志向型博物館」論である29。

（E） 「フォーラム」論：日本の平和博物館実践に関

する議論の今日的到達点として

　日本の博物館研究において「フォーラム」論は、ス
ミソニアン航空宇宙博物館における広島への投下原爆
の展示表象をめぐるアメリカ社会で展開した論争を契
機に、広く知られるようになった。この論争を紹介し
た論者の一人である山本珠美は、その論争の背景に、
展示行為者の展示実践を「市民」が見学しに行く「神
殿」として捉えられがちであった博物館の在り方（テ
ンプル）と、展示実践を媒介に展示行為者である「市
民」と展示見学者である「市民」との相互対話を展開
していく在り方（フォーラム）とを提唱したキャメロ
ンの議論が在ることを見出し、同時に後者の成立の困
難性を認めている30。
　日本においてキャメロンの提案はその後、展示され
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る「もの」に自らの規定性（歴史＝社会的・文化的に
構築されてきたアイデンティティ）を自覚する人たち
との共同作業による展示行為の必要性を説いた国立民
族学博物館で展示実践を担当する吉田によって実践的
に紹介され、受容されていった31。KMWPの2005年の
展示リニューアルに携わった福島は、展示から必然的
に排除されてしまう他者からの声に展示行為者はどの
ように応答するかという課題を自認しながらも、展示
を媒介とした吉田の推奨するフォーラムの形成は、“平
和博物館”の実践に即して、一応有効であると捉えて
いる32。

　　　日本の平和博物館をめぐって従来なされてきた
議論の中心は、15年戦争をどのように捉え、描く
か≒誰の「戦争体験」（被害／加害）をどのよう
に取り上げるべきか、という問題であった。それ
は、言い換えれば、誰と共に未来へと向うのか、
ということである。共に未来に向かいたいと願う
誰かと一緒に、対話のための「フォーラム」を形
成することは、平和博物館をめぐる問題状況に照
らしてみた場合に、重要な課題となることは了解
されるだろう33。

　このように、フォーラムに実際参加する人たちの規
定性（歴史＝社会的・文化的に構築されてきたアイデ
ンティティ）が、施設における展示行為を媒介とした
相互対話を形成することで再構成される可能性に実践
の意義を捉える分析の視点が「フォーラム」論である。

（F） 展示を中心とした「機能主義博物館」観の省察

的議論の到達点である「フォーラム」論

　「フォーラム」論の背景には「『展示する者』あるい
は『展示される者』として一括りにされていた人びと
の境界線」を敷いてきた施設が、これまで自明として
きた「機能主義博物館」観を省察し、展示実践を中心とし
たその在り方の再構築を模索するという課題がある。

　　　平和博物館－それは平和を目指して展示その他
の活動を行う博物館である。（中略）展示を見学
する私たちは、資料の、そして展示を作った人た
ちの呼びかけの前に立っていることになる。平和
博物館は「展示を取り巻くもの」から切り離され
て存在することはできない34。

　例えば“平和博物館”を上記のように捉え、展示実

践を中心とした「機能主義博物館」観の再構築を模索
するという課題を背負った福島の議論の背景には、こ
れまでともに向き合ってきたアジア太平洋戦争を直接
経験した当事者からの聴き取りなどの実践が、まもな
くかなわなくなる時代を迎えつつある「現在の時点」
の社会があった35。そしてKMWP実践における学習者
の代表として展示リニューアルを託されたことを自覚
していた福島36は、展示する／される「もの」に関す
る「なんらかの意味で戦争の結果として死亡した人」
の声を事例にしながら、展示から必然的に排除されて
しまう人の声が反映されない可能性に、展示行為者と
展示見学者との相互の対話から構成される「フォーラ
ム」論のもつ逆説を認めている。

　　　「フォーラム」あるいはその条件である「対話」
を（中略）吉田のように厳密に使用するならば、
それは現在の時点の問題しか扱いえない。（中略）
戦争にかかわって平和博物館で扱われる死者は、
なんらかの意味で戦争の結果として死亡した人＝
犠牲者である。彼／彼女らは、自らが展示される
こと／されないことについて「発言」することが
できない37。

　とはいえ、福島のこのアプローチにおいては、吉田
の「フォーラム」論の限界は自覚できても、それを乗
り越える回答までは提示されてこなかった38。

　　　歴史に向き合うということ、あるいは他者に応
答するということとはいかなる行為なのか。いま
ここで私がその一般的な答えを出すことはできな
い。しかし、応答の形をあらかじめ何か決められ
た形へと押し込め、閉じ込めるのではなく、あら
ためてその問いを開きつづける、そのような場と
して平和博物館があろうとすることは可能なはず
である39。

　展示実践を中心とした「機能主義博物館」観の再構
築によって“平和博物館”の実践的進路を見出そうと
する「フォーラム」論は、現状としては上記のように
可能性の議論として開かれている。フォーラムにコミ
ットする学習者の実践の方向性は、「機能主義博物館」
観がそうであったように、「フォーラム」論それ自体
の論理展開としては導くことができないためである。
それは常にフォーラムを構想可能とさせた学習者の学
習内容に依存している。
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（G）「CLC」的視点からの「フォーラム」論の援用

　吉田の「フォーラム」論は、展示実践を中心とした
「機能主義博物館」観の再構築を志向する議論ばかり
ではなく、学習者の学習活動に価値を見出す「CLC」
的視点から帰納した実践においても援用されていっ
た。その代表的な事例として、高麗博物館の実践を分
析した福井庸子の議論が挙げられる40。
　福井は、日本列島と朝鮮半島にくらす人たちの相互
交流の推進とそのための歴史的和解を目指す高麗博物
館の実践分析を通して、学習者相互の「学び合い」の
展開にその意義を見出している。福井の議論の特徴は
学習者がつくり出した展示空間を、吉田の「フォーラ
ム」論を肯定する議論に結びつけていく点にあった。

　　　吉田憲司は、博物館においては自己と他者の認
識の方法、自己と他者の関わりのあり方を問うこ
とこそが必要なのであり、今後の博物館のあるべ
き姿として「議論の場」「対話の場」としての機
関を提言している。この点において高麗博物館は
自己と他者の関わりを重視した活動を展開してい
るといえる41。

　福井は、吉田の「フォーラム」論を媒介に、高麗博
物館の実践にコミットする学習者の姿を通して「『博物
館』に従事する『市民』という位置づけ」ではない学
習者の学習の在りようを描きだすことを試みた42。そ
して「自己を軸として問題をとらえる枠組み」すなわ
ち「一人ひとりの生活や労働といった側面からとらえ
ようとする方法」として高麗博物館の実践を捉えた43。
　ところが、福井の実践分析の枠組みは「フォーラム」
論を経由することにより「博物館の企画に市民がどの
ように参画するか」という技術や管理、すなわち「学
習活動を博物館の運営へ還元」していく論理展開に変
調していく44。福井の議論においては、下記のように

「市民」が展示実践などの「機能主義博物館」観で抽
象された各種機能を遂行していくことが目的となって
いくため、高麗博物館の実践実態とは異なり、むしろ

「機能主義博物館」観へ積極的に従事する「市民」の
姿が描かれていくことになる。

　　　高麗博物館ではボランティアスタッフによって
資料の収集・調査研究・展示のすべてが行われ、
市民が博物館運営の中核を担っているといっても
過言ではない45。

　このように「フォーラム」論では、高麗博物館の実
践に関わる学習者が「『博物館』に従事する『市民』
という位置づけ」ではないことを指摘しようとした福
井の問題関心を充分に実証しきれないのである。この
点に関連し「市民の自発的関与（コミットメント）に
よって成立する討議空間の可能性を論じる議論」とし
て吉田の議論を位置づけている金子淳も「フォーラム」
論という分析枠組みに「居心地の悪さ」を表明してい
る46。「フォーラム」論が捉える学習者は、施設を主
語に統一されているためである。

２．地域志向型博物館実践

　前章の検討より、日本の平和博物館実践に関する分
析枠組みの議論の今日的到達点として「フォーラム」
論を位置づけることができ、その分析枠組みは、展示
を中心とした「機能主義博物館」観に根ざした施設の
在り方の追究が背景となっていることが明らかとなっ
た。平和博物館実践を捉えるためには「機能主義博物
館」観を出自とする施設が学習者の学習を統一してい
く分析枠組みではなく、学習者の学習を主体に据えた
視点から、近代日本の植民地化政策が展開した時代か
らの連続性を有する「機能主義博物館」観を乗り越え
た在り方を創造していく分析枠組みが求められている
といえる。

（１）実践の基盤となる要件

　その基盤として注目する実践分析の枠組みが、前章
（D）で触れた「フォーラム」論の展開と同時代に追
究されていた伊藤の「地域志向型博物館」論である。
地域志向型博物館実践の本質を、本稿の課題に引きつ
けて端的に捉えれば、それは学習者を主人公に据え、
学習者の学習を媒介として、現代社会の諸課題・地域
課題に向き合っていこうということを目的としてい
る。伊藤はさしあたり「民衆の生活次元」での学習内
容に意味を見出す視座から、金子功の豊橋向山天文台

（大池児童館）の実践を基盤に、住民の学習に根ざし
た施設を創造していく姿を認めていた47。その分析枠
組みは、前章で捉えた「機能主義博物館」観を出自と
する分析枠組みを止揚し、それぞれの地域社会で生活
を営む学習者（住民）の学習に即して捉えようとした
ところにあった。この連関を示したのが【図２】であ
る。
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【図２ 】実践分析枠組みの四類型（１）と地域志向型
博物館実践（２）との関連

　それでは、住民の学習内容を見れば、「フォーラム」
論がそれ自体の論理展開では追究し得なかった学習者
の平和博物館実践の根拠を析出することができるだろ
うか。このことを解明するためにも、本章では岡記念
館を対象として考察していくこととしたい。

（２）岡記念館の概要と先行研究

　岡記念館は、岡正治（1918-1994）が代表を務めた「長
崎在日朝鮮人の人権を守る会」（1965年に結成し現在
に至る。以下“守る会”と言う）を母体に、朝鮮人被
爆者に関する調査活動を基盤にした一連の学習活動の
延長に設立された長崎にある施設である。
　1933年、海軍電信兵の試験に合格した岡は、15歳よ
り主に広島を拠点とした生活を送っていた。日本福音
ルーテル神学校を卒業した1956年、38歳のときに長崎
県ルーテル教会の伝道師として来崎し、以後その生涯
を長崎の地で牧師として活躍した。1971年より12年間、
65歳まで長崎市議会議員として、その後援会となった

「生きる権利を市民の手で！市民連合」を通して福祉
や財政の問題にも力を注いだ。施設開設に向けて募金
活動を開始した1994年、自宅で風邪をこじらせ、施設
開設を目にすることなく75歳で急逝した48。施設名の

「岡まさはる記念」は、岡とともに開設準備に取り組
んできたメンバーたちが遭遇したこの出来事に因んで
いる。
　岡記念館は、長崎市西坂の元中華料理店であった建
物を購入し、その建物を改修した簡素な施設を開設当
初より構えている。受付は地域住民の有志が担い、会

員で組織する協議会が運営に当たり、2001年より
NPO法人格を取得している。ローンを組んで施設を
開設したため、専従職員は置くことはできない49。
　会員には年数回発行される会報「西坂だより」が頒
布される。会報が60号に達した2011年時点、総会での
議決権を有する正会員は119名である50。法人格取得
後、学校教育の修学旅行においても訪問される機会が
多くなり51、岡を教材として扱った授業実践も紹介され
ている52。岡記念館の理事で岡とともに調査活動に取
り組んできたメンバーの実践（以下“岡実践”と言う）
紹介によれば、そこには地域志向型博物館実践の基盤
となる要件である下記の動態的特色が認められる53。

　・ 展示を含め、展示に留まらない学習活動が展開し

ていること

　・ 行政や営利企業の支援を直接受けずに「市民が創

った資料館」であること

　・ 地域社会において「集い・学び・行動する資料館」

づくりを目標に実践していること

　岡とともに調査活動に取り組んできた理事たちも指
摘するように、岡記念館には「良心的兵役拒否青年の
受け入れ」や「南京へ学生を派遣する『日中友好・希
望の翼』」（以下“希望の翼”と言う）、「南京大虐殺生
存者証言集会」（以下“長崎と南京を結ぶ集会”と言う）
など、「機能主義博物館」観という形態から演繹する
限りでは必ずしも描ききれない実践が展開している。

　　 　原爆資料館とともに見て学び、行動する平和教
育、社会教育の場であり続けたいと願っている54。

　岡記念館を対象とした先行研究においても共通して
いる点は、学習者自身が展示を含めた諸々の活動をつ
くり出していることに価値を見出している点である。
なかでも山根の議論は“平和博物館”の一事例として
自覚的に岡実践に注目した研究であった。

　　　原爆の朝鮮人・中国人の被爆者の展示は、岡正
治と岡の死後に平和博物館を開設した彼の支援者
たちの調査に基づいている。長崎における朝鮮・
中国からの強制労働者の展示もまた、平和博物館
のメンバーたちの調査に基づいているオリジナル
である。（中略）家事をしている人など一般市民
は受付の役割を果たしており、多様な方法で平和
博物館を支えてきた。若いドイツの良心的兵役拒
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否青年が2007年以来、そこで働いていることは興
味深い。例えば、ドイツのオルデンブルグから来
た若者は、受付・清掃そして講師として働いてお
り、平和博物館によって送られたチラシによると、
彼は教育文化会館で６月27日に「記憶と無知の文
化」という講義をおこなった。長崎の彼の生活は
長崎市民によって支えられている55。

　　　展示の使用に加え、中国人の訴訟の支援、南京
大虐殺の被害者の招聘、中国への訪問、小旅行を
通した市民や若者の教育など、市民たちは日本と
他のアジア諸国との間の平和と和解を推進するた
めに活動した56。

　この一年後、高麗博物館で学習している李素玲は岡
記念館を訪問し、その展示の背景に「地道で真摯な活
動」が在ることを明らかにしている。

　　　これら（引用者：岡記念館の展示）の中でとり
わけ「朝鮮人強制連行」と「中国人強制連行」は、
追跡調査・聞き取りによる検証に基づく展示であ
り、同館の主要展示の一つであるように見受けら
れた57。

　　　開館以来、同資料館は中国との友好関係を進展
させてきた。長崎における中国人強制労働問題か
ら中国への侵略に係わる「南京大虐殺記念館」と
の友好館提携（2000年）、第731部隊罪証陳列館と
の友好館提携（2005年）により、「南京大虐殺」
コーナーでは、南京の虐殺記念館より提供された
写真による展示が見られる58。

　　　これまでも同資料館は、実態調査や被爆遺構保
存運動において市民運動の先頭に立ってきた。戦
時下、長崎市を取り巻く山間に掘られたトンネル
は軍需工場として用いられ魚雷や銃弾が製造され
ていた。その一つである三菱住吉トンネル（三菱
兵器製作所）は、資料館をはじめとした市民運動
により、その一部がこの３月より保存され一般公
開されている59。

　　　在日朝鮮人問題から始まり、中国との友好関係、
ドイツを中心とする良心的兵役拒否者の受け入
れ、韓国からの客員研究員の受入れ事業へと進展
してきた。長崎においては、幅広い市民運動によ
り行政をも動かす平和発信の役割を担ってき
た60。

　そしてこれらの背景には、岡たちの学習の到達点と

して「日本の加害責任を明らかにし、政府に戦後補償
の実現をさせるために、資料館を建設するという構想」
が在ったことを明らかにしている61。
　とはいえ、山根の議論は「市民」が平和のための諸々
の実践をつくり出していることを析出することに価値
が置かれ、李の議論は展示の背景にある「活動」とそ
の基盤である「運動」を媒介にした展示実践の紹介的
要素が強いため、岡たち学習者の学習内容の必然性は
充分に分析されていなかった。本稿ではこれらの先行
研究を踏まえたうえ、岡実践の展開過程を描くにあた
り、実践の生成の必然性に留意して分析していく62。
そのことによって長崎の抱える地域課題・地域社会の
平和問題との関連で、岡実践の学習内容を評価し得る
と考える。

（３）長崎における地域課題と岡実践の位置

①三菱資本と長崎への原爆投下

　長崎は三菱の企業城下町として成長してきた。近代
日本の産業革命とりわけ1880年代以後、後に日本の三
大財閥の一つとなる三菱は、それまで外国産に頼って
いた軍艦の国内製造を造船奨励法（1896年）などの手
厚い保護を受けながら遂行することにより、その資本
を拡大してきた。これにより、長崎の全労働者の85～
90％が関連企業で雇用され、市行政の重要ポストも三
菱に関係をもつ人が就くことが多くなった63。岡記念
館が調査で明らかにしたように、三菱は朝鮮・中国人
の強制連行をおこない、炭鉱などで強制労働させた64。
そしてアメリカは1945年８月９日、この三菱を標的に
原爆を投下した65。
　長崎市によれば、当時の被害は死者数73,884人、重
軽傷者74,909人であるという66。しかし当時の被災状
況については、解明されていない部分も多く、明確な
数字で原爆による被災状況を把握することは難しいの
が現状であった。

②原爆による被害からの復興と救援・支援体制

　『長崎県史』67によると、８月22日に県による応急的
な復旧が開始され、10月４日に市は復興委員会の開設、
都市計画の作成にはいっている。1946年６月に都市ガ
スの一部供給が始まり、12月には、長崎日日新聞が発
足した。市バスの運行については1949年までかかった
という。　
　都市計画によって原爆被爆からの復興が進む一方、
被爆者に対する公的な対策や支援は、より遅れていた。
原爆被爆直後の救護活動は戦時中に制定された戦時災
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害保護法に基づいておこなわれていたが、救護支援が
２か月と定められていたため1945年10月に終了する68。
そのため被爆者は、自己負担で医療機関にて治療を続
けざるを得なくなった。その後、市民運動の働きかけ
によって、原爆被爆による医療費の全面国費負担につ
いては1957年の「原子爆弾被爆者の医療等に関する法
律」（原爆医療法）が、また生活支援については1967

年の「原子爆弾被爆者に対する特別措置に関する法律」
（原爆特別措置法）が、それぞれ制定された。「外国人
被爆者」の実態把握や援護の対策は、日本人被爆者よ
りさらに遅れていた69。そのなかでも圧倒的に多いと
されるのが朝鮮人被爆者であった。

③長崎原爆資料館

　1949年４月、長崎市は市民の声に応えるかたちで原
爆資料保存委員会を設立し、長崎市原爆資料館という
名称で原爆被爆資料の収集と展示活動をおこなってい
た70。朝鮮戦争勃発を背景に長崎から被爆遺物が回
収・撤去されていったことにともなって被爆資料への
関心が高まり、収集と保存の必要性が唱えられ、同委
員会は集められた資料を展示していた71。その特徴と
して市民レベルの活動があったと言われる72。この活
動を引き継いだ国際文化会館は、1949年の長崎国際文
化都市建設法に拠って建設計画が進められ、1955年に
開館した。国際文化会館は結婚式場も兼ね備えた多目
的施設としての役割が強かったが、その後、展示スペ
ースを拡充し、図書や視聴覚機器を整備していった73。
　国際文化会館の名称を現在の名称に改めた長崎原爆
資料館は1996年、施設の老朽化を一つの背景に、展示
機能充実を目的としたリニューアルの検討をおこなっ
た。長崎原爆資料館の展示における戦争の記憶の継承
を分析した深谷直弘によると、国際文化会館時代は資
料が雑然と並んでいる状態であったが、現在の長崎原
爆資料館は、子どもを対象に、歴史的背景や被爆直後
の当時の様子など、被爆の実相をわかりやすくするね
らいのもと展示が構成されていると言う74。
　施設の建て替えに伴うこの展示の検討が進むなか、

「15年戦争」の加害展示を焦点にした論争が起こった。
長崎の被爆と関連する日本のアジア地域への侵略や加
害の歴史認識の相違による論争である。これまで長崎
原爆資料館における加害展示を焦点にした論争につい
て言及している論者に鎌田定夫と吉田菜美がいる。鎌
田は「15年戦争」の加害性を展示に反映させるべきで
あるという立場から、そのような展示を拒否する立場
からの論調を批判的に捉え、論争を整理している75。

吉田は新聞記事やインタビューを用いて、原爆の「記
憶」とその表現の観点から、その論争を分析してい
る76。これらの研究によれば、新聞報道を契機に長崎
原爆資料館は、展示に使用されていた写真や映像の信
憑性が問われ、キャプションを修正せざるを得なかっ
たことがわかる。また、後述するように、岡たちが組
織した守る会をはじめとする長崎に暮らす住民たちが
これまで要望してきた外国人被爆者たちとともに生き
ようとする視点も「証言コーナー」の一角で紹介され
るに留まった。彼女／彼らが長崎に連れてこられ、被
爆せざるを得ない状況をつくりだした歴史的背景は十
分に描ききれなかったのである。
　このような国や市の被爆実態の把握のなかで、長崎
において、これまで解明されてこなかった朝鮮人被爆
者の被爆実態の把握とその問題解決に向き合った岡実
践が生成してきたのである。

（４）岡実践の展開過程

①岡正治の抱えた矛盾

　アジア太平洋戦争中、岡は軍国主義的教育に染まっ
た側面がある一方で、戦争の後半に入ると、身近な人
の死と、戦時中に亡くなった兄から教わったキリスト
教によって戦争に抵抗した。岡は出兵中に幾度か傷を
負っているが、その度に聖書との対話をおこない、戦
争に批判的な意識を持つようになる。広島の江田島の
海軍兵学校教員時代、戦争への抵抗から御真影拝礼と
神社参拝を拒否するが、広島・長崎の被爆体験を経て、
戦争に抗えなかった自らへの贖罪的意識が形成され
た。岡は、戦時中のこの抵抗を「消極的なものにすぎ
ず」と述懐し、戦後も納得できなかった。戦時中より
抱えたこの矛盾が運動の原点にある。

　　　実際のわたしの抵抗は、ただご真影拝礼と神社
参拝を拒否するという程度の消極的なものにすぎ
ず、相変わらず軍人勅諭の謄本に敬礼し、キリス
ト者軍人として毎日忠実に三人称を用いて海軍生
徒教育に従事していた77。

　岡が長崎ルーテル教会に赴任した1956年当時の教会
は、戦時中の体制への加担を教会の維持・存続のため
に必要だった旨を表明していた。

　　　アジア侵略戦争に加担し、協力した「加害者」
の立場を認めず、キリスト教会という団体を存続
させるために苦心してきた「被害者」に仕立て上
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げる、まことに卑怯な自己弁明に終始しているで
はないか78。

　岡はそうした教会の自己保身的な態度に異論を唱え
ていた。岡は、教会は「闘う使徒」を送り出すべきだ
という考えをもっており、キリスト者社会問題研究会
の事務局長を務め、日米安全保障条約の更新に関わる
デモなど（以下“安保闘争”と言う）に積極的に参加
していた。

　　　わたしたちはキリスト教的知識人や社会批評家
になることではなくて、生活によってキリストの
証人となることである。従って、わたしは社会活
動、反戦と平和運動を支点として、教会の存在理
由をみずからに問いかけながら、そこから新しい
教会を形成し、新しい伝道の分野と姿勢を開くこ
と－それが生きた教会の伝道のあり方であると確
信、長崎の地でこの道に生涯をかけた79。

　戦争に対する抵抗の意思がありつつも、それに加担
をして生きざるを得なかった戦時中の体験が、岡の実
践の原点にある。

②矛盾解決の根拠との出会い

　安保闘争当時、長崎県大村市にある大村入国者収容
所（現在の大村入国管理センター。以下“大村収容所”
と言う）には、ルーテル教会がラジオで開講していた
聖書通信講座の受講者会があり、岡は1958年秋頃から
同収容所に出入りし始める80。大村収容所には「不法
入国」とされた韓国・朝鮮から来た人たちが収容され
ていたが、「不法」というのは日本政府の全くの都合
によるものであった。日本政府は、1910年の「韓国併
合」前後からアジア太平洋戦争の終わりにかけて、米
の強制的な供出など、朝鮮半島での生活が困難になる
状況をつくり出した81。彼らは日本へ労働に来ざるを
得ない状況だった。それゆえに、日本に生活の基盤が
あった人が多くいた。アジア太平洋戦争が終わり、朝
鮮に戻ったが、生活の基盤がなく、日本に再び戻って
こざるを得ない人も大勢いた。日本政府は1950年に、
出入国管理法・外国人登録法を制定し、「引続き」日本
に留まった人たちには日本国籍を「与え」たが、上記
のように一時朝鮮に戻った人たちには与えなかった。
さらには、収容所内部の待遇は、関係者との面会の制
限や信書の閲覧など、非常に劣悪なものであった82。
　岡はこの状況に対して、そもそも「与える」という

姿勢がおかしいことと、法律の内容が、日本が犯した
歴史的罪を無視したものであることを指摘した。大村
収容所の職員は、いつも「われわれは法律にのっとっ
て的確に運営している」と形式的な回答を繰り返し、
岡は大村収容所の出入りを禁じられる83。
　岡が、とりわけ朝鮮・韓国の人たちのために運動を
展開するのを心に決めたのも、サンフランシスコ平和
条約で日本が独立を果たし、日本政府が朝鮮・韓国の
人たちにひどい対応をとろうとしたことがきっかけだ
った。

　　 　それはどんなことかと言いますと、この52年の
４月28日に、サンフランシスコ平和条約によって
日本は独立を回復した。日本政府はあの時真っ先
に何をやったかと言いますと、法律126号で、「今
から在日している韓国人は日本国籍はもうありま
せんよ」と、（中略）これを作ってですね。そし
て「永住権を希望するならば差し上げましょう」、
これが126号でしょう。問題はですね、そういう
ように韓国人を排除しておいてですよ、国籍を剥
奪してですよ、その次に何をやったか。（中略）「補
償を上げます」という法律が127号ですよね。そ
こに何と書いてあるか。

　　　「日本国民に限る」と書いてあるんですよ84。

　朝鮮半島の人たちは日本の植民地化で犠牲になった
歴史が背景にあるのに、このような対応がなされた。
岡は戦前、朝鮮半島から来た友人と仲良くしていたの
に、戦況が進むにつれ、彼らに対する差別が激しくな
っていったことを思い返していた85。岡は、大村収容
所の出入りが禁止になってからも、ベトナム戦争に反
対する市民運動「ベトナムに平和を！市民連合」を牽
引していた小田実による「大村収容所解体斗争」のデ
モなどがあるたびに、大村収容所問題に関わり続けた。
朝鮮人被爆者の実態調査をともにおこなうことになる
高實康稔らとの出会いも、大村収容所問題に関するシ
ンポジウムがきっかけであった86。
　岡は大村収容所の待遇問題を追及する過程、守る会
を基盤にして朝鮮から来た人たちに寄り添う長崎にく
らす住民たちの学習を組織していった。

③朝鮮人被爆者から見える戦争システム

　岡が朝鮮人被爆者の問題に関心を抱くようになった
のは、長崎市内の寺院・誠孝院の住職からの手紙であ
った87。内容は、日本政府から預かっている原爆で亡
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くなった朝鮮人の遺骨の法要の案内だった。岡はこの
手紙に衝撃を受け、日本政府が責任をもって遺骨収集
をやるべきだと感じる。
　岡たち守る会は1970年代、これまで未解明であった
長崎の原爆投下で犠牲になった朝鮮人被爆者の実態調
査を求めていく。長崎市議会議員に当選した岡は1970

年代を通して、議会に朝鮮人被爆者の実態調査を求め
た88。本格的な実態調査を自分たちがおこなうことに
決めた直接のきっかけは、市が1981年に提示した朝鮮
人被爆者の実態調査結果89が、自分たちが既に調査し
ていた分だけと比較しても、あまりにも杜撰な内容で
あったためだ。岡たちは1979年、そのことを指摘し得
る調査活動を、実際の朝鮮人被爆者とともにおこなっ
ていた90。
　岡たち守る会は、戦時中に強制労働に従事した朝鮮
人被爆者たちとともに、まず長崎市内を中心に聴き取
り調査をおこない、その結果を1982年に『原爆と朝鮮
人』（第１集）として編纂し、公表した。

　　　従って、日本人被爆者も、朝鮮人被爆者も、そ
の際に受けていた物理的な被害は、全く同様であ
っても、被爆の「質」については、比較し得ない
背景と基盤が厳然として存在する91。

　第１集で明らかとされた「被爆の『質』」の違いとは、
同じ原爆による被害であっても、それを受けるまでの
プロセスが異なるという意味である。日本人被爆者に
とっては、自らの引き起こした戦争の結果であったが、
朝鮮人被爆者の多くは、その過程で展開した植民地化
政策により、戦争遂行のために連れてこられた人たち
であった。そして、その構造がもたらした影響は、前
節で明らかになったようにアジア太平洋戦争後の日本
社会における日常生活においても継続していたためで
ある。続く、1983年発行の第２集では、調査範囲を島
嶼部に広げ、とりわけ強制労働のリンチの実態を明ら
かにした。

　　　明日仕事に行かない人は届けを出させるわけで
すが、なまけていると思ったんでしょうね。朝鮮
人の医務室で、一人の人に電気ショックを与えて、
次の人にまでしました。両方のこめかみのところ
に少し水をつけて、そこへ電灯線から引いた電線
をくっつけるのです。後の人は、アイゴーアイゴ
ーと泣いて（後略）92

　第３集（1984年発行）は、前２集までの実態調査の
まとめで、日本政府も牽引していた「三菱」資本の戦
争との関わりの構造、そしてそこから果たされるべき
責任について追及している。第３集では、そこに加担
していた日本人一人ひとりの責任も追及される。それ
は、証言をしぶる日本人との出会いを通して実感され
ていった。

　　　実際の調査活動に当たって痛感することは、①
当時私たちは朝鮮人を迫害したり、虐待したこと
はない。そのような場面もあまり目撃していない。
②朝鮮人はみな善良な人たちばかりで、日本人と
もなかよくしていた、という「証言」が余りにも
多かったことである。また、戦前、戦時中、町村
役場に勤めていた人、朝鮮人労務者を使役してい
た人たちは多数の市民がすでに証言して明白にな
っている、「飯場等に居住中および労働現場で働
いていた朝鮮人労務者の実数」をきわめて少数に
見積もって「証言」することである93。

　岡たちは、地道で精確な調査を継続していくことが、
朝鮮人被爆者たちとともに生きるための出会いにつな
がり、また責任を背負った日本人の一人として日本政
府に向き合うべき方法であることを自覚し、調査範囲
をさらに広げていった。1986年発行の第４集で端島調
査の結果が明らかにされ94、1991年発行の第５集で長
崎県全域調査の結果が明らかにされ95、その範囲は佐
賀県にまで広がった。岡実践の目的は、日本人一人ひ
とりが加害の歴史に向き合い、日本政府や三菱に責任
を追及する連帯（朝鮮人被爆者とともにある「日本人
総体」）を形成していくことになったと言える96。

　　　日本政府のみならず、被爆者を含む日本人総体
は、侵略と戦争に起因する朝鮮人の受けた一切の
被害に対して明確な加害責任がある97。

④施設の開設─連帯形成の拠点

　以上を踏まえて、岡たち守る会は1984年、長崎市へ
朝鮮人被爆者コーナーを国際文化会館に設置するよう
に求めている98。しかしこのとき、長崎市では十分な
対応がおこなわれなかった。

　　　だからその中で行政に頼まずに自分たちでそう
いうちゃんとした情報を発信するべきだという気
持ちが強くなってきたんですね99。
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　この頃、岡たち守る会の調査活動は長崎県中心部を
飛び出し、その調査の過程で佐世保にある私設の“平
和博物館”である“平和祈念館天望庵”（以下“天望庵”
と言う）に出会う100。天望庵実践との出会いが、岡が

「長崎平和資料館」を開設しようと思った動機であり、
天望庵がそのモデルとなったという101。
　岡は1994年に急逝するが、岡たち守る会は天望庵と
出会った直後から、施設開設に向けた募金活動を展開
していた。岡は、施設開設後の自らの活動の展望を記
した設立趣意書を遺していた102。岡の逝去後、この設
立趣意書をもとに、岡とともに朝鮮人被爆者の実態調
査をおこなった高實らメンバーが中心となって開設準
備は続けられ、1995年10月１日、長崎平和資料館は「岡
記念館」として開設を迎える。
　高實らは、これまでの調査で集められた資料をもと
に、展示を自分たちの力で構成していった。それらは
日本の加害行為を伝える構成で、１階が朝鮮人・中国
人強制連行、２階が朝鮮人被爆者、日本軍「慰安婦」、
731部隊、岡正治について取り上げている。また、１・
２階に書籍棚と資料閲覧コーナーを設け、３・４階は
研修室を兼ねた宿泊室を開設し、現地フィールドワー
クを実施するスタディツアーなどの教育プログラムを
用意した。

⑤東アジアとの連帯

　高實らは岡の遺志を引き継いで、東アジアにいる日
本の侵略により犠牲となった人たちの声に耳を傾け、
彼らの願いをともに実現する活動を組織していく。
1990年代は、韓国の民主化、中国の経済発展などによ
って、人びとが自分たちで直接交流することが可能な
時代となった。また、東アジア諸国から日本（政府と
国民）に対する加害責任の追及が活発におこなわれる
ようになった時代でもある103。こうした状況のなかで、
岡実践も韓国や中国との交流活動が始まる。東アジア
にいる日本の侵略により犠牲となった人たちとともに
在るために、1990年代の開設当初より韓国挺身隊問題
対策協議会の共同代表である尹貞玉を招き、日本軍「慰
安婦」問題について講演会を開いたり、韓国の平和活
動家である盧炳禮の来崎に際して交流したりなどして
いる104。
　1999年には中国を訪問し、長崎の強制連行の証言を
聴きとったりしている105。このような東アジアとの交
流の積み重ねの先に開催できた事業が長崎と南京を結
ぶ集会である106。以後2007年を除き、この集会は毎年
開催している。このような交流の積み重ねは、岡とと

もに調査活動に取り組んだ高實らより若い世代の人た
ちの学習の組織化の基盤となる。

⑥若者たちとのかかわり

　2000年代以後、岡や高實らの学習の蓄積を現在の若
者世代の生活に連続し、東アジアと連帯形成していく
ためにも、若者の学習の組織化は課題となった。
　高實らが2000年、南京にある侵華日軍南京大屠殺遭
難同胞紀念館と岡記念館との友好館提携を契機に開始
した事業が、希望の翼である。この事業は、長崎の学
生を南京に派遣し、現地でフィールドワークや意見交
換などをおこなう学習プログラムが編成されてい
た107。参加した学生たちは南京の学生たちとの交流を
通して、それまで知らなかった事実と直面し、意識に
変化があったことを感想文集にしてまとめている108。
しかしながらこの事業は、学生たちの岡実践への継続
的なかかわりには結びつかず、現在に至る109。
　また、高實らは2004年にドイツの若者と出会った。
彼はまもなくドイツで徴兵を控えており、ドイツで平
和問題を学習する過程で岡記念館を訪問した。高實ら
は、良心的兵役拒否の代替業務として岡記念館で働き
たいという彼からの申し出に応じ、ドイツ内務省と交
渉し、良心的兵役拒否青年の受け入れ事業を開始し、
住民は岡記念館で働く彼らの長崎での生活を応援し
た110。2009年には、韓国で「ヒバクシャ問題」に取り
組む若者・全恩玉を客員研究員として迎え入れた。高
實らは、国境を超えた若者たちとともに連続講演会を
企画・運営し、住民や若者が施設に集まって交流する
機会をつくっていった111。日常活動の拠点でドイツや
韓国から来た同世代の若者が働いていることは、日本
の若者たちの学習にとって有効であったようである。

　　　実はこれ（ドイツの良心的兵役拒否青年の受け
入れ事業）をやると、資料館にとっては非常なメ
リットがあって。やっぱり（地元長崎や日本の）
若い人がそれ（ドイツの良心的兵役拒否青年が岡
記念館で働いていること）によって、結構来てく
れるんですね。で、特に、初代の（ドイツの良心
的兵役拒否青年である）Yさんは、音楽がすごく
好きでベースを弾いていて、ちょこちょこバンド
とかもやったりしていた。で、今度はサッカーが
好きな子、スケボーが好きな子、と（ドイツの良
心的兵役拒否青年の受け入れは続いた）。そうい
う人がいろいろと地元の若者と接して、子どもた
ちがここ（岡記念館）に結構来てくれたりするん
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です。だから、非常にいい効果があったんです
ね112。

　音楽やスポーツを通じて、歴史や国の違いとは関係
ない事柄で、はじめは関係がつくられていた。そうし
た関係が成立した上で、違いの部分にも関心が出てく
る。

　　　ドイツ人のこういった良心的兵役拒否者を一応
受け入れて良かったのは、ここらへんの（ドイツ
の）青年たちが日常的にいろんな（日本の）若者
たちと接しますね。「是非ちょっと片言でもいい
から話に来てくれ」って、小学校でも中学校でも
高校でも招かれると、（ドイツの良心的兵役拒否
青年は）すごくそこでいろんな観察とかしますで
しょ。そうすると、その観察などを話すだけでも、
日本人の学生などにとっては、非常に驚きなんで
すね。つまり例えば、スポーツのときでも、こう
手を挙げて宣誓するとか、あるいは非常によくこ
んな格好（敬礼）をやっていると。それはやっぱ
り、ナチスのあの感じ（敬礼）を受けるというわ
けですよ。そういうことを話すことで、やっぱり
自分たちがやっていることは、そういうことなの
かとか。あるいはきちんと彼ら（ドイツの良心的
兵役拒否青年たち）は自分たちの戦争における加
害性とかをきちんと勉強しているから、そういう
ことをちょっと話すだけでも、すごくやっぱ日本
人の学生にとっては新鮮ですね。初めて聞く話が
多くて113。

　朝鮮人被爆者からアジア太平洋戦争を掘り起こすこ
とで学習を展開した高實らと現在の日本の若者とを媒
介する役割を、ドイツの良心的兵役拒否青年たちは担
っていたと言える。日本の若者は軍隊とは無縁のなか
で生活しているように見えるが、軍隊の経験が身近で
あったドイツの若者から日本の若者の様子（敬礼など
の行為）を指摘してもらうと、日本の若者のなかにあ
る軍隊的なものが対象化される。こうした経験が、岡
や高實らの学習の蓄積を、現在の若者世代の生活に連
続していくことに役立っていた。
　2011年、ドイツでは徴兵制度が廃止され、良心的兵
役拒否青年の受け入れ事業は終了した。同年、全も韓
国で活動家として就職した。岡と調査活動をともにし
た岡記念館の理事たちも高齢となり、岡を知らない世
代の理事も自身の生業のため多忙であり、自分たちだ

けの力量で多くの人たちとともに学習をつくる活動の
場づくりは難しくなってきている。
　現在、理事たちの頭に描かれていることは「専従を
おきたい」ということである。これは、ドイツから来
た若者たちの事例を対比すれば、岡とともに調査活動
に取り組んできた理事たちと地元長崎の住民・日本に
くらす若者たちをつなぐ役割を果たす人の存在を要求
しているとも言える。建物の借金を返還し終われば、
それが可能であるということだ。

おわりに

　岡実践は、朝鮮人被爆者からアジア太平洋戦争を見
つめる一連の学習実践であった。アジア太平洋戦争の
社会関係において、長崎の住民たちが直面してきた長
崎に投下された原爆の被害と、その背景にあった東ア
ジアへの植民地化政策という加害の矛盾は、朝鮮人被
爆者の存在に寄り添う学習を組織化することによって
はじめて解かれていく問題であった。岡実践はその出
自に内在するかたちで、東アジアに生きる人たちの連
帯をつくりだす学習をつくっていくことにあった。以
上から、住民の学習内容に注目すれば、施設を中心と
した「フォーラム」論がそれ自体の論理展開では追究
し得なかった学習者の平和博物館実践の根拠を析出す
ることができることがわかった。
　同時にそれは、近代日本の植民地化政策が展開した
時代からの連続性を有する施設観より生成してきた分
析枠組みの自覚と、平和博物館実践がそれを乗り越え
ていく論理構成を平和博物館研究に求めていると言え
る。それは、学習者自身が地域社会に定着した施設を
創造し、そこを足場にしてさまざまな学習活動を創造
していく学習過程に着目した「CLC」的視点から「フ
ォーラム」論を援用していくような分析枠組みからで
はなく、そうした「機能主義博物館」観を批判的に対
象化する視座を有した「地域志向型博物館」論に内在
している。「フォーラム」論からでは描けなかった平
和の在り方を定める平和博物館実践の根拠は、社会教
育的アプローチに立脚する「運動」から「CLC」的視
点を基盤に据え、住民の学習内容に寄り添う地域志向
型博物館実践を分析枠組みとすることによってはじめ
て描けるものとなる。

付記

　本論文は、2011-12年度日本社会教育学会「若手会
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員の萌芽的研究及び研究交流の奨励に関する助成」に
もとづく「平和博物館の実践的展開可能性の検討」研
究グループ（研究代表：栗山究／研究メンバー：阿知
良洋平・栗山究・日高昭子）の共同研究の成果であり、
長崎および岡記念館の訪問調査は2011年３月から７月
にかけて実施した。研究グループの活動概要は、栗山
究・阿知良洋平・日高昭子「社会教育の視点から見た
平和博物館実践の分析枠組み」（前掲、138-139頁）を
参照いただければ幸いである。
　また、共同研究においては、岡記念館、ナガサキピ
ースミュージアム、長崎原爆資料館、天望庵に関係す
る皆さまならびに2013年５月に東京で開催した研究会
参加メンバー各位にお世話になった。これらの人びと
との関わりなくしては、本論文は完成を見なかったも
のである。衷心より謝意を申し上げる次第である。
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１．はじめに

　2013年度年間行事予定表から、「高１  広島・長崎
平和研修旅行」が姿を消した。中学校の教育プログラ
ムで、日本と世界・現在と過去の平和の危機を知り、

「平和」とは何かを考え、高校３年間で、「平和構築に
貢献できる人材」を育成する。それが、本校のめざす
生徒像「世界に通用する18歳」につながる。そのよう
な想いで、中高６ヵ年で実施する平和学習プログラム
を整備してきた中での悲しい出来事であった。
　高校１年次に行われていた「広島・長崎平和研修旅
行」は、広島・長崎の悲劇を目の当たりにし、平和の
意味と平和の危機を実感するだけではなく、広島・長
崎が抱える今日の課題に目を向け未来に平和をつなぐ
取り組みとして設定されていた。位置づけとしては、
中高の平和学習を接続する役割を果たしてきた実践と
なる。そのため、「観光旅行ではない広島・長崎平和
研修旅行」を研修テーマに据え、半日自主研修では、
現地の高校生との平和をテーマにした討論会の実施
や、生徒が主体的に対象者を見つけ、現地で「平和」
をテーマに取材活動を行った。研修終了後には、フォ
トエッセイを作成し、広島・長崎で学んだことを広く
発信するなど、現地での研修活動も多岐にわたり、高
校１年生の研修として、定番化目前のものであった。
　しかしその反面、研修の質を維持するため、入念な
事前学習が必要であり、事後のまとめとあわせて相当
数の授業時数確保が必要であった。今年度の広島・長
崎平和研修旅行廃止をめぐる議論の出発点は、授業実
施の時間確保を目的にした、大型宿泊行事の精選であ
った。その背景には、本校における、次のような校内
事情がある。2012年度、高校に引き続き、中学にも特
進クラスが設置されると、中高６ヵ年を見据えた進路
指導の充実が学校全体のミッションとして、より強く
要求されるようになった。高校３年次をのぞいて、中
高６ヵ年で、５つの研修旅行プログラムを実施してい
た経緯もあり、議論の末、平和学習の意義に一定の理
解が示されたものの、高校１年次では、十分な授業時

数確保による、「落ち着いて学習する雰囲気づくり」
が必要という判断から、広島・長崎平和研修旅行の廃
止が決定された。
　「今、平和を実感できているという感覚が当たり前
であり、平和学習は必要なのかという意識が広がりつ
つある。」「平和学習というと、社会科で扱う内容だと
思い込み、平和学習が人間の尊厳を学ぶ教育そのもの
の姿であると理解されていない。」「平和学習の価値が
職場で共有化されていない。」「平和学習イコール反戦
思想教育という印象があり扱いにくい。」「そもそも平
和とは何なのかイメージしにくいため取り組めない。」
　これらは、今年の夏に本校教員向けに実施した、平
和学習に関するアンケートに対する回答である。本校
の平和学習のカリキュラムにとどまらず、日本の平和
学習全体を取り巻く現状と課題について、的確に御指
摘をいただいた格好である。これらの回答にもあるよ
うに、今日平和学習は、その存在意義について、議論
を尽くすべき時を迎えている。本校で起こった、広島・
長崎平和研修旅行をめぐる議論が良い例である。本校
が、平和学習の存在意義について議論する段階に入っ
ていることは明らかである。以下には、近年本校で実
践してきた平和学習の取り組みをいくつか紹介しなが
ら、今後の展望について述べておきたい。平和学習を
未来志向でつないでいくために。

２．中学での取り組み

＜例１＞【中１　国語教材】
実　践 ：『碑　広島二中全滅の記録』（東京書籍）
担当者 ：（主）国語科　（副）社会科
時間数 ：授業８時間　被爆講話２時間
内　容 ：国語教材『碑』を理解する国語の授業を軸に、
被爆体験講話など、授業内容を深化させるプログラム
を国語科・社会科・当該学年団でサポートし、同時展
開した。
　（１）授業前の課題レポートとして、各自で広島と
原爆投下についてのレポートを作成した。（２）被爆

慶祥の平和学習

山 口　 太 一
（立命館慶祥中学校・高等学校教諭）



－ 52 －

立命館平和研究第15号（2014.3）

体験講話の前に、社会科の授業を利用して、当時の時
代背景について特別授業を実施した。（３）北海道被
爆者協会の「語りべ派遣事業」を利用して、被爆体験
講話を実施した。（４）これらを実施しながら、国語
の時間では、教材として『碑』を使用した授業を行っ
た。
まとめ ：戦争を題材にした国語科教材は多く見られ
る。また、被爆体験講話を聞くという取り組みも同様
である。それらを複合的にあつかうことで、より、戦
争の悲惨さに共感できるよう、相乗効果を狙った実践
である。２つの教科会議での合意と、学年団の協力を
要するため、事前準備では合意形成に苦労もあったが、
取り組みの主旨に対して御理解をいただき、実現に至
った。授業のまとめとして、「広島ニ中から慶祥生へ
のメッセージ」と題して、もしあなたが、作品中の二
中の生徒だったら、現代の子どもにどんなメッセージ
をなげかけるかという課題を設定して作文を作成し
た。教材の中にいる同世代の子どもたちに、どれだけ
共感できているのかをはかるための実践である。添削
の結果、歴史的事実をふまえ、広島の悲劇に共感でき
ている様子が見られ、高く評価できる作品が多かった。

＜例２＞【中３　社会　長期休暇課題】
実　践 ：『戦争をかたりつぐレポート』
担当者 ：社会科
時間数 ：夏季休業中の課題
内　容 ：中学社会科の歴史分野のまとめとして、「ア
ジア・太平洋戦争」についての学習で実施している（中
３夏休み課題）。普段は、当時の国際関係を重視し、
広い視点で学ぶことの多い戦争の悲劇について、その
時代を生きた１人の人間の一生と、戦争にまつわるエ
ピソードを入り口に視点を変えて考える実践である。
自分が探した人物をとおして、戦争を捉えなおすこと
で、過去の戦争と現代を生きる自分の距離を縮めるた
めの取り組みである。具体的には、B４サイズ１枚の
用紙に、身のまわりにいる戦争に関わった人物１名探
し、取材を行う。または、過去の人物について取り上
げる場合は、書籍や資料をもちいて調査し、レポート
することにしている。
まとめ ：この実践の興味は、（１）それぞれの生徒が、
どのような人物を探し当てレポートするのか、（２）
加害・被害どのような立場をクローズアップするの
か、（３）戦時中の人物と現代を生きる自分をどうリ
ンクさせるかが読み取れるところにある。また、作品
を掲示し、鑑賞する時間を設け、仲間との共感が得ら

れることで、学習効果が高まると考えている。
　課題に取り組んだ生徒からは、「１人の人物の悲劇
を追うことで、戦争で犠牲になった方々全体の数に対
する重みがかわった。」「調査をまとめていく中で、戦
争の悲劇が自分ごとにように感じられた。」という感
想が寄せられた。

　【生徒の調査　一部紹介】
・祖母（釧路空襲）　・親戚（網走空襲）
・祖母（サハリン）　・坪井直さん（広島）
・島田叡さん（前沖縄県知事）
・伊波園子さん（ひめゆり学徒隊）
・大河原孝一さん（戦争加害の歴史）

　【道内で従軍していた方への取材レポートより】
　調査をすすめていくうちに、自分の目の前で多く
の仲間を失ったこと、それが今でも夢にでてくると
いうお話が印象深かった。戦争が多くの心の傷を残
すことを改めて実感した。戦争で、私たちが住む北
海道も大きな被害を受けていることを今まで認識し
ていなかったが、今回の調査で多くのことがわかっ
た。この事実を受け止め、忘れぬようにしよう。

＜例３＞【中２　美術　製作】
実　践 ：バルサタワー
担当者 ：美術科
時間数 ：製作時間　14時間
内　容 ：バルサタワー製作とは、高さ20cmほどのバ
ルサ材に、自分が表現したいデザインをつけ加工する、
美術の授業課題のことである。デザインを決める過程
で、「コンセプトシート」を作成し、自分のイメージ
を徐々に具体化していく。バルサタワーの製作では、

「平和」をテーマにコンセプトが練り上げられ、「平和」
をイメージした多くの作品が誕生している。　
　このように美術の制作活動をつうじて、平和のイメ
ージを具体化していく作業は、自らが「平和」に歩み
寄り、様々な解釈を与えていく工程をともなうため、
自分の中にある「平和像」をとらえなおす機会として
意義深い。また、2011年度には、中１美術の鑑賞教材
に「無辜の民（本郷新）」が採用されるなど、美術科
として芸術と平和の関係性を重視し、授業をとおして
平和を考える機会が生徒に提供されている。
　さらに、このような美術科の実践は、平和学習の実
践が社会科教育の枠を超えて、本校において広がりを
見せ始めた先行事例として、大きな意味を持っている。



－ 53 －

慶祥の平和学習（山口　太一）

まとめ ：生徒が様々なイメージで「平和」をとらえ、
作品化することで、個性豊かな作品が数多く誕生した。
バルサタワーは、例年実施している、立命館国際平和
ミュージアムの附属校平和教育実践展示の中でも紹介
している。美術科の協力により実現した、平和と芸術
をテーマにしたバルサタワーの展示は、来館者の方々
から、例年高い評価をいただいている。
　芸術の成り立ちと「平和」は、切り離して考えられ
ないものであり、美術を出発点に音楽や体育など、ま
だ平和学習の事例発表の少ない分野についても、今後
その可能性を検討してみたい。

バルサタワー（国際平和ミュージアム附属校平和教育
実践展示より）

＜例４＞【中３　学年実施　討論】
実　践 ：『明日を語ろう～地球市民のつどい～』
担当者 ：学年教員団　社会科
時間数 ：事前学習３時間　討論会２時間
内　容 ：2009年度から実施してきた、中学平和学習
の象徴的取り組みである。３年間で学んだ社会科学的
な知識をもとに、改めて「平和とは何か」を問い、多
様性があるとされる、平和の定義に挑戦している。事
前学習（３時間）と生徒発表にゲストを交えての討論
会（２時間連続）をあわせ、全５時間の実施計画で、
例年実践されている。年度によって、生徒が考えるテ
ーマの設定や、参加していただくゲストは異なる。過
去には、本校に留学中だった各国の学生８名を交えて
の「平和」をテーマにしたパネルディスカッションや、
地元で活動するミュージシャンを招いてのミニライブ
付講演会など、年度によって、様々な工夫がなされて
きた。以下に、2012年度に実施した、「第４回明日を
語ろう　～地球市民のつどい～」の様子をその実施例
の１つとして紹介する。

（１）第４回討論会のゲスト　
・上野隆三氏（立命館大学文学部）
・西脇佳代氏（JICAセネガル派遣団）
・林千賀子氏（札幌弁護士会）
・箭内　健氏（立命館慶祥社会科教諭）
　※所属は2012年当時のもの

（２）実施内容　
【実施　１～３時間目】
　２週にわたって時間を確保し、中３各クラス（全４

クラス）に対して設定した、「平和を考えるための４

つのテーマ」についてそれぞれ議論した。（授業４時
間目の発表へ向けて）また、例年、テーマの設定につ
いては、本プログラムのコーディネーター（過去４回
については社会科教員が主に関与した。）が、原案を
学年の会議体に提案。学年教員団と協議することで、
設定され生徒にリリースされている。
【実施　４・５時間目】
　実施４時間目・５時間目は連続で100分（50分授業
×２回分）の授業を確保して実施した。前半の１時間
は、各教室で設定されたテーマについて、ここまで議
論されてきた内容のプレゼンテーションをおこない、
当日参加していただいたゲストの方々に、講評をいた
だいた。後半の１時間は、集会場に場所を移して、学
年全体で、ゲストの方々と「平和」をテーマにパネル
ディスカッションを実施した。

各ＨＲで実施した生徒発表の様子

（３）４つのテーマ（設定のねらい）
１ 、「緊迫する日中間の領土問題を平和的に解決する

方法を考えよう。」（身近な紛争事例を取り上げて平
和的解決手段を考える。）

２ 、「世界の平和のために活躍する人がいます。それ
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を調べ、あなたができることを考えよう」（紛争の
平和的解決の実例を調べることで、『私たちには無
理』の思考からの脱却を図る。）

３ 、「学習してきた戦争の悲劇を振り返り、戦争を防
ぐためにはどうすべきだったか考えよう」（過去の
戦争を分析し、平和的解決のためにどのような選択
肢があるか考える。）

４ 、「平和憲法を持ち、平和国家を宣言する日本。し
かし、日本は平和と言えるか考えよう」

　（日本が平和であるかを再検討することで、世界と
日本の平和の危機を接合する。）

学年全体で実施したパネルディスカッションの様子

まとめ ：社会科・国語科・美術科・道徳科など、本
校では、中学の教科教育の中で、「平和」を考える機
会が多く設定されている。また、中２で行う京都研修
旅行の際には、立命館大学国際平和ミュージアムでの
展示の鑑賞や、館長の平和講義をお聞きするなど、そ
の知識を深める機会にも恵まれている。それらの学び
をまとめる取り組みとして、この実践は役割を果たし
てきている。2012年度の中学生にとっては、この取り
組みは、決して簡単ではないテーマ設定での議論にな
ったが、生徒の意見表明の内容は興味深いものばかり
だった。また、最終回に様々な立場で、実社会で活躍
されているゲストの方々の「平和観」や、「平和実践」
を聞くことで、今後の学びの動機づけの機会にもなり
えている。2012年度で４回目の取り組みになるが、こ
のプログラムをとおして考えたことを基礎に、高校で
は、平和構築を実践するための知識を学ぶだけでなく、
世界の課題と向き合う機会において、主体的に行動す
る生徒も見られるようになった。なお、2014年度、第
５回「明日を語ろう」では、自分たちが検討した平和
の定義にもとづいて、世界を変えるアイデアを設計す
る授業計画が準備されている。

【生徒の感想シートより】
　平和について、議論を経て自分たちで考え、意見
を発表する良い経験ができました。しかし、このよ
うに考えることはもちろん大事ですが、より意識し
なければならないことは、「行動」です。世界に通
用する18歳を意識して、高校ではより具体的に自分
たちができることを学んでいきたいです。今日のパ
ネルディスカッションでは、様々な立場のゲストの
方々から見た平和の切り口が紹介されました。どれ
も自分にとっては新鮮で、勉強になりました。特に
異文化理解についての討論から、今まで以上にメデ
ィアリテラシーを意識し、正しい情報から正しい判
断ができるよう、情報伝達の中で誇張や憶測が飛び
交っていることに注意しなくてはいけないというお
話が印象的でした。平和学習全体を通じて考えたの
は、「人生」とは、人として生きるという意味だと
いうことです。だれもが人間らしく生きられる世の
中の実現へ向けてさらに学んでいこうと思います。

３．高校での取り組み

＜例１＞【高１　学年実施　研修旅行】
実　践 ：広島・長崎平和研修旅行
担当者 ：学年教員団
内　容 ：実施内容、このプログラムの現状について
は、すでに紹介している。実施３年目となった2012年
には、事前学習として本校を会場に、広島市から坪井
直さんをお招きしての講演会や、札幌市にある北星学
園大学のご協力で、片岡徹先生をお招きしての平和学
特別講義が実現するなど、さらに充実した事前学習プ
ログラムが整備されていた。また、現地取材活動では、
NPO、中国新聞社、広島市教育委員会、市内の高校
などを取材先として自ら決定し、広島と平和の現状に
ついて考えてきた。そのため、例年、生徒が研修終了
後に作成しているフォトエッセイ（次頁参照）は、自
身の広島・長崎での学びを見事にまとめ、発信する力
のある作品ばかりであった。
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＜例２＞【高２　学年実施　研修旅行】
実　践 ：海外研修旅行（※）
（※）ガラパゴスコース、ベトナムコース、タイコー
ス、マレーシアコース、アメリカコース、オランダ・
ベルギーコース、ポーランド・リトアニアコース
担当者 ：学年教員団
内　容 ：世界を舞台に７つのコースから選択し、各
地で設定されたテーマに沿って研修をおこなう。各コ
ースの中でも、ベトナム（戦争学習／枯葉剤リハビリ
施設）、ポーランド・リトアニア（アウシュビッツを
中心とした平和学習）、タイ（YMCAパヤオセンター
での学習）、オランダ・ベルギー（ドイツ国際平和村
での交流／国際司法裁判所見学）などのコースで、平
和学習の特色が強くでており、現地で訪問する施設で
の活動や、施設への具体的支援策について議論がなさ
れ、様々な活動が行われてきた。中学段階で獲得した、

「戦争がなければ平和とは、言い切れない。」という理
解のもと、世界で見られる人間の尊厳にかかわる事態
に直面し、私たちに何ができるのかを考え、行動する
研修機会となっている。2012年度の取り組みでは、ド
イツ国際平和村での研修プログラム（※）を計画した、
オランダ・ベルギーコース派遣団が、JR札幌駅前で

街頭PR活動を行い、ドイツ国際平和村の活動の理解
と、現地施設への支援を訴える活動で成果を残した。

（この様子は北海道新聞にも掲載された。）また、札幌
UNESCO協会のご協力のもと、帰国後に現地で目の
当たりにした事実を映像編集する活動も行っている。
具体的には、映像と音声によるナレーションを自ら担
当して作品を完成させ、公開している。

（※）【ドイツ国際平和村プログラムについて】
　本プログラムでは、現地を訪問しスタッフの方か
ら平和村設置の意義・目的についてレクチャーを受
けている。その後、施設内で、紛争被害者として傷
つき、現在リハビリ治療を受けている子どもたちと
交流した。2012年度研修参加生徒は、「世界の課題
に目をむけ、平和について考えて欲しい」という思
いから、街頭で同施設のPRを行うとともに、施設
の運営資金のカンパを募った。また、同施設で歯ブ
ラシが不足しているという現状を知り、企業20社に
物資提供を求める行動をとり、約６千本の歯ブラシ
を施設に無償提供することに成功した。

まとめ ：本研修は、中学段階での実践や、広島・長
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崎平和研修旅行をきっかけに、「平和」の定義を考え、
それを「戦争がないこと」にとどまらず、広義のもの
としてとらえたために、各研修先が抱える課題や、実
際に目の当たりにした世界の現状を、平和の危機とし
て受け止められていることを出発点とし、共感する力
を原動力に具体的行動を計画する機会となっている。
このような取り組みから、各地で大いに刺激を受け、
平和構築に貢献できる人材として必要な知識や技量に
気がつくことができている。いわば、「世界に通用す
る18歳」への大きなステップとして、役割を果たして
いるプログラムである。

＜例３＞【高３　選択科目　アジア学】
実　践 ：高３　選択教科
担当者 ：山口　太一（2012・2013年度）
時間数 ：年間３単位（50分授業＋100分授業）
内　容 ：2012年度に、立命館大学内部進学希望者を
対象に設置された、特色教育カリキュラムである。選
択受講制になっており、事前に公開しているシラバス
をもとに、アジアの現状理解や、社会学や平和学の基
礎を学ぶ。過去２年間は、平和構築に貢献できる人材
育成のための特化した本プログラムの計画に共感し、
興味関心のある生徒が受講している。
　講義では、４月から６月までの予定で、平和学や社
会学の基礎を学びながら、それらをファンダメンタル
として、社会科学的な視点を身につけることに時間を
割いている。また、グループ課題とプレゼンテーショ
ンの機会を早期に設定し、発表スキルの育成も視野に
入れて準備している。前期終盤へ向けては、実際に教
育研究の場で様々な実践を行っている方をゲストに招
き、特別講義を行っている。
　2013年度は、立命館アジア太平洋大学から淵ノ上英
樹先生（平和構築学入門／法の支配をどう考えるか）、
井口由布先生（マレーシア／多民族文化国家の構造）、
北海道大学大学院から渡邊悌二先生（ネパール・ヒマ
ラヤ地域／中央アジアの自然環境保全）、北星学園大
学から野本恵介先生（ベトナム／社会主義体制の理解
と今後の展開）、札幌に拠点を置くNGOより、大東利
章先生（インド／不可触民、に対する生活再建のため
の現地支援活動とカーストによる伝統的差別の壁）、
により計７回（700分）、各先生方ご自身の研究領域か
ら導き出された問題提起や、それら諸課題への具体的
な解決のアプローチについて、実践を踏まえて、特別
講義を実施した。

まとめ ：生徒にとって本講座は、日ごろ学習してい
る知識を深めるだけではなく、実際に平和構築に何ら
かの形で貢献している方々と会い、話を聞くことで、
平和の課題を自らの課題とし、主体的に行動していく
きっかけにもなっている。例えば、後期は、生徒自ら
がアジアをフィールドに、紛争事例の平和的解決方法、
アジア地域における支援のあり方など、平和の危機と
感じられる場面について課題設定し、その中で「私な
らどのような貢献ができるか」について発表と検討を
重ね、年間の講義を終えるよう計画している。ここで
検討したことを、大学における「問い」として暖めな
がら、学問を深めて欲しいと期待している。また、本
講座を利用して、本校における新たな平和学習の教材
開発を行っている。

４．まとめ

　─本校における平和学習の到達点と課題─

　以上のように本校では、中高６ヵ年の様々な場面で、
平和学習といえる取り組みを積極的に実践してきた。
これら１つ１つの実践については、各担当者の創意工
夫により、事後に実施したアンケートにもとづく検証
で、どれも高い評価を得ている。例えば、昨年度中学
３年生で実施した「第４回　明日を語ろう～地球市民
のつどい～」では、参加全生徒対象のアンケートによ
ると、プログラムに対する生徒自身の活動評価で、96

％の生徒が「意欲的に本プログラムに取り組めた」と
回答している。このように平和学習をテーマにした取
り組みが６ヵ年で体系化されたものとして育った背景
には、以下のことが考えられる。

（1） 特色教育の１つとして学校が推進してきたことで
生まれた、平和学習の存在意義。

（2） 社会科を中心に一部の教員を中心に認識され、守
られてきた平和学習の価値。

（3） 中３で過去実施してきたディスカッションのよう
な、平和学習を象徴する大規模な取り組みの存在。

　しかしながら本校における平和学習は、先に示した
本校の教員アンケートの回答でも指摘されているよう
に、その存在意義について、改めて価値を示していか
なくてはならない段階に直面している。そのことを前
向きに課題と自覚しつつ、今後、平和学習の実践を、
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本校において継続していくために、以下の点を整備し
ていくべきであると考える。
　１つには、中高６ヵ年の各所で行われているこれら
平和学習実践（または、今後設定される新たな実践事
例）が、各々設定した目的の上にのみ存在するのでは
なく、中高６ヵ年教育の実践として、「継続性」・「一
貫性」を持ったものとして存在すること。また、その
上で、平和学習がもたらす教育的効果を証明すること。
２つには、６ヵ年平和学習の最終的な獲得目標を、現
代社会の情勢にてらして、生徒ならびに教員集団が納
得できるものに再定義することである。
　具体的な方策としては、まず、中高６ヵ年の各所で
行われている取り組みを発達段階に応じた獲得目標ご
とに整理し、中高６ヵ年の平和学習を体系化し、理論
付けること。そのために、各プログラムの「評価基準」
を明確化する必要がある。あらゆる学習活動において、

「ねらいと評価」は一体であるが、平和学習について
は「多様な解釈が可能」である性格上、評価基準が曖
昧にされることも多いのではないだろうか。また、６

ヶ年の平和学習の最終的な獲得目標としては、「紛争
の平和的解決によって対立を乗り越えるマインドを持
ち、平和構築に貢献できる力」とすることが、本校で
は、現在検討されている。これは、現代の平和学習に
対する批判、「平和学習の非現実性・非実用性」に対
する挑戦である。以前より、平和学習に対しては、平
和の危機を学ぶ機会を提供し、学習者に対して心理的
不安を掻き立てはするものの、例えば「戦争体験の聞
き取り学習」などでは、学習活動において、「体験者
からの聞き取り」を重視し、分析的に戦争を学習する
に至らず、「知識獲得」の段階で学習活動を完結する
ことへの批判があった。つまり、結局のところ学習者
に対して、戦争は恐ろしいという印象は与えるものの、
平和への道筋が、雲をつかむような話になるという批
判である。したがって、国際紛争に対する平和的解決
というマインドを育み、その実現可能性を追求する平
和学習の実践をつみ上げていくべきである。本校でも、
紛争に対する平和的解決の知識獲得を、中高６ヵ年の
平和学習の最終獲得目標に据え、多岐にわたってプロ
グラムを準備することで、紛争の平和的解決の可能性
を実感し、行動できる人材＝「世界に通用する18歳」
が育まれることを検討している。
　これらの点を実際に進めていくことについて、幸い
なことに本学園では、立命館大学国際平和ミュージア
ムの研究会のメンバーが、各附属校内で任命されてお
り、各研究委員が、校内で行われる平和学習実践の企

画立案の際に、各担当者と協議する風土が存在してい
る。本校でも、国際平和ミュージアムと連携を密にし
ながら、研究委員を改革の軸に、校内的な議論を経て、
平和学習を取り巻く状況を再整備する計画である。そ
のことが、本校で平和学習をつないでいくための必須
条件である。
　広島・長崎平和研修旅行の廃止にもあるように、平
和学習を推進してきた本校においても、平和学習の価
値（特に戦争体験の聞き取り型学習など旧来から行わ
れてきた実践。）が共有化されていない実態は存在す
る。だが、「グローバル化」が叫ばれるようになって
久しく、本校でもカリキュラムの国際化が進み、グロ
ーバル人材の育成が行われている中で、紛争を平和的
に解決する資質を持った人材の育成が、今後大きな価
値を持つことについては、あえてこの場で説明を加え
る必要はないだろう。「世界に通用する18歳」とは、
世界を知っている18歳をさすものではない。幅広い知
識理解をもとに、主体的行動者としてのアクティブな
マインドを伴って完成するのである。平和学習による
実践がこれからも発展をつづけるよう、教員団で平和
学習をとりまく現在の諸課題に向き合っていきたい。
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１．はじめに

　日本の平和教育は、敗戦後、平和主義を掲げる日本
国憲法と、「平和的な国家及び社会の形成者」の育成
を掲げる旧教育基本法を理念的支柱として発展し、
1970年から1990年代前半にかけ昂揚期を迎えたが、
1990年代半ばより低迷・混乱期を迎えることとなっ
た。竹内（2011）によれば、これは、第一に、「自由
主義史観研究会」（1995年発足）や「新しい歴史教科
書をつくる会」（1996年発足）などによる加害に関す
る平和教育を否定する言説が登場したこと、第二に、
冷戦終結後の日本を取り巻く国際関係の不安定化が続
くことで、「平和を欲するなら、戦争に備えよ」とい
う言葉が現実味を帯び、平和教育の説得力が動揺して
いること、第三に、80年代に高揚した平和教育研究運
動が低迷し始めたことによる。
　いわゆる歴史修正主義の立場による議論は、これま
での平和教育は戦争の悲惨さと残酷さばかりを教える

「戦争教育」であり、「平和教育のパラダイム転換」が
必要だというものである（高橋、1997）。この議論に
ついては批判すべき点も少なくないが、ここでは詳細
に入らず、そこには考慮すべき側面があることだけを
指摘しておく。折しも今夏（2013年８月）、『はだしの
ゲン』に「子どもにとって不適切な表現がある」とい
った理由で、松江市の小中学校の図書館で閲覧制限さ
れていたことが報じられ、大きな波紋を呼んだ。広島
市が広島平和記念資料館の「被爆再現人形」の撤去を
決めたことに対して、市民の反対運動が盛り上がって
もいる。幼児期における平和教育に取り組んできた瀧
口（2011）は、これまでのあり方を振り返り、「幼児
期に戦争の悲惨さを伝えることは、子どもに不安を与
え、トラウマをつくることになるのではないか、とい
う思いがある」（p.200）と述べ、発達段階を踏まえた
平和教育を考えていく必要があるとしている。
　村本は二十数年にわたり臨床心理士としてトラウマ

治療に従事すると同時に、村川治彦や笠井綾らととも
に、アメリカのドラマセラピスト、アルマンド・ボル
カスによって開発された “Healing the Wounds of 
History”（HWH：「歴史の傷を癒す」）を東アジアの
文脈に応用した体験型平和教育プログラムの開発に取
り組み、その成果を公表してきた（村本2010、
2012a、2012b、2014）。その一環として、2012年４月、
立命館大学国際平和ミュージアムにて国際シンポジウ
ム「人間科学と平和教育」を開催し、学際的検討を行
ったが、ミュージアムにおいても、その展示や教育に
よって子どもや若者たちがトラウマを受ける可能性が
あることをどうするか、課題となっていることが確認
された。折しも、HWHをセラピーとしてだけでなく、
教育としても展開し普及させていけたらと考え始めて
いたところだった。
　トラウマティックな場面を間接的に見聞することで
トラウマ反応が起こることを「二次受傷」と呼ぶ。こ
れは衝撃を消化しきれず抱え込んでしまうために起き
るものであり、フラッシュバックや悪夢、繰り返し考
えてしまうこと、眠れない、落ち着かない、不安など
の反応が考えられるが、逆に、感覚麻痺や否認といっ
た心理的防衛メカニズムが働くこともある。その結果、
そのテーマを避けるようになるとすれば、たしかに暴
露型の平和教育が逆効果になることはある。HWHで
は、歴史のトラウマを扱いながら「二次受傷」を防ぐ
ための工夫がなされている。村川（2012）は、客観的
事実の伝達に偏った歴史教育は、戦争体験が生きた感
情抜きに伝えられ、戦後世代にとっては、戦争の記憶
が自らの生と切り離されていく一方で、戦争による暴
力が身体行為レベルで伝達されてきたと考えるが、筆
者らが開発してきた体験型平和教育プログラムは、自
らの生と結びつく形で歴史を学ぶことを目指し、衝撃
的な事実と直面した時、それを感情的に消化するため
のワークに十分な時間をかける。今後、国際平和ミュ
ージアムと協働して、歴史・平和教育に携わる教師、

歴史・平和教育における「二次受傷」をどう考えるか
─立命館大学国際平和ミュージアムにおける平和教育の現状と可能性
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職員、ボランティアが、その教育実践にHWHの手法
や考え方を取り入れることができるようにできたらと
考えた。
　そこで、歴史・平和教育における「二次受傷」の扱
いや子どもたちの発達段階を考慮した歴史・平和教育
のあり方を考えるための第一歩として、現状把握のた
めの調査とHWHを応用した歴史・平和教育従事者向
けプログラムを試行した。

２． 歴史・平和教育における現状 
～生徒と教師へのアンケート調査から

　2006年度４月、立命館小学校が開学し、立命館学園
では小学校から大学院まで平和教育における一貫教育
の展開を可能とする組織体制が整い、国際平和ミュー
ジアムは、単なる平和展示施設としてだけでなく、平
和教育や平和研究の役割を担うことが期待されるよう
になった。そこから、大学教員らも一緒に、歴史・平
和教育に関わる附属校の教師たちの立命館附属校平和
教育研究会を組織し、年２回の研究会を開催して、各
附属校の平和教育に関わる取り組みについて情報共有
し、実践報告書を発行している。この研究会を通じて、
歴史・平和教育における現状を探るため、生徒および
教師たちへのアンケート調査を実施した※１。

２－１　生徒調査から見えてきた現状

　生徒へのアンケート調査は、学園の一貫教育部を通
じて、４つの附属中学校・高等学校の中で、生徒への
事後アンケート実施の協力を呼び掛け、一つの附属中
学校で実施することが決定し、124票を回収した（回
収率93％）。対象となった中学３年生は、昨年2012年秋、
京都研修旅行の一環として立命館国際平和ミュージア
ムを訪れている。直後のアンケート結果を参照すると、
生徒たちの多くが、数々あった企画のなかでもモン
テ・カセム館長の話と平和ミュージアム見学は有意義
だったと回答しており、「時間が足りなかった」との
記述もあった。アンケートには、ひとつだけだが「テ
ーマが重すぎた」という理由で平和ミュージアム見学
は時期尚早と回答しているものがあった。今回は丁度
１年経過後2013年10月に、平和ミュージアムでの学び
がどのように定着しているのかいないのかを問うてみ
た。
　生徒たちは、事前学習として、学校で戦争や平和に
ついての学習をしており、自主的に戦争や平和につい
て調べ考えたり、戦争体験者の話を聞いたりしていた。

ミュージアムで印象に残っているものとして、映像や
写真、わだつみ像や戦時中の家が挙げられていた。ま
た、ミュージアムのスタッフが映像を見ながら説明し
てくれたり、戦争体験について語ってくれたりしたこ
とが印象に残っているなどの声が12人から挙げられて
いた。
　何を学んだかについてたくさんの記述があり、戦争
について81もの記載が得られた。その内容は、戦争の
悲惨さや無意味さ、戦時の社会の怖さ、憎しみの連鎖、
日本がやられたこととやったこと、立命館の戦争関与
の他、「目を背けたくなるけど、戦争を知らないとだ
めだなということを学んだ」、「戦争やテロの恐ろしさ、
愚かさ、心の何かが少し変わった気がした」、「もう戦
争をしてはいけない。立命館の意地が伝わってきた」
など、学びを知的理解に留めるのでなく、自分自身の
変化につなげるような能動的学習がなされていること
も感じられた。平和についての記載は21あり、「平和
の実現の大切さ」、「平和維持の難しさ」の他、「今の
平和のありがたさ」、「平和、自分が戦争をしない国に
生まれたのは奇跡だということ」などが挙げられてい
た。その他、「世界の格差や貧困」、「人と人とのあり
がたさ」「命の尊さ、戦の愚かさ、自分たちが何をす
べきか」、「授業では教えてくれないような細かく、難
しいことも、そばにいたおじいさんが詳しく教えてく
れた」などがあった。研修後、誰かに話したかを問う
項目では、ほぼ半分が母（85人）、父（39人）、家族と
話していた。今取り組んでいることがあるかどうかを
問う項目で、「はい」と答えたのは19名（15%）であり、
取り組んだこととして、新聞を作ったり、戦争の記事
や番組を意識的に見るようにしている、歴史や社会な
どの授業に意欲的に取り組んでいるなどが記載されて
いた。
　最後に、ミュージアム見学を振り返って、「戦争を
後世に伝えていける平和ミュージアムはなくてはなら
ないものだと思う」、「とても良い経験をした。中２の
時に行けて良かった。とても学びになった」、「ミュー
ジアムでの学びはとてもありました。平和について、
たくさん考えがうまれ、スタッフのみなさんも優しく
丁寧にたくさんのことを教えて下さり、質問にも答え
てくださり、とても良い時間を過ごせました。ありが
とうございました」、「あの時、くわしく戦争のこと（資
料）とかを見てなかったら今、戦争について特に何も
感じずに過ごしていたと思う。世界の実情を知ること
ができて、視野が広がった。今の社会科の授業を積極
的に取り組めている」、「『平和とは何か』ということ
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を中学生のうちに知れて良かった」、「様々な歴史を形
として見る事ができ、また『平和』という言葉を重く
受け止めることができた」、「もう少し日本軍がした戦
争の数々を授業で学んでから行けばもっと色々なこと
を感じられたのではないかと思います」、「ミュージア
ムの見学時間が短かったが、この３年間の平和学習で
一番印象深かった」、「平和ミュージアムの時間をもっ
と増やして欲しい」、「戦争についてミュージアムで詳
しく知れたから、平和について考えることができると
思った」など27の記述が得られ、時間経過があっても
なおミュージアムでの学びが強く胸に残っていること
を感じさせられるものであった。
　ひとつだけ、「１年もたっていないのにほとんど覚
えていなく、戦争のこともこんなふうに忘れられてい
くんだなと思いました」とのコメントがあり、継続す
ることの重要性を感じた。学びが定着している15%の
層をどのように厚くしていけるかが課題だろう。また、
今回、生徒たちへのアンケートでは、回答が学びの再
確認につながることを優先し、「二次受傷」があった
場合には回答しない可能性が高いことから、直接「二
次受傷」について問う項目は作らなかったこともある
が、二次受傷の影響を感じさせる回答は皆無であった。
ただし、この結果から全くなかったとは言えないこと、
直後アンケートで、「テーマが重すぎた」という理由
で平和ミュージアム見学は必要なかったと回答した生
徒が１名あったことから、今後も注意深く見ていく必
要があろう。生徒たちの自由記述を読みながら、あら
ためてミュージアムのスタッフ（職員や学生ミュージ
アムスタフ、ボランティアガイド）が生徒たちの目線
で丁寧に対応し、学びをサポートしていることが実感
された。

２－２　教師調査から見えてきた現状

　教師へのアンケート調査は、学園の一貫教育部を通
じて、各附属校のミュージアム専門委員と各ミュージ
アム専門委員がそれぞれ５人に協力を呼び掛け、全体
で90名の回答者を得た。うち４名が小学校、41名が中
学校、43名が高校、２名が中学・高校で教えていた。
教員経験年齢は10～19年を中心に若手からベテランま
でバランスよく拡がっており、担当科目も国語、英語、
社会、数学、理科、保健体育など多様であった。

2－2－1　教師自身の体験から

　これらの教師たちに、これまで自身が受けた歴史・
平和教育でショックを受けたことがあるかどうかを問

うた項目に対して回答のあった89名のうち42名（47%）
があったと答え、その具体的場面として、広島平和記
念資料館（８名）、戦争関連の映像（８名）、『はだし
のゲン』（８名）、戦場写真（５名）、長崎原爆資料館（３

名）、人種差別・部落問題（４名）、沖縄での戦争跡や
資料館（３名）を挙げていた。
　具体的記述としては、「小６の長崎修学旅行での資
料館の展示に衝撃を受け、眠れず友人たちと語り合っ
た」、「高校２年生の時、沖縄に修学旅行（平和学習中
心）へ行く前の事前学習の際、ガマの中で集団自殺（自
決）をした人々の写真を見たときに、このような死に
様を選んだ（選ばれた）ことにショックを受けました

（哀しみ・恐怖・怒りなど様々な感情が出てきて気持
ちを落ち着かせるのに時間がかかりました）」、（『はだ
しのゲン』の）「被爆のシーン、ゲンの家族が亡くな
るシーンなど、強烈すぎて、画面を見続けることがで
きなかった」、「中学の時、社会の時間、中国に対して
行った日本軍の行為があまりにひどく、写真を見て、
日本人であることが少し嫌になった」、「小学校低学年
に地域の公民館のようなところで、戦争に関する映像
を見た。まだ戦争が起こるんじゃないかと思い、飛行
機やヘリコプターの音が怖かった」、「11～12歳（小学
校高学年）の頃、原爆に関する映画を観て、生々しい

（グロテスクな）シーンに気分が悪くなり、それ以来、
中学生になるくらいまで、戦争を描いた映画等の作品
を鑑賞するたびに、気分が悪くなるようになった」な
ど多彩な記述が得られた。
　これらの経験によって、このテーマを避けたことが
あるかどうかを問う項目では、回答のあった78名のう
ち７名（９%）が「ある」、71名（91%）が「ない」
と答えている。逆に、「学校教育ではショックではなく、
関心を強くもつようになり、本やTV番組をよく見て
いた」、「小学校のころから、戦争の被害者（傷痍軍人
ら）の姿は日常にありました。また両親から戦争体験
の話は日常に聞いていました。しかし、問題意識とい
うより冷戦やヤマトなどの関心も高かった。戦争の悲
惨さも聞いているが、あこがれのような感覚であった」
と記述した者もあった。

2－2－2　教師としての経験から

　次に歴史・平和教育に関する教師としての経験を問
うた項目であるが、これまでやりにくさを感じたこと
のある者は89名のうち31名（35%）であった。得られ
た具体的記述のうち、「二次受傷」と関連するものと
しては、「ベトナム戦争博物館に行き、気分を悪くし
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た生徒がいた（中学）」、「広島平和記念資料館をおば
け屋敷のように避けた（中高）」、「沖縄ガマに入った際、
一部生徒が混乱（中学）」、「つねに自分の言動や用意
するものが衝撃的でないかと考え、想定外の反応がな
いか顔色をうかがいながら話したりしなければいけな
い（中学）」、「配慮のために、多くのことを勉強しな
ければいけない大変さがある（高校）」などが挙げられ、
生徒たちのショック反応にどう対処すればよいのか、
またどのような配慮が必要なのか悩む様子がうかがえ
た。
　その他のやりにくさとして、「平和教育を社会科だ
けのものと思っている教員がいること（高校）」、「戦
争から約70年経ち、戦争を知らない世代が増え、平和
が当たり前であり、平和教育が必要なのかという意識
の蔓延（高校）」、「平和教育そのものが政治的と言わ
れることがあるので、保護者の目が気になる。自衛隊
が保護者にいた時は、やりにくさを感じた（高校）」、

「年々、生徒の反応が弱くなっている、ヒステリック
なナショナリズムに染まっている生徒が少なくない

（中学）」、「生徒の年齢への配慮（精神的にショックを
与えすぎないようにしなくてはいけないので）、学年
としての取り組みの際は、他の先生との意識共有・教
材説明、ゲストスピーカーを呼ぶ際の時間割り調整（高
校）」、「どのように生徒が解釈するのか全く想像がつ
かないため、自分自身が強い気持ちで臨まなければな
らないから（教材づくりにおいて）（高校）」、「平和学
習の価値を職場で共有化できない（中学）」など、現
代日本の学校教育における歴史・平和教育の基盤自体
が揺らいでいるなかでそれを教えることに困難を抱え
ているようだった。
　テーマに困難を抱えているという回答は79名中18名

（23%）であり、具体的状況としては、①気分が悪く
なる生徒がいる（「中学２年生の生徒で、かつて広島
の平和記念資料館を見学した後に、気分が悪くなった
女子生徒がいた」、「中３のニュージーランド研修（全
員参加）の博物館見学で戦争の階で気分を悪くする生
徒がいた。高２のベトナム研修のように希望参加であ
れば良いが、全員参加となると把握・方法が難しいと
感じた」、「高校の授業でTV番組を使用する際、見た
くない人は目を伏せるように指示していても、音声を
聞くだけでも気分を悪くする生徒がいた」）、②拒否す
る生徒がいる（「高校の見学旅行で広島平和記念資料
館の見学をする際、幾度の経験の中で必ず「見たくな
い」の拒否する生徒がいた」、「原爆の被爆者の写真や
当時の衝撃的な写真を避ける子がいる」など）、③そ

の他（「小学校で平和教育に力を入れた場合、「またか
……」と反応がある」、「中学生や高校生で、ごく一部
であるが、偏見の枠（誤った歴史認識）からなかなか
出て来れない生徒がいる」など）が挙げられた。「確
かに悲惨な場面にトラウマをおこす生徒はいるが何も
感じないということこそおかしい。その場面について
意見交換したり、相互に思いを出すことで、そこから
自分の本当の気持ちや意見が生まれる」という意見も
あった。
　最後に、「二次受傷」について知っているかどうか
を問うたが、85名中40名が初めて聞いたとし、28名が
聞いたことがある、17名が知っていると答えている。
悲惨な戦争の実態に直面してショックを受けるのは自
然な反応であり、そのことがそのまま「二次受傷」と
いうわけではない。むしろ、衝撃が大きすぎて何も感
じられないという「感覚麻痺」の方が問題であること
もある。いずれにしても、歴史・平和教育が生徒たち
に与える衝撃をどのように扱ったらよいのか、現役教
師たちも戸惑いを抱えている実情が見えてきた。

３． 歴史・平和教育従事者を対象としたHWH
ワークショップの試み

　表現芸術的要素を平和教育施設の見学に組み入れる
ことで、展示物が伝える戦争の問題に体験的な理解を
深めながら、湧き上がる様々な感情を安心して受けと
め表現できるようなプログラム展開の可能性を探るこ
とにした。その第一歩として、歴史・平和教育従事者
が「二次受傷」について理解し、ミュージアムの展示
と表現芸術療法の手法を組み合わせた体験型歴史平和
教育プログラムを自ら経験しながら、ミュージアムを
より安全で平和な学習の場にするための工夫をともに
考える機会とすることを目的に、2013年９月14日、立
命館大学国際平和ミュージアムにて、「こころとから
だで考える歴史：歴史教育従事者を対象とした体験型
歴史・平和教育ワークショップ」を実施した。
　午前の部は、９時半～12時半の３時間のワークショ
ップで、表現アーツセラピスト/カリフォルニア統合
学研究所博士課程の笠井綾をファシリテーターに国際
平和ミュージアムの学生ミュージアムスタッフを中心
に計11名が参加した。午後は、14時から18時まで４時
間のワークショップで、アルマンド・ボルカスをファ
シリテーターに、立命館附属の小中高校で歴史・平和
教育を担っている教師中心に計20名が参加した。以下、
その概要と成果を紹介する。
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３―１　 学生スタッフ対象のワークショップ
「自分だけの平和の絵本をつくろう」

3－1－1　事前アンケート

　参加者11名に事前アンケートを行ったが、自身が平
和教育で経験してきたショック体験として、「３歳の
時、平和教育で戦争（原爆か、東京空襲だったと思う）
のアニメ映画をみた。お母さんと妹が死ぬシーンがで
てきて、ショックでその後は見れなかった」、「小学校
２年生の時に、初めて広島の資料館に行き、今はない
展示物などを含め実際に原爆の悲惨さを知った時」、

「小学校２年生の時に、戦争のドキュメンタリーを見
て、実際に焼けただれた人の写真を見た時」、「小学校
３年生（９歳）の時広島に引越した。それまでは原爆
を知らなかったので、平和記念資料館に行くのも、学
校で毎年８月６日に行われる平和教育も、怖いので嫌
いと感じていた。特に資料館のジオラマが怖くて、資
料館に近づきたくなかった」、「12歳くらいに、広島の
平和記念資料館に行き、ケロイドを負った人の人形や
被爆して傷を負った人の写真を見た後、食欲が減退し
た」、「12歳くらいの頃に、原爆ドームへ行き、被爆者
の様子を表した展示を見た時」、「小学生で平和学習の
時に、戦争へ行った人は、人を殺したと習った時、祖
父は戦争に行ったと聞いていたので、祖父も人を殺し
たのか……と思うと信じられない気持ちになった」と
の記述があった。
　また、平和ボランティアをやっていてやりにくいと
感じることとして、「小中学生は、まだ若いのに解説
をするときにショックを与えるようなことを話す時。
また、地下でショックを受けてからは、２階にきて、
これからの平和や戦争以外のことについて話をしても
あまり聞いてくれないこと」、「平和について関心があ
まりなさそうな小中学生に対し、どのようにして平和
に対する関心を抱かせるか」などが挙げられた。自身
がさまざまに大きなショックや拒否体験を経験しなが
らも、現在、平和教育に従事していることを考え合わ
せると、それぞれのプロセスがあったであろうことが
推測された。

3－1－2　ワークショップ概要

　笠井綾は表現アートセラピストであり、カリフォル
ニアの病院での緩和ケアや保育園でのファミリーセラ
ピーなどを行なっている。広島出身で、表現アーツセ
ラピーやソマティックの手法を使った戦争体験・被爆
体験の継承や平和・和解ワークにも取り組んでいる。

ワークショップでは、初めに、自分がこれまで受けて
来た平和教育、興味を持つようになったきっかけ、関
わる事の難しさ、また持続的な興味を持つために何が
助けとなってきたのかなどについて、小グループで語
りあい、全体で紹介しあった。平和ミュージアムで働
いているスタッフやボランティアが、それぞれ異なる
平和教育の個人史を持ち、戦争や平和のテーマになん
らかの思いを持っているとすれば、それらについて語
り合い、自分自身のことを思い出したり、他の人の話
を聴いたりすることで、子ども達への伝え方を考える
上でのヒントになるのではないかと考えられた。
　ワークショップのテーマは、「自分だけの平和の絵
本をつくろう」というものであったが、絵本作りに向
けて、まず体を動かしたり、声を出したりするウォー
ムアップのエクササイズを行った。次に、ペアになっ
て、「風がそよそよ」、「イライラ」、「雨がパラパラ」、

「怒り」など、言葉に反応して動く、それをもう一人
が鏡のように真似するというエクササイズを、感情や
自然のイメージを織り交ぜながら行なった。こうして
想像力と創造性をほぐし、自由に体を動かす感覚を保
ったまま、「タッチドローイング」という版画の手法
で絵を描いた。手や指を紙の上で踊らせることで次々
とイメージが生まれ、失敗を気にすることなく、何枚
も好きなだけ描くことができる。これを20～30分、瞑
想のように続け、できあがった絵を振り返りながら、
絵にタイトルやフレーズをつけ、その中から気に入っ
た絵を５つ選んで、それを好きな順番に組み替えて台
紙に張り、一つの物語を作って、ペアやグループにな
って互いに読み聞かせするというものである。最後は、
出来上がった絵本の中からお気に入りの名場面１ペー
ジを選んで紹介し合って時間切れとなったが、学生達
はワークショップ後、互いにシェアリングをしていた。

3－1－3　終了後アンケート

　終了後のアンケートでは、回答者９名（学部５名、
院生１名、その他３名）のうち、８名が「今回のワー
クショップで新しい発見があった」とした。具体的に
は、①平和教育を知的レベルに留めるのではなく、身
体的なアプローチを用いたり、表現することを通じて
統合できるということ（「身体にアプローチして平和
を考えることができると知りました。考えて頭のみで
平和を語るだけでは視野が狭かったのだと分かりまし
た」、「戦争について学ぶことは、過去の悲惨な歴史を
知り、暗い気持ちになりがちですが、今回のワークシ
ョップで、絵や談話により学んだことを振り返る、表
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現するという方法もあるのだと知り、これらの方法は
つらい歴史や思わず避けたくなる戦争の現状につい
て、感じるやりきれない思いや嫌悪感を解消するよい
手段だと思った」、②学んだことを他者と共有するこ
との重要性（「同じ目的を持って自主的に参加してい
るワークショップで、お互いに話をする中で、自分の
感情（自分も気付いてなかった感情）に気付かされた」、

「自分の戦争や平和に関する展示を観て感じたことを
他者に伝えることで、二次受傷が和らぐことに気がつ
いた」、「普段自分は二次受傷について大丈夫だと思っ
ていても、他の人と一緒に考えると、実は……！もし
かして……？という気付きがありました。改めて自分
の心と向き合う時間を持つことは大切だと思いまし
た」、「自分が日頃感じていなかったこと、皆さんと話
をする中での気付きがありました。自分と向き合うこ
との大切さを感じました」）といった記述が得られた。
　また、９名中８名が、「今回、学んだことが今後の
活動に役立つと思う」と答え、「自分だけでは乗り越
えられなかったことも、他の人と話すことですっきり
したり、自分の感情に向き合えたりするので、分かち
合うという方法は、色々な局面で役立てられるのかな
と思った」、「自己のふりかえりが重要、他者とのふり
かえり（シェア）も重要」、「同じ学生ミュージアムス
タッフでも業務内容が違っていたり、業務以外でなか
なか話す機会がないので、もっと交流して気持ちや体
験をシェアすることが必要だと感じました。また、学
生ミュージアムスタッフの中でもこのようなワークシ
ョップを定期的に行うことができたらいいなと思いま
した」、「平和について学ぶということは、かたくるし
いことばかりではなく楽しみながら学ぶこともできる
のだと伝えたいです」、「学生対応、指導の中で生かせ
ると思います。とにかく、共有・共感することから始
まるのではないかと思いました。一緒に活動する人が
互いに理解し、共有・共感できる環境整備に努めたい」
などの声が挙げられた。
　その他の感想として、「今回のワークショップは、
今後のミュージアムの活動に生かせるよい経験となっ
ただけではなく、私自身も、平和学習に対する苦手意
識を克服するチャンスにもなったと思います」、「今日
は本当に楽しく活動することができました。このよう
な活動をあまり経験したことがなかったので、とても
新鮮でした。平和教育と“いやし”はセットでうまく
やっていけばいいのだなということを学びました」、

「本当に身体を動かしながら頭を使うと視野が広がっ
てよかったです。ありがとうございます」などが記述

された。

3－1　 教師を対象としたHWHワークショップ
から

3－1－1　ワークショップ概要

　アルマンド・ボルカスは、カリフォニア統合学研究
所教授、リビング・アーツ・センター所長としてドラ
マセラピーの教育と実践に携わっているが、アウシュ
ビッツ生存者を両親に持つことから、ユダヤ人とドイ
ツ人の間に横たわる歴史的トラウマを乗り越え和解へ
と至るためにこのHWHを開発し、ドイツ人とユダヤ
人、イスラエル人とパレスチナ人、アルメニア大虐殺、
人種差別などをテーマに国際的な活動を展開してき
た。今回は、歴史・平和教育に関わる附属校の教員た
ちに、HWHの一部を体験してもらった。
　ボルカス氏のワークショップは大きく３つのパート
に分けて行われた。第１部はホロコースト・サバイバ
ーを両親にもつボルカス氏の自己紹介から始まり、参
加者一人一人にワークショップで何を期待している
か、歴史・平和教育においてどのような難しさを感じ
ているかを表明してもらった。参加者からは、平和教
育研修旅行で沖縄に行った際に生徒が洞窟の前で意識
を失った例などが話され、平和教育における「二次受
傷」の概念の重要性が認識された。
　その後、ドラマセラピ―の手法を使ったウォーミン
グアップが行われた。具体的には、①参加者が円にな
って、一人一人自分の名前を音と動きで表し、それを
全員が真似する。②全員が一列になり、一人一人が部
屋の端から端に移動する間に自由に場面を想像し表現
する。③全員が二重の円を作り、指示された様々な場
面での簡単な役割を演じるなどで、これらによって参
加者が楽しみながら心を開き、第２部、第３部の身体
表現を自由に行えるよう準備を整えていった。
　第２部では、４～５人のグループに分かれ、地下の
平和ミュージアムの展示場に行き、展示物で印象に残
ったものを身体を使ってグループで表現する「液体彫
刻」と呼ばれる手法を用いたワークを行った。印象深
かったのは、４つのグループのうち２つが、学徒動員
で戦死した若者を神格化した写真を教室で学生たちが
じっと見つめる姿を撮った写真のイメージを演じたこ
とであった。平和教育を行う教員として、生徒を戦場
に送った教員のあり方を切実に考える姿勢が表現され
ているように感じられた。展示物に接した時の印象を
言語や絵画で表現するだけでなく、このワークのよう
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に写真や展示物に「なってみる」ことで、見学者が展
示物の多様なメッセージを自らの置かれている状況と
結びつけながら掘り下げ、ミュージアムの展示が触発
するメッセージが深まっていくことが感じられた。
　第３部では、参加者が歴史・平和教育において直面
している具体的な場面を簡単なドラマとして再現する
ソシオドラマのワークを行った。部屋の中央に椅子を
二つ並べ、参加者からボランティアを募って教師役を
演じてもらい、教師役の人に同僚や保護者、生徒など
から発せられている様々なメッセージを投げかけても
らった。次に参加者の一人が生徒の役割を演じ、生徒
から発せられる難しいメッセージを言ってもらい、そ
れに対する対応をボルカス氏が例示してみせた。たと
えば、「原爆の場面は怖いよ、寝れなくなるよ。怖い
よ怖いよ……」と取り乱している生徒に対し、その生
徒の手を取って目を見ながら安心させる言葉をかける
方法などである。

3－1－2　アンケートより

　ワークショップ後に実施したアンケートによれば、
回答してくれた12名全員が「ワークショップに参加し
たことで新たな学びがあった」としており、具体的な
学びとして、①参加者同士の問題意識の共有ができた
こと（「参加された先生方の問題意識や現在行ってお
られる実践を自己紹介の時に知れて、おもしろいと思
ったり共感できたりしたこと」など）、②ドラマを使
った学習の効果（「演じること、自分の思いだけでは
なく、その人の思いを想像して行うことは、他の分野
でも大変有意義であると感じた」、「写真を演じる中で、
その当時の人の気持ちを感じることができ、良い意味
で自分と距離を置いて、冷静に当時の様子を見つめる
ことができたと感じる」、「役を演じようとすることで、
ショックな印象をいだくものにも、共感する部分や、
今の自分のおかれた環境の違いをより意識することが
できた」、「人物を演じることで、相手の思いが理解で
き、それが大きな意味での交流は平和の基礎ではない
かと発見しました」、「歴史的な場面（写真）を演じる
ことで、気持ちも分かるが、少し離れた立場で語るこ
とができる」、「ドラマセラピーの劇的効果、セラピー
としてのドラマの効果を改めて感じました」、「ドラマ
を演じることで、多様な考えができると感じました。
たとえば、１枚写真を見ると、主観的に捉えてしまう
が、写真家や少女、物といった立場になって考えると、
違った考えができたからです」など）が挙げられてい
た。

　また12名中10名が「ワークショップで学んだことは
今後教育に役立つ」と考えている（２名は「わからな
い」）。「直接的には使えないものもありましたが、役
割を演じたり、恐れを抱いた子どもへの接し方等勉強
になりました。また、いろんな先生方の個性や発想、
感じ方も参考になりました」、「二次受傷に対する対応
という点では、この４時間ではつかみきれなかったが、
演じるという手法にはヒントを感じた」、「すぐには難
しいが、授業の中で取り入れていく可能性がある」、

「事前に逃げ場を準備するなど、残酷な場面を見せる
とか、ストレートに指導するだけでなく、心理的な準
備が必要と思った」、「平和教育に限らず、精神的に課
題を抱えた生徒等に対する１つの対応として参考にな
りました」、「トラウマを生じない教材の提示方法、授
業でやっていけないこと、するべきことを参加者間で
議論する」、「演じた人に語ったりすることで、自分の
内面（戦争の記憶・祖父母からの話）などがよびおこ
され、自分の平和、戦争に対する思考の原点に気付く
ことができる」、「心理的効果と教育の関係は、１つの
空白域です。ここを丁寧に考えていきたいと思います」
などの声が挙げられた。
　今回のワークショップでは、平和教育において教育
者が直面する課題に対して、体験的なアプローチがど
のように役立つかを参加者に実感してもらうことに重
きを置いた。通常は４日から１週間かけて行う内容を
４時間という短い時間の中で紹介するという制限の中
で、その意義を完全に伝え切ることはできなかったか
もしれないが、これまでの平和教育の中で見落とされ
がちだった感情的、心理的なケアについての必要性は
理解してもらえたようである。

４． ミュージアムにおける歴史・平和教育プ
ログラムへの示唆と可能性

　立命館大学国際平和ミュージアムを中心にした歴
史・平和教育についての調査と教育従事者への試行的
プログラムを通じて明らかになったことは、①教師た
ちの経験から、これまでの歴史・平和教育において「二
次受傷」が想定される事例のあることが示唆された。
②「二次受傷」が想定される事例は少数であり、大半
の生徒たちはミュージアムでの歴史・平和教育を肯定
的体験として捉えていた。③歴史・平和教育従事者た
ちの中には、「二次受傷」への対処について不安や悩
みを抱えている者が少なからずいた。④体験的心理学
の知見を接合することで歴史・平和教育を改善させる
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可能性がある。⑤歴史・平和教育従事者たちのメンタ
ルヘルスについても考慮する必要があるという５点に
まとめられる。
　アンケートやワークショップで語られたことから、
教師たちはこれまで、悲惨な写真や場面などに気分が
悪くなったり、混乱を示したり、極端な場合には意識
を失うような生徒の事例を経験していることがわかっ
た。これらは広い意味で「二次受傷」と言えるし、怖
がって拒否する、ふざけて真面目に取り組まないとい
うような態度も、「二次受傷」に対する防衛反応と捉
えられるかもしれない。今回の調査では出てこなかっ
たが、臨床の現場では、強いトラウマ反応のひとつと
して「居眠り」という形をとった解離症状があり、戦
争体験を聞くような場面で「不謹慎である」と怒られ
たという事例を聞くことがあるので、注意が必要であ
る。このような事例は数として多いわけではなく、生
徒たちからは歴史・平和教育が肯定的に受けとめられ
ていたが、少数の存在が教師やスタッフたちを不安に
させる要因となっていた。
　「二次受傷」を予防するためにどんなことに気をつ
けるべきかであるか、実のところ、子どもの発達段階
を考慮した歴史・平和教育に関する研究はほとんどな
い。子どもの年齢より個別性が大きいためではないか
と考えられるが、ひとつ参考になるものとして、戦後
三世代によるナチスの歴史認識と現在の行動への影響
に関する研究がある。これは、1989年から1992年にか
けてドイツとイスラエルの研究チームが共同で実施し
た最初の調査であるが（Brendler, 1995）、ナチスの歴
史のために、若者の70%が自分の国や自分の背景につ
いて愛着を感じることができず、肯定的国民アイデン
ティティを持つことができなかった。ホロコーストに
ついて、65%が恥を感じ、41%が罪悪感を持っていた。
50%は感情麻痺を表し、68%が脅威、罰の怖れ、未来
への不安を持っていた。
　また、ホロコーストの記憶と取り組むのに、４つの
段階があることがわかった。①過去の影への攻撃的防
衛、②拒否と当惑による合理化、③過去の罪と苦痛に
関するあきらめの受容、④歴史から学ぶことで道徳的
責任と自律性である。学校教育が重要であり、３段階
目で起こりがちなトラウマを避けるためには、以下の
ような教育戦略が求められるという。①子どもたちに
ホロコーストの残酷さの証拠資料を見せる前に準備を
させ、後にも、起こったことの悲しみ等、理解するた
めに十分な時間を取らなければならない。②教師はそ
のうえで、若者たちの感情的・実存的当惑を扱わなけ

ればならない。単に残虐な現実と直面させることは、
脅しによる表面的な道徳化にすぎない。③子どもたち
がホロコーストの話題に反発した場合、これを無視し
たり叱ったりしてはいけない。いわゆる「アウシュビ
ッツの嘘」に固着させかねない。④14～15才の子ども
にホロコーストを教えるというドイツ政府の決定には
議論が必要である。アイデンティティ・トラウマの危
険を考慮すべきである。
　ドイツと日本の歴史・平和教育のあり方は大きく異
なること、被害の歴史と加害の歴史をどこまで同じよ
うに扱えるかには検討が必要であるが、過去の記憶と
取り組む４つの段階と示唆された教育戦略には、応用
できるものがあると考えられる。たとえば、学生ミュ
ージアムスタッフや教師より挙げられた対応に困難を
覚える事例のなかには、①②③の段階にあると捉え直
すことができるものがあるように思われるし、教育戦
略の①②③はそのまま使えるものだろう。ワークショ
ップ参加者たちは、ワークショップにおいて自分たち
自身の体験を語り合ったり、アートや身体を使って感
じたことを表現し共有したりすることで、学びがより
実感を伴うものとなることを経験し、このような方法
を自分たちも取り入れていけるのではないかと捉えて
いた。
　最後に歴史・平和教育従事者たちのメンタルヘルス
についてであるが、現在の学校現場で丁寧に時間をか
けた歴史・平和教育を行うことが困難になってきてお
り、歴史修正主義に代表されるような「戦争教育」批
判に曝され、昨今、新たに浮上してきた「二次受傷」
などに対する不安を抱えながら苦心していることが明
らかになった。「二次受傷」を避ける歴史・平和教育
を行うためには、事前に十分な準備を行い、感じたこ
とを語り合ったり表現し合ったりする時間を取り、必
要に応じて個別のケアが求められる。現場の理解を得
られないために、慌ただしく歴史・平和教育が行われ
るならば、リスクも高く、学びの成果も見込めないと
いう矛盾がある。
　Zelizer（2008）は、平和構築に従事する人たちが
トラウマと密接に関わる領域で仕事をしているにも関
わらず、これまであまりそのことに眼が向けられてこ
なかったことを指摘し、「トラウマ・センシティブな
平和構築アプローチ」を提唱している。困難な情緒的・
心理的問題を扱うべきではないということではなく、
参加者にトラウマを与えないような実践をするために
必要最小限の知識を身につけておくこと、自分自身の
メンタルヘルスに注意し、セルフケアができるように
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なることが重要で、本来は教育課程で基礎的知識が得
られること、心理学やメンタルヘルス関連の専門家と
協働することが望ましいとしている。Zelizerが扱っ
ているのは紛争解決に関わる平和構築であるが、歴
史・平和教育に関しても同様のことが言えるだろう。
心理学や心理主義はややもすれば国家主義的流れに与
する危険性があるが（村本、2013）、今後、立命館に
おける歴史・平和教育のさらなる充実を図るためにう
まく活かしていけたらと考える。
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〈要旨〉

　平和ガイドの実践についての研究において、従来か
ら「戦争体験の継承」が関心の中心であったが、本研
究ではあえてそれ以外の部分、特にガイドの来館者へ
の配慮に注目し、ヒロシマ ピース ボランティアを事
例としてインタビュー調査を行った。その結果、ガイ
ドが来館者に様々な「配慮」と「技法」を用いている
ことが見出された。「戦争体験の継承」も含めて、平
和教育、教育心理学的な観点からその意義と課題につ
いて考察した。

はじめに

　本研究は、広島平和記念資料館（以下、「資料館」
と略記）の解説ボランティアである「ヒロシマ ピー
ス ボランティア」（以下、「HPV」と略記）を対象に
したインタビュー調査に基づいて、平和ガイドの平和
教育的実践活動の課題について考察するものである。
特に、HPV自身の視点からその活動をボトムアップ
式に整理し、そこから浮かび上がったHPVの実践活
動について教育心理学的な視点からの理論的な理解を
試みる、いわば「事例としてのHPV研究」を中心に
据える。
　以下ではまず、平和ガイドについての日本での先行
研究をいくつか紹介する。次にHPVについて、資料
館の簡単な紹介も交えて説明し、同時に、資料館側が
HPVに対してどのような期待をしているのかについ
て、資料館の館長（当時）へのインタビュー結果を簡
単に紹介する。その上で、HPV５名に対して実施し
たインタビュー・データの分析結果を提示する。最後
に、分析結果を理論的に考察し、平和ガイドの平和教
育的実践活動の課題について考察する。

１．平和ガイドに関する先行研究

　まず日本における平和学習に関わる平和ガイドの先

行研究について、網羅的ではないが、いくつか紹介し
ていく。これらの研究の検討を通じて、本研究の視点
を打ち出していく。
　日本での平和ガイドに関する先行研究として、まず
目につくのは沖縄の平和ガイドに関するものである。
戦跡、基地などを案内し、沖縄戦や基地問題などにつ
いて語る沖縄の平和ガイドの実践について、ガイド当
事者側からの実践報告（例えば、大城、2001；高嶋、
2001）、や、ガイドの現場へのフィールドワークによ
る研究（例えば、北村、2006；杉田、2006a；2006b）
などがある。さらに、長崎の原爆資料館の解説を中心
に活動をしている「平和案内人」についての研究（冨
永、2012；冨永・葉柳、2010）や、立命館大学国際平
和ミュージアムのボランティア・ガイドの研究（福西、
2012）なども見られる。
　これらの研究・報告で大きなテーマとなっているの
が、平和ガイドによる「戦争体験の継承」の問題であ
る。いわゆる「語り部」、「証言者」とは異なる存在で
ある平和ガイドは非体験者が中心であり、そうした戦
争体験のない平和ガイドがいかに戦争や平和について
語るのか、という問題を意識せざるを得ないことは理
解できる。しかしこれらの研究が示していることは、
実際に平和ガイドが行っている実践は、単純な「継承」
では収まらない、ということである。それは「語り手
Aによって語られた証言が、一字一句違えず聞き手B
へ伝えられて完了といったベルトコンベアー式の作業
ではない」（北村、2006）。例えば、福西（2012）は、
平和ガイドの「語り継ぐという枠組みではとらえきれ
ない新たな実践」について明らかにしている。それは、

「学習により自らの体験や伝聞したことに客観的事実
を付け加えていく」ことであったり、「展示室内にお
いて周囲とのコミュニケーションの中で『語る場』を
作りだし、そこへ参加すること」であったりする。従
って本研究でも、狭い意味での「継承」という問題を
焦点とせず、HPVの実践についてより包括的に見て
いく。
　第二に指摘できる点は、聞き手に対する配慮の問題

平和ガイドの平和教育的実践活動
─ヒロシマ ピース ボランティアの事例研究

源 氏 田 憲 一
（実践女子大学非常勤講師）
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である。杉田（2006b）は平和学習の「言葉がこころ
に届かない」（下鴨、2006）、「『平和は強制されるもの』
というメッセージ」が届く（古賀、2005）、という問
題に対して「対話や創造性に乏しい学習過程は、平和
学習の本来の目標を達成できずに終わる可能性があ
る」としている。同様に福西（2012）も、来館者の言
葉をガイドが「聞く」ことの重要性を強調している。
しかし先に紹介した平和ガイドの先行研究全体で、こ
うした聞き手に対する平和ガイドの配慮は、前面に押
し出されるテーマとはなってはいない。それは先述の
ように、これらの研究の主要なテーマが平和ガイド自
身による「戦争体験の継承」にあり、杉田（2006a、
2006b）を除いては平和ガイドによる「教育」を中心
にしていないからである。平和ガイドをどのような存
在として捉えるかについては、様々な視点がありうる
であろうが、聞き手＝平和学習者を何らかの形で支援
する存在と見ることは可能であり、ならばそこに何が
しかの教育的な実践が含まれると見ることもできるで
あろう。従って、聞き手に対する「伝わり方」への配
慮の問題は見過ごすことはできない。そこで本研究で
は、「戦争体験継承者としての平和ガイド」という視
点の重要性は認識しつつ、あえて別の視点として、「平
和教育者としての平和ガイド」という視点を採用し、
来館者＝平和学習者への配慮、という切り口から
HPVの実践を整理する。しかし、「戦争体験の継承」
の問題には、考察で立ち返る。
　第三に、現場の意識との関連である。およそ研究と
いうものが何らかの情報的価値を持つためには、今ま
でにない視点を打ち出すべきかもしれないが、それは
同時に、現場の内在的な理解を妨げることにもなりか
ねない。例えば、「記憶の政治」をテーマに平和ガイ
ドの「継承」を「語り直し」と捉えた北村（2006）や、

「歴史の物語論」の立場から平和ガイドの主体性を強
調した冨永（2012；冨永・葉柳、 2010）は示唆に富む
ものではあるが、これらの研究の背景となっている、
ポストモダン的視点は、現場の平和ガイドの史実実証
主義的な態度とは乖離がある。そこで本研究ではより
HPV自身の視点を内在的に理解することを目標に、
HPVへのインタビューを通じて研究を行うこととし、
分析の際もボトムアップ式の分析方法であるグラウン
デッド・セオリー・アプローチ（GTA）に準じた方
法を中心とする１）。

２．HPVの位置づけ

　HPVへのインタビュー結果に移る前に、2009年に
発行された、HPVによる『ヒロシマ ピース ボラン
ティア10年誌』を参考にHPVの簡単な紹介をし、さ
らに資料館側がHPVをどのように位置づけているの
かを、館長（当時）へのインタビューで確認しておく。
　「被爆者の遺品や被爆の惨状を示す写真や資料を収
集・展示するとともに、広島の被爆前後の歩みや核時
代の状況などについて紹介」（資料館リーフレットよ
り）する施設である、資料館は、被爆後50年を過ぎた
頃から、入館者数が毎年減少し、その対策に迫られて
いた。その時、職員から「美術館のように展示を解説
するボランティアを資料館にも取り入れたら」という
アイデアが提出され、1998年９月に「平和学習支援ボ
ランティア」（後に「ヒロシマ ピース ボランティア」
と正式に命名）として人員の募集が行われた。年度に
より若干異なるが、募集はおおむね前年の秋に実施さ
れ、翌年の２月、３月ごろまで研修を実施、４月から
実地に配属される。HPVは都合の合う曜日を選び、
その曜日ごとにグループを形成し、基本的には月２回
以上、10時から16時まで（開始・終了時のミーティン
グ各30分を含む）の活動に参加する。活動は３種類あ
り、①資料館の内部を、来館者に同行して移動しなが
ら順次解説を行っていく「館内移動解説」、②資料館
内の任意の位置に立ち、通りかかった来館者や声をか
けてきた来館者に説明をする「館内定点解説」、③資
料館の位置する爆心地の公園である平和公園内を移動
解説する「公園の移動解説」、が行われている。また、
有志による自主的な勉強会や研修・見学会、個人的な
勉強なども行われている。これ以外に、年３、４回程
度行われる議決機関としての「幹事会」、年２回の「全
体会」がある。HPVの代表として「代表幹事」、「副
代表幹事」があり、資料館側の窓口には資料館の「啓
発課」職員があたっている。現在の資料館は東館と本
館の２つの建物からなっており、2010年８月付の
HPV向けの資料館のマニュアルでは、東館が「平和
学習の場」、本館が「被爆体験継承の場」として位置
づけられている。それぞれの展示概要は、東館１階が
被爆前の広島の歴史、原爆の開発から広島への投下ま
で、２階が広島の復興の様子、３階が核兵器をめぐる
世界の状況、広島市などの平和に関する取組、であり、
本館が広島の原爆被害の実相、被爆者の遺品、被爆資
料の展示、証言ビデオ、となっている。HPVの館内
での解説は主にこれらを対象とする。2010年４月１日
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時点でのHPVの人数は197人（男性71人、女性126人、
平均年齢60歳）である２）（2010年４月１日付啓発課資
料より）。『ヒロシマ ピース ボランティア10年誌』に
よれば、移動解説の実績は、館内移動解説が初年度の
1999年度158件から2008年度には６倍以上の976件（人
数8332人）、公園の移動解説は1999年度７件から2008

年度499件（人数7111人）であり、HPVへのニーズは
着実に高まっている。
　ではこうしたHPVについて、そのガイド活動はど
のように特徴づけられるであろうか。先述の長崎の平
和案内人について、冨永（2012）は、自身の平和案内
人での活動や観察を踏まえ、平和案内人が、正確な情
報伝達を課せられることで定型的な解説を反復し、聞
き手との相互作用が築かれにくくなっており、しかも
運営主体から配布されるマニュアルにより、指示され
た実相や数値の伝達に重点を置こうとするようになっ
ている状況を指摘している。多少誇張して受け取ると、
平和案内人が指定されたマニュアルに従ってガイドを
実施している（させられている）イメージが形成され
てしまう。
　しかしこうしたイメージは平和ガイドの一般的な実
態なのであろうか。高嶋（2001）は、沖縄の平和ガイ
ドである琉球大学生平和ガイドを運営してきた経験か
ら、「学生たちは講義で学習した知識をまず正確に伝
えることに精力を注ぐ」が、「自信が持てるようにな
ると」、「個性を出そうとしたり」、「多面的な説明を試
みたり」など、次第にガイドの語りは定型的ではなく
なることを指摘している。また、平和博物館ではない
が、アメリカの全米日系人博物館のガイドについて菅

（2011）は、ガイドが来館者の質問に応じたり、来館
者の属性に応じて様々なストーリーを紡いだりするな
ど、博物館と来館者のインターフェイスになっている、
と述べている。同様に平和博物館ではないが、日本の

「大和ミュージアム」の展示室内ボランティア・ガイ
ドについて福西（2011）は、ガイドの内容が人によっ
てそれぞれで、来館者の年齢、性別に応じて内容が変
わると指摘している。これらは（平和）ガイドが公式
のマニュアルではなく、来館者のほうに対応している
ことを示唆している。
　こうした平和ガイドのガイド方針には、運営の側の
意図も関与しているであろう。そこで、HPVの来館
者への対応という点を中心に、2012年９月12日に資料
館内で実施したインタビューでの館長（当時）の発言
について拾い上げてみる。
　まず、「資料館としてHPVに期待する役割・活動」

「来館者にとってHPVはどんな存在であってほしい
か」という質問に対する回答として、「被爆資料であ
るとか、遺品を観てもらう、それから感じてもらうこ
とが一番」と前置きをした上で、「とは言いながら、
来る人には様々なレベルの人がいて、相当に高い関心
を持って、より、あるいは予備知識を持って来ている
人もいれば、観光客みたいにさっと通る方もいらした
りして、様々なレベルと、様々な、関心に方向性って
のもある訳で、それに応じた説明って言うか、情報の
伝達が出来ればいいと思ってる」としている。そして

「ボランティアとしての年数が長い人は相手のニーズ
に応じて」くれているという現状認識を示している。
加えて、「さっと観ただけじゃあ分からないような事
とか、少し、より深めの情報を、持って帰ってもらう、
あるいは伝えるための補助者になってもらえればいい
のではないか」としている。従ってここでは明らかに
ただ展示をなぞるだけのものではなく、多様な来館者
への対応と、より深い学習の補助がHPVに期待され
ている。同時に、「高みに立って欲しくは決してない」、

「『私がよく知っているから教えてあげる』っていうそ
ういうスタンスは良くないと思うから、そこは注意し
てる」と述べているように、そこにはある種の対等性
が期待されている。
　さらにそうしたHPVについて「ある意味での画一
的なスタイルとか、こういう風にして欲しいっていう
事も、ひょっとしたら出来たのかもしれないけども、
ピース・ボランティア活動の最初から、あんまりそう
いう事をしてきてない」、「もう十分、ボランティアの
方々、それぞれのスタイルを確立してると思います」
として、HPVのマニュアル的な画一性を目指す必要
性は感じていない発言があった。
　以上から、「情報の伝達」という限定的な表現は使
われているものの、資料館側としてHPVに、マニュ
アルに縛られずに来館者に柔軟に配慮・対応すること
がかなり期待されていることがわかる３）。しかも、そ
こには「教え─教えられる」という垂直的な関係では
なく、水平的な関係性が期待されている。従って本研
究の視点である「来館者への配慮」という問題意識が、
運営側においても持たれていることが確認できた。

３．HPVへのインタビュー

　次にHPVへのインタビュー調査に移る。
　3－1．調査の概要

　はじめに予備調査として、筆者が2009年８月に資料
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館を訪れた際に館内の移動解説を担当して知り合った
HPV１名（表１のAさん）に2010年８月17日に半構造
化インタビューを実施した。インタビューに先立つ事
前準備として、2009年の接触時にインフォーマル・イ
ンタビューを実施、HPVの10周年活動報告『ヒロシ
マ ピース ボランティア10年誌』を読み込み、毎週１

回配信される、HPV内での有志の情報交換のメール
マガジンを2009年10月以降全て読んだ。予備調査での
基本的な質問内容は、源氏田（2008）の被爆証言者の
インタビュー研究に基づき、「なぜ伝えるのか」と「何
を伝えるのか」という２点に集約される。
　この予備調査での対象者を含む５名（表１；追加の
４名は機縁法によりAさんに紹介して頂いた）に対し、
2010年９月12～14日に半構造化インタビューを実施し
た。質問の中心はHPVが「何を伝えるのか」という
ことにあった。さらに2011年８月29日～９月２日に、
同じ５人のHPVに対し２度目の半構造化インタビュ
ーを実施した。HPVが解説によって、「何を伝えるの
か」、「どう伝えるのか」に関し、より具体的な解説内
容を中心に質問した。インタビューは全て平和公園内
で行い、時間は概ね１～２時間程度であった。全ての
インタビュー内容は対象者の許可を得てICレコーダ
ーで録音、トランスクリプトを作成した。なお、事前
に調査目的・条件について書面を渡し、回答の任意性
とプライバシーの保護に関して十分な説明を行った。

表１　各対象者の特徴
HPV 歴 性別 年齢

A さん 11 年目 男 60 代
B さん ６年目 男 60 代
C さん ４年目 男 70 代
D さん ４年目 女 60 代
E さん ２年目 女 60 代

（2010 年調査時点）
（D、E さんは戦後生まれ。全員被爆者ではない）

　3－2．HPVは何を伝えているのか？

　本研究の主題である来館者への配慮の問題に入る前
に、補助的な結果として、HPVが解説で伝えている
内容について、インタビューでの発言をもとに整理・
分類した結果を簡単に示す。ここでの分類はインタビ
ューを基にしたものではあるが、厳密にコーディング
した結果ではないので、暫定的なものである。
　ここでの手続きは以下のように進めた。事前に、根
本（2010）にある被爆証言の２つの理念型（「体験者
としての語り」と「平和教育としての語り」）や、源

氏田（2008）のインフォーマントとのその後の個人的
会話から着想を得て、「被爆体験の継承」と「平和問
題に対する意見の発信」の２つのカテゴリを設定し、
これを念頭に予備調査で質問を行った。予備調査での
発言から第３の分類として「客観的事実」を付け加え
た４）。そして2010年の調査でこれら３分類を踏まえて
インタビューを行い、データを読み込んだ。さらに
2011年の調査で、この３分類について対象者にフィー
ドバックし、その妥当性について確認を求めた。その
結果、さらに「希望の提示」というカテゴリが２名か
ら指摘された以外は特に大きな異論は出なかった５）。
　以上の手続きを経て、【伝えていること】が《客観
的事実》、《体験の継承》、《意見の発信》、《希望の提示》
の４つに分類されるという仮説が生成された。この４

分類に関連すると思われる発言をいくつか以下に抜き
出してみる。
　まず、《客観的事実》であるが、これを特に重視す
るAさんによれば、「もう別に感情も込めずに、ほん
とに事実を、その代わり絶対に事実を」、「被爆体験っ
て言っても、その、個人のね、被爆体験と、からもう、
ヒロシマっていうかさ。＜筆者：全体像っていうか？＞
うん、全体の被爆体験というのがあると思う」、「個人
的な体験どんどん入っていったら、自分の、事実じゃ
ないこともやっぱり、見た時の感覚？」と発言してい
る。Aさんにとって《客観的事実》は感情・感覚・思
いとは独立したものであり、個別的なものというより
は統計的に表れるような「全体像」や「データ」であ
り、その意味で厳密には個人的な体験談とは区別され
る。
　次に《体験の継承》であるが、これは、先の《客観
的事実》についての発言での対比からわかるように、
感情・感覚・思いなど主観的なものも含めた個別的で
個人的な体験の話を伝えることであると言える。これ
に関してDさんは「心をね、わかってもらって」と述
べている。
　一方《意見の発信》は、平和に関連した意見を発信
することである。例えばこれを重視しているDさんは

「そして一番、あの、あるのは、どういう社会にした
くて、どういう、この子達に何を言いたい、伝えたい
かという、そうな思い。」と述べている。またEさん
は「まあ色々こう、そういう思いを伝えられたらいい
なあって。＜筆者：思い？＞思いですね。ああ、まあ、
こんなに、ね、悲惨なものを、作っていいんか、って
いう」と述べている。特に、資料館の設置趣旨が「原
子爆弾による被害の実相をあらゆる国々の人々に伝
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え、ヒロシマの心である核兵器廃絶と世界恒久平和の
実現に寄与するため、広島平和記念資料館（中略）を
設置する。」（広島平和記念資料館条例第１条）という
こともあり、核兵器廃絶・世界恒久平和、という意見
の発信は、HPVの共通認識と考えられる。
　《希望の提示》について、これを指摘したAさんは「あ
れだけ破壊されたもんでも、これだけ復興できるんで
すよっていうのは、やっぱり世界にとってものすごい
メッセージだと僕は思うんよね。だから、そういう面
も伝えたいなあ」と述べている。同様に指摘したCさ
んは（被爆した人が）「ちゃんと生活が出来る。人間
として生活出来る、というのも、これはもの凄い大き
な希望になるんじゃないかと思うんですよ」とも述べ
ている。つまり、広島の街の復興、あるいは被爆者が
力強く生きていること、それらを通じて人々に希望を
伝える、という側面である。
　以上から、HPVの伝えていることについては、全
体として、（被爆）「体験の継承」だけでなく、史実実
証主義的な「客観的事実」や、平和への思い、そして
破壊から立ち上がる人間や社会の力強さや希望、とい
った幅広いことがらが含まれている、と言える。

　3－3．HPVの来館者に対する配慮

　次に、HPVの来館者への配慮に関する分析に移る。
ここでの分析手続きは以下の通りである。まず、「調
査の概要」で説明した予備調査と、その後の２度の調
査のトランスクリプト全てをデータとして、質的デー
タ分析ソフトウェア（QDAソフト）であるMAXqda
を用いて、発言内容のコーディングを行った。コーデ
ィングに際しては、GTAに準じた方法である佐藤

（2008）のQDAソフトの手引き、及び、木下（2003）
の修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ（M
－GTA）を参考にした。これらの方法のGTA（例え
ば戈木、2008）との大きな違いは、データを切片化せ
ず、コードの重複を許容する点である。さらに、デー
タ収集と分析を同時進行で行うGTAとは違い、全て
のデータ収集後に分析を開始した点ではM－GTAに
準じている６）。また、分析の際に事前に前提を置かな
いGTAとは違い、M－GTAに従い、分析テーマと分
析焦点者を設定した。分析テーマとは、研究者の関心
に従ってデータの意味の解釈、その選択的判断を行う
ための明確化されたテーマであり、分析焦点者とは、
分析の上での視点として設定される、特定の人間の視
点である。これらにより、分析に方向性を持たせるの
である。ここでは、分析テーマを「HPVによる来館

者への配慮」、分析焦点者を「HPV」とした７）。その
上でMAXqdaを用いて分析を行い、コードが浮上し
た場合、それにコードメモをつけ、適宜修正しながら
内容を深めていった。コード自体も適宜修正していき、
それらをまとめていった。M－GTAの用語では、下
位コードから順番に「概念」、「サブ・カテゴリ」、「カ
テゴリ」と呼ばれる。一旦出来上がったコーディング
結果を、調査対象者でもあるベテランHPVのAさんと、
平和ガイドに詳しい平和心理学者１名（杉田明宏氏）
にチェックを依頼した。また、杉田氏にはカテゴリに
ついてのアドバイスも頂いた。これらを踏まえ、コー
ディング、および、コード名、コードメモの一部を修
正して最終的な結果とした８）。簡略化した分析結果を
表２に示す。
　まず、来館者に対する解説の一般的な【技法】とい
うカテゴリがある。これらは、通常、来館者の全般に
対して用いられる、解説をわかりやすくする方法であ
る。《エピソード》、《イメージ》、《テーマ》の３つの
サブ・カテゴリが見出された。《エピソード》は、解
説の中に被爆者の事例や、逸話、体験または具体的な
出来事などをエピソードとして説明に加え、実感を湧
きやすくする技法である。「心に届く」、「なるほどと
思ってもらえる」という指摘もあった。自身の経験し
たこと、例えば直接の被爆ではないが、戦時中の経験、
あるいは、被爆者との出会い、証言を聞いた経験の披
露なども含む。しばしば、資料館の展示にないエピソ
ードを付け加える形で行われる。例えばDさんは被爆
孤児のパネルで、親戚の家で食事を十分与えられず、
さらに親戚の子から非難されたという被爆孤児の辛い
体験を語り、Eさんは、急性障害の事例として出てく
る山下博子さんの展示において、山下さんがその後結
婚・出産し、その子が指揮者で活躍している新聞記事
を見せながら解説している。
　《イメージ》は、来館者にイメージが湧きやすいよ
うに比喩や事例を織り交ぜることである。これには２

つの概念がある。一つは〈物理的データのたとえ〉で
あり、物理的なデータの数値を理解するために比喩を
用いる方法である。例えば、Aさんは原爆の火球の大
きさ280メートルを資料館全体の建物よりも大きいと
表現したりする。二つ目が〈実物・写真〉であり、展
示資料の実物や写真などを活用してイメージを得る方
法である。ビデオ・録音を用いることもある。例えば
Eさんは展示の被爆瓦を触るコーナーで、来館者に触
るように促して解説を行っている。
　《テーマ》は解説に抽象的なレベルでのテーマを持
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たせる方法である。例えばAさんは、公園の移動解説
では全体としての「ストーリー」が作りにくいことを
指摘したうえで、「世界の人の連帯」をそうした「ス
トーリー」（テーマ）の一つとして挙げている。
　次に、来館者への【配慮】のカテゴリがある。これ
は、来館者の特殊性・多様性への対応、尊重、来館者
との双方向的なやりとりや来館者の側からの影響への
対応を含む。サブ・カテゴリとしては《質問・反応に
応じる》、《意見の差し控え》、さらに《子供への配慮》
と《外国人への配慮》が見出された。
　《質問・反応に応じる》は、来館者からの質問や、
反応に応じることである。質問に答える、答えようと
努力をしたり、さらに解説をつなぐ、相手の熱意によ
り解説内容を変える（特に熱心な人にだけ話す内容な
ど；全員）こともある。意見を求められて、個人的な
ものと前置きしたうえで意見交換をする（Bさん）、
あるいは、来館者からの質問や反応を受けて解説の仕
方を工夫したり、個人的に作成しているマニュアルを
変更したりすることもある（Aさん）。これに関して、
Aさんは「関係ないような」質問でも「出来るだけ答

えたい」と述べ、Cさんは「一番充実感感じるのは」、
「やり取りがあった時」と述べている。
　《意見の差し控え》は、HPVが自分の個人的な意見
を強く言うことを差し控えることである。来館者から
意見を求められた時に「個人的なもの」として言うこ
とはあるが、自分からは言わない（B、Eさん）、また
は押し付けにならないように（Dさん）、という発言
がみられた。来館者に判断してもらう（Cさん）とい
うことであり、「事実」を伝えれば判断してもらえる（E
さん）、というある種の信頼も見られた。偏った意見
を言って、事実を言うときでも来館者にバイアスがか
かっていると疑われることは避けたい、という発言も
あった（A、Bさん）。これは「事実中心」という資料
館側の方針とも関係しているようである。
　次に《子供への配慮》だが、これには概念として、

〈身近な話〉、〈話題〉、〈問いかけ〉、〈役割分担〉の４

つが見られた。〈身近な話〉は、来館者にイメージし
やすいような、現在の日常生活での身近な話に引きつ
けて説明する方法である。特に子供の目線に合わせた
説明が多く、例えば佐々木禎子さんがそれほど遠い昔10

（カッコ内アルファベットは発言者）

解説に用いる技法・方略。一般的に来館者にわかりやすくする工夫。

実物・写真 展示資料の実物や写真・音・映像などでイメージを得る
例）「川岸にね、そこに降りて行って、話をすることあるんです。（中略）そこで話をするんですけど、そしたら、この
元安川に死体が一杯あったと」（Ｄ）

物理的デー
タのたとえ

数値に、来館者にイメージが湧きやすいようにたとえを織り交ぜること
例）「19トン。１トンいうたらね、普通車がおおかた１トンと思ってくださいいうて。普通車がね、19台分です」（Ｂ）

エピソード
逸話、体験または具体的な出来事などをエピソードとして説明に加え、実感を湧きやすくする
例）「パノラマの中じゃから、レストハウスの地下にたまたま書類取りに行った人が一人とか」（Ｅ）

抽象的なレベルでテーマを考えて解説のプロットを作る
例）「やっぱり生命の尊さいうようなの感じ出したいいうんかな？その、あの、展示の説明を通じてねえ」（Ｂ）

来館者に対する配慮。来館者の個別性や特殊性、多様性、特別の事情を尊重し、相手に合わせる、来館者の側
からの働きかけに応じる、やりとりをする。

意見の差し控え 自分の個人的な意見を言うことは差し控えること、押し付けにならないようにすること
例）「オーバーになったり、その、押し付けになったり、っていうことではね、いけないとは思うんですが」（Ｄ）

質問・反応に応じる 来館者からの質問や、反応に応じること、対応すること
例）「向こうから質問が出ないようなガイドはね、ああ今日は失敗したな、という感じですよ」（Ｃ）

外国人への配慮
「淡 と々説明」、「復興」、「友好関係」、「役割分担」
例）「いやあ僕～にね、４年間いたんですって、たらそれで、ぷっとこう、和むわけですよ」（Ａ）

話題 子供が関心を引くような話題を出す
例）「『はだしのゲン』書かれた中澤さんが、あの、通われたところよって言ったら、子供達が目輝かす」（Ｅ）

問いかけ 来館者に問いかけをして発言を引き出す
例）「世界地図の中に、その、ヒントが隠されている。香取さんの平和に対する思いが隠されている。なんですよ
と。何でしょうか、言うて」（Ｃ）

身近な話 来館者（特に子供）にイメージしやすいような、現在の日常生活での身近な話に引きつけて説明する
例）「きょとんとして聞きよったら、ボクお父さんとお母さんと当分別れて生活しても大丈夫かいって言うて」（Ｂ）

役割分担 不得意なので得意な人に任せる
例）「子供の扱いにも、エクス、エクスパートが、子供に向って説明するほうが」（Ａ）

配慮

技法

子
供
へ
の
配
慮

テーマ

イ
メ

ジ

表２　「来館者に対する配慮」のコードのまとめ

（カッコ内アルファベットは発言者）
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の人ではないことを説明する時に、自身が禎子さんの
同じ小学校の２つ下であることを話す（Dさん）、青
空学級の話で自分の学級のことを想像させる（Bさ
ん）、などである。〈話題〉は子供の関心があるような
話題を出すことで、例えば、「はだしのゲン」の作者
中沢氏のことを挙げて、子供に関心を持たせることや

（Eさん）、公園の移動解説で、学生相手のときは「教
職員の碑」などの学校関係のところを案内する（Bさ
ん）、などである。〈問いかけ〉は、問いかけをして発
言を引き出す手法であり、特に子供に関する言及が多
かった。双方向的に進める工夫か、もしくは子供の関
心・自発性を引き出すためと推測される。例えば、韓
国人原爆犠牲者慰霊碑の説明で、広島に韓国の人がど
れくらいいたと思うかクイズを出して回答を色々出し
てもらう（Dさん）、などがあった。〈役割分担〉は解
説ではないが、子供は得意な人に任せる、という方針
である。
　最後に《外国人への配慮》であるが、実際に外国人
に向けた解説を行っている人物が対象者中２名のみ
で、以下の配慮は友好関係についてのものを除いて一
名によって報告されたものでしかなく、バリエーショ
ンがないためこの結果は暫定的である。基本的に、自
分達が非難されているという外国人（特にアメリカ人）
の警戒心を和らげる配慮が見出された。感情を出さず、
中立でフェアな立場から事実を伝え（淡々と説明）、
援助提供や交流、寄贈、植樹、自身の海外経験など国
家間の友好関係を示唆する話題を話し（友好関係）、
復興の話で和ませる（復興）。この他、外国人に対し
て役割分担をして担当する旨の発言もあった（役割分
担）。
　以上から、HPVが来館者に対して、何がしかの配
慮をしている様子がうかがえた。

４．考察

　以上の結果をもとに、図式化を試みた（文末の図を
参照）。まず、【伝えていること】として、暫定的に、

《客観的事実》、《体験の継承》、《意見の発信》、《希望
の提示》があり、それらを伝えるときに、《エピソード》、

《イメージ》、《テーマ》という来館者にわかりやすく
伝える【技法】を用いつつ、《質問・反応に応じる》、

《意見の差し控え》、《子供への配慮》、《外国人への配慮》
など、来館者の多様性、独自性を尊重し、来館者から
のフィードバックに対応したり、双方向的に進めたり
する【配慮】をしている、という解説の様子がうかが
えた。従って、館長（当時）がインタビューにおいて

HPVに期待していたように、HPVは来館者に対して、
何らかの形で対応しており、それは一般的に工夫をす
ることで、何とか展示をわかりやすいものにしようと
いう努力であることもあるが、来館者の多様性や個別
性に対して配慮し、相手の反応や質問に応じているこ
ともあることがわかった。
　では、こうしたHPVの解説実践は、理論的にどの
ように解釈でき、そこにどのような課題が存在するの
であろうか。このことを検討するために、より広い理
論的文脈に位置づけ、今後の展望を得たい。まずは教
育心理学的な観点から、佐伯（1993）の「学びのドー
ナツ論」を参照する。
　佐伯（1993）によれば、学習は「I」、「YOU」、「THEY」
の３つの世界を「学びを広げていく際にくぐり抜け、
かかわっていくプロセス」として説明できる。「＜納
得がいく＞学び」のためには、まず「人とは違う」自
分流に「わかろうとする」、「Iの世界」をくぐる。し
かし、「他者に心を開き」、「もっと深い納得をもとめて、
対話する」ことも必要である。そのために、自分の「こ
だわり」を「肯定してくれる」人、あるいは、それほ
ど理解せずとも「つきあってくれる」人が、「視点を
変えて」、「『自分（わたし＝I）の世界』を安心して『外
から見る』ことができる」ことを保障する必要がある。
これが「YOUの世界」である。だが、この「YOU」
は同時に「外側の世界」、「ホンモノ」である「THEY
の世界」を背負わなければならない。そして、「I」と

「YOU」が出会う「第一接面」（親しみやすく、わか
りやすい側面）、「YOU」と「THEY」が出会う「第
二接面」（現実社会とかかわりを持つ側面）のありよ
うが難しい。第一接面ばかり重視すると、「仲間意識
の強化ばかりに気をとられて、『さらに外側へ向かう
目』が育たなくなる」。第二接面を強調しすぎると「話
は『立派』で『ごもっとも』だが、自分とはカンケイ
ナイこととして子どもは逃げる」。
　この「ドーナッツ論」に当てはめてHPVの活動を
考えてみる。まず「YOU」のHPVと、「I」の来館者
との出会う「第一接面」では、【技法】と【配慮】に
より、HPVが来館者に「つきあい」、「肯定する」。こ
れが来館者に「『ごもっとも』だが、自分とはカンケ
イナイ」とされることを防ぐことになる。こうした配
慮を、HPVが来館者との間に「相互的・水平的関係」

（杉田、2006b）を築く努力と捉え、そこに杉田（2006b）
の言う、対等で真に平和学習的な関係での学びを見出
すこともできる。しかしそれが行き過ぎると、来館者
の「外側へ向かう目」が育たなくなる理論的な可能性
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が、佐伯の議論から浮上する。つまり【伝えているこ
と】に関連すると思われる「第二接面」の問題である９）。
これと関連して、あるHPVは、「相手の人に合わせて
解説するっていう」ことに「あんまり反論はしないん
だけど」、「自分のね、言いたい事あるはずなんよ」と
発言をしていた。つまり、「言いたい事」と来館者へ
の配慮との、一種のジレンマである。HPVは両者の
バランスを探らなくてはならない（文末図中【A】）。
　しかし、学習者（I）が「外側の世界」と交流を持
つために、道案内役（YOU）は「外側の」真正な文
化的実践のコミュニティ10）を背負うべき、との佐伯
の議論を適用するなら、これはHPVが「個人的に言
いたいこと」の問題に止まらない。上記のバランスは、

「ホンモノ」を背負ったHPVが、それを踏まえて「言
いたいこと」と、「来館者に合わせること」のバラン
スの問題であるかもしれない。従って、実はHPVが「ホ
ンモノ」を背負わなければ、それが真に望ましい学習
のためのバランスかは保証されない可能性もある。し
かし佐伯の議論は、抽象的な説明の道具である感は否
めず、HPVにとって「ホンモノ」や「コミュニティ」
とは何か、という点は不明である。そこで次に、資料
館や長崎原爆資料館の展示に関する議論を参考に、「戦
争体験の継承」の問題を考えてみたい。
　深谷（2008）は、長崎の原爆資料館の展示に複数の

「コード」（ある意図に従った展示の文脈に乗せるため、
第３者が資料に付与する「意味づけ」）が含まれるこ
とを見出した。それは大別すると、解説展示の歴史・
科学的説明と、共感・残酷さなど感情を喚起する提示
的展示（写真や遺品など）による被害の痕跡に分けら
れる。続いて深谷（2009）は、記憶の継承の２側面と
して、記憶から規範的価値を取り出して思想化・再構
成することで継承する側面と、非言語的・身体的に実
感される「生のままの記憶」の側面を指摘し、両者の
両立の難しさを踏まえ、「継承」の内実を問うべきと
した。
　以上から、「戦争体験の継承」には、「歴史・科学的
説明／規範的価値」の側面と、「身体的実感／感情／
体験」の側面があり、先の佐伯の議論での「ホンモノ」
は、主に前者に関連すると考えられる。さらに、村上

（2009）は、平和教育への伝統的教育学のアプローチ
では、「平和教育はいかにあるべきか」という規範的
教育理念に基づき、よりよい実践を検討する、として
いるが、上記の「歴史・科学的説明と規範的価値」の
側面とは、こうした教育的な面と重なる部分が大きい。
HPVの活動する資料館は、「核廃絶」、「恒久平和」の

理念を掲げ、「被爆の実相」の普及のためにより良い
実践を目指しているという意味で、こうした規範的・
教育的な「継承」と重なる。従って、HPVが背負う
べき「ホンモノ」の一つはこうした「歴史・科学的説
明と規範的価値」の側面であると言える。
　しかし、その議論からこぼれ落ちた重要な側面とし
て「身体的実感・感情・体験」の側面があり、これを
もう一つの「事実」と考えることができる。この「こ
ぼれ落ちる」記憶の問題を「フレーム」の問題として
捉えなおしたい。Naono（2005）は、1994年の資料館
リニューアル時の日本の「加害」展示をめぐる論争を
題材とし、右派の主張する戦時中の日本の「被害」の
強調も、左派の主張する日本の「加害」の強調も、い
ずれもnationalistのフレームを相対化できていないと
批判している。そして、記憶のnationalなフレームを
流動化させ、「ヒロシマの心」が国境を越えたものに
なる可能性を広げるべきと主張した。つまり、記憶の
継承は特定のフレームに基づいており、時にこうした
フレームを破壊しなければ、そこから「事実」がこぼ
れ落ちる。先の平和教育の「理念」や「規範的価値」、
あるいは資料館展示の「コード」も、こうしたフレー
ムの一つと考えることもできる。HPVや来館者など
個人にも、個別の「フレーム」（または「スキーマ」）
が想定できる。
　こうした「フレーム」に対し、記憶の「体験」の側
面を取り上げることで、それを破壊・変容させる可能
性がある。例えば、Naono（2005）は元「従軍慰安婦」
の証言のインパクトを指摘している。他方、HPVの
中にはこうした側面を「継承」しようとする動きもあ
り、複数のHPVからの発言で、記憶の「体験」の側
面に、来館者と展示との間を埋める役割（「つなぎ」、

「身近に感じる」）が期待されていた（【技法】の〈エ
ピソード〉）。
　従って、HPV全体としては「戦争体験の継承」の
２つの側面が混在しているが、必ずしも深谷（2009）
の指摘するような背反するものではなく、一部に融合
が見られた。しかし、やはり「体験」の側面は戦争体
験者の持ち味である。「気持ち」や「暑さ、寒さ、音、
臭い、ひもじさ」など感情・感覚的な理解の難しさ、
体験者の「説得力」、「オリジナルな言葉」による重み、
を指摘するHPVもいた。他方、「平和教育」の側面は
非体験者の持ち味と言うことができ、HPVの一人は、
科学的説明と伝え方、そして被爆者の「苦しみ」の総
合力でHPVの自負がある、と発言していた。また、
別のHPVが、「体験の伝承」ではない、「平和の継承」
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活動としてHPVを位置付けていたように、規範的な
メッセージ性を付け加えることもできる。
　こうした「継承」のために、非体験者としての
HPVの行っている活動と工夫について、自己研鑽と
解説の両面からまとめると、まず、自己研鑽では、歴
史的・科学的情報の収集がある。読書、講演会参加、
資料館の情報資料室や学芸員の活用、HPV間での情
報交換・勉強会、フィールドワークなどである。同時
に、記憶の「体験」の側面の継承として、映像や手記、
講演などで被爆証言に触れる、被爆者との出会い・交
流などがある。特にこの側面で、「向き合う」、「思い
を分かろうとする」という真摯な姿勢が見られた。一
方、解説では、被爆者・死者の立場に立つ、「自分だ
ったら」と想像し、被害を人に置き換える、という工
夫や、「偏っている」と疑われぬよう意見を控えると
いう工夫が見られた。こうした活動に、先の「フレー
ム」についての議論を援用するならば、常に自身の「フ
レーム」を自覚し（心理学で言う「メタ認知」（認知
する自分への認知：丸野、2008））、これを問い続ける
姿勢が重要であろう。知識を吸収し、解説を組み立て
る際には「事実」の選択と編集が行われるが、この際、
自分がどのような「フレーム」に従っているのか意識・
反省することで「継承」の内実を問うことができる。
そうした不断の努力がHPVを「THEY」の代弁者た
らしめるであろう。
　この点で、来館者からの様々なフィードバックが、
HPVを成長させていた。質問されて自身の知識不足
を自覚し勉強する、反応の悪さから説明方法・内容を
改善する、解説への感謝でモチベーションを向上させ
る、などである。また、来館者とのHPV活動外の交
流による、平和意識の高まり、「伝える」活動の広が
りも見られた。これらを通じて、HPVの知識・技能
が向上し、個々に個性的で味のあるスタイルを発達さ
せ、同時に平和意識（「ヒロシマの心」）や「伝える」
意識が強化されている様子がうかがえた。すなわち、
来館者とのフィードバック・ループによるHPVの自
己制御（外部からのフィードバックとリンクした自分
自身のコントロール：Carver & Scheier、1998）が行
われており、その発達の経路の多様性から、これを教
育心理学で言う「自己制御学習」（学習者自身で決定・
コントロールされる学習：上淵、2004参照）の一種と
捉えることが可能である。そして、以上のような「フ
レームの問い直し」と「自己制御学習」のプロセスを
たどることが、HPVの発達の一つの望ましいあり方
と想定される（上淵、2008も参照）。

　ここで、本研究の課題を述べる。本研究はあくまで
５名のHPVからの聞き取り調査を基にしているに過
ぎず、その意味で今回の分析結果はあくまで仮説生成
でしかない、という限界がある。また、【技法】、【配慮】
のいくつかの方法については、その一般性、有効性の
確認も必要かもしれない。実際に解説の現場で来館者
の納得や学習意欲の創出につながるのか、他のHPV
も用いているのか、について今回の結果から一般化し
過ぎることは厳に慎むべきであろう。また、【伝えて
いること】の分析が不十分で、これと【配慮】、【技法】
との想定される関係性については検討を行えなかっ
た。
　以上のような問題点・課題を踏まえつつ、本研究の
意義を考えると、HPVが「どう」伝えているのかに
関して、来館者に対するある種の教育的配慮（【技法】、

【配慮】）およびその具体的方法について、HPV自身
の視点から明らかにし、そこからHPVの活動の課題
について理論的な示唆をした点にある。そして過剰な
一般化を恐れずに言うと、「ホンモノ」を背負おうと
不断の努力をしつつ、来館者に「配慮・対応」する、
というこの課題は、他の平和ガイドにも共有される部
分があるかもしれない。現場の知恵と工夫が試されて
いるのかもしれない。
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相互作用・回答

警戒心の緩和
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得意なＰＶが担当
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希望の提示 体験の継承 客観的事実 意見の発信

【伝えていること】

図 ＨＰＶの解説の図式化

図　HPVの解説の図式
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【注】

１） GTAとは、「データに密着した分析から独自の説明概念を

つくって」、「統合的に構成された説明力にすぐれた」グラ

ウンデッド・セオリー（木下, 2003）の構築を目指して実

施される質的分析法である。しかし本研究の考察部分では、

箕浦（2009）のガイドに従い、佐伯（1993）などの理論に

より、質的調査の結果の理解を助け、より広い理論的文脈

に位置付けている。

２） 資料館より入手した2013年11月23日現在のデータでは、

HPVに占める被爆体験者の人数は41名、被爆２世の人数は

34名である（共に自己申告）。

３） 実際には資料館が参考資料として、館内解説のマニュアル

を用意はしている。しかし配属当初の新人時代は別として、

HPVが資料館のマニュアルのまま解説を行うことはあまり

ないようである（表１のA、B、Eさんより発言）。

４） 「客観的事実」と「体験の継承」の区別に気づかせてくれ

たのは、Aさんによる「ヒロシマとしての記憶」（＝客観的

事実）と「個人としての記憶」（＝個別の被爆体験）は違う、

という発言であった。

５） ここでは省略しているが、その後、さらに10名のHPV（被

爆者３名、若手（30代）３名含む）に確認をしたところ、

やはりほぼこの４分類であるとの回答を得た。

６） QDAソフトを用いた分析はデータ収集後に行ったが、実際

には、２年のデータ収集期間中、集まったデータをトラン

スクリプト化した紙媒体に対して手作業での予備的分析

（佐藤, 2008）は逐次実施している。

７） 厳密に言えば、ここでの「来館者への配慮」というテーマ

は事前に持っていたものというより、注６）の手作業での

予備的分析のなかから浮上してきたものである。先の館長

（当時）へのインタビューはその後に実施されたものであ

り、そこで「配慮」の問題が「来館者の多様性への対応」

という問題と結びつけられた。

８） チェックは以下のように実施した。コードと、コードを割

り振った部分の文のセットの一覧表に、コードの説明を添

付し、コーディングが妥当かの判断を依頼した。妥当でな

い場合、該当すると思う他のコードを割り当ててもらった。

その結果、全219ヶ所のコーディング結果のうち、妥当で

ないと判断されたものはAさん12ヶ所（5.48%）、杉田氏８

ヶ所（3.65%）、双方とも妥当でないと判断したものが２ヶ

所（0.91%）、少なくとも片方が妥当でないと判断したもの

が18ヶ所（8.22%）であった。双方とも妥当でないと判断

したものは、該当するとされたコードが両氏で一致してい

たため、そのコードへ振り替え、それ以外については指摘

を参考に筆者がコーディングをやり直した。また、杉田氏

より他のものと区別がつきにくいと指摘を受けたサブカテ

ゴリと概念について、《ストーリー》としていたもの《テ

ーマ》に〈関心〉としていたものを〈話題〉に名前を変え、

説明に若干の修正を行った。加えて、《イメージ》〈身近な話〉

と《子供への配慮》〈子供目線〉という２つの概念の文例

がほぼ重なっていたため、これを《子供への配慮》〈身近

な話〉へ統合した。

９） 佐伯（1993）では第一接面の後に第二接面が来る、という

時間差が想定されているが、ここでは両者がHPVの解説中

に混在していると想定する。

10） ここでの「コミュニティ」は地理的なものには限定されな

い。
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はじめに

　Peaceには平和と平穏のみならず友好関係の意味が
ある。学校教育の場ではいじめだけでなく体罰も絶え
ず、社会ではヘイトスピーチが後をたたず、子供も大
人もPeacefulな友好関係を模索しながらも抜け道が見
いだせない昨今である。目の前にあるこれらの暴力的
な状態を少しでも打開するのに何か方策がないかと求
める人は多いだろうし、特に教育関係者にとっては焦
眉の急と言えよう。
　ここに紹介するのは、「平和学の祖」と呼ばれるヨ
ハン・ガルトゥングによって考案された『SABONA』
または『SABONA（サボナ）マット教育』（「SABONA
の会」命名）である。SABONAは南アフリカのズー
ルー語でI see you. つまり、「私はあなたを見守って
います」を意味する同博士のTranscend Approachを
下敷きにしてわかりやすく編まれた紛争転換

（problem solving ではなくconflict transformation）
のための手法である。ガルトゥングの50年以上に渡る
世界のミディエイター・調停者としての手法が凝縮さ
ており、特に若者を対象としていると言えよう。
　筆者はトランセンド研究会に属しており、2009年度
から2011年度までの３年間、科研（萌芽研究）でこの
生まれたての方法を研究する機会を得て、オスローに
て日本におけるファシリテーションと書籍を翻訳する
許諾をガルトゥングより得た。また、2010年の

「SABONAの会準備会」を経て、仲間と共に2011年か
ら「SABONAの会」の世話人の一人である。本会は
その普及と日本的なアプローチの開発を目指して活動
しているが、グループとしては主に大阪府下の小学校
や高校などで先生方を対象としたワークショップを行
い普及に努めている。しかしながら、本稿は筆者が住
んでいる長野県における個人による高校生や大学生に
向けて行った講演やワークショップの実践報告であ
る。

１．ワークショップの展開

　高校生や大学生に対して５年間で行った講演やワー
クショップは年間平均２～７回くらいであるが、2012

年８月には地元紙（信濃毎日新聞）にも紹介され、小
学校や高校からの依頼は少しではあるが増えている。
また、高部優子氏によって制作された『鬼退治したく
ない桃太郎』（2012年２月）など２本の短編アニメ（英
語・中国語・韓国語・スペイン語・日本語字幕付き）
を活用することによって、耳慣れない平和学や
SABONAの概念が飛躍的にわかりやすくなったこと
が大いに役立っている。
　学校の先生方へのワークショップとは異なり、与え
られる時間は授業の１コマか長くて２コマであり多様
な生徒たちであるので参加型の部分は最小限しか入れ
られず説明するだけのこともあるが、以下にその一般
的なアプローチを紹介する。

①「平和学」「平和の文化」って？

　まず、学生・生徒に自分たちの知っている「桃太郎」
のお話を思い起こさせてからアニメ『鬼退治したくな
い桃太郎』をいきなり見せる。通常は時間がないので
話し合わないが、参加者が知らない者同士の場合は自
己紹介をかねて話しあってもらう。このアニメ（約10

分）は、鬼を退治するのではなくて話し合いの場をも
って理解し合い、最後には互いに助け合う構成で、作
者の言いたいことについてペアやグループで考えさせ
る。小学校から大学まで、また台湾（オリジナルの桃

紛争転換の方法 SABONA の学校教育における一実践
─より良い関係性を構築するための取り組み

室 井 美 稚 子
（清泉女学院大学人間学部教授）
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太郎の話はモモタロウの名で普及していることを発
見）の大学生にも試みたが、例外なく意図をすぐに感
じ取ってくれた。
　また展開として、翌週などに時間がとれれば、自分
たちが子供の頃から馴染んでいる物語を見直して平和
的にリメイクさせるワークは大変に興味深いストーリ
ーを生む。短期留学してきた台湾の高雄の大学生グル
ープのひとつは、『三匹の子ブタ』の話を選んで競争
的ではなく、より良い住居を造るための助け合いの実
験とするストーリーに変えて、「平和の文化」の意味
を理解してくれたことが伝わった。残念ながら、たい
ていの場合はワンショットなのでこの展開は望めない
のが辛いところであるが、いずれは段階的なシラバス
を作成していきたい。
　平和的な発想を求めて学ぶことが平和学であり、「平
和の文化」とはこのような発想の延長線上に花開く文
化である点をわかってもらいたいと考えている。

②ケンカしているとき何から話したらいいかな？

　それでは、コンフリクトがあること、ケンカをする
ことは悪いことであろうか。否である。ケンカをする
ことはあってはいけない悪いことではなく、極めて自
然な人間の営みである点を強調する必要がある。コン
フリクト・もめ事・ケンカの存在を認めて、問題を顕
在化させて「明るい未来」を共に探ってこそ、将来よ
りよい状態を創り出せる可能性が生じるからである。

　ここで４つの象限のイラストを見せる。まだ順番を
表す数字が入っていないものをまず見せて、相手が大
変怒っている時、「明るいpositive」もしくは「暗い
negative」と「未来future」もしくは「過去past」の
組み合わせのうち、どれから話せばよいかを考えさせ
る。ワークシート（ア）を用意して各自で予想させる
場合もある。

　ガルトゥングの推奨は、ワークシート（イ）（本稿
ではコンセプトが想起しやすいように、実際に教室で
使用するための学生によるイラスト入りシートを掲
載）にある順番であるが、ここで導入の初期の頃は誤
解を招くことが多かった。相手が相当怒っているから、
まず「明るい未来」のことから話さないと対話のテー
ブルについてもらえないからここから始めるのである
が、最後が「暗い未来」で終わることに違和感が出が
だされることが多い。また４番目が最後という捉え方
にどうしてもなってしまうことがあった。ファシリテ
ーターが、何回もこのマットまたはシート上を行き来
するとの説明を十分に行わずに、「暗い未来」になら
ないように「これからどうすればよいか」を考えるこ
とが肝要である点の押さえが足りなかった。
　つまり、必ずしもこの順に動く必要はなく、大切な
のは関係性が悪いときに忘れがちな「明るい過去」を
思い出す点もある。相手に対する怒りで心が占められ
ると良かった過去が消えたかのようになってしまう。
ここにこの４つを意識化するポイントがある。ある小
学校でワークショップをしての女

じょ

子
し

の感想に「今友だ
ちとケンカしているけれど、今晩寝るときに楽しかっ
たことを思い出そうと思いました」というコメントを
もらった。コンフリクトにある友だちとの関係が好転
してくれることを祈りたい。　
　注意したいのは、この「４つのどこから話したら良
いか」に焦点を当てすぎると単なる話す順番のスキル
と捉えられてしまい、SABONAの全体のコンセプトワークシート（ア）

ワークシート（イ）
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が矮小化されてしまうことである。ワークにじっくり
と時間がかけられないので、誤解が生じやすい。この
４つの象限の動きは、誰が、または誰と誰が行うかに
ついてもしっかりと説明しなければならない。時には
この４つを当事者一人で、またはミディエータ－（学
校では多くの場合は教員）と当事者が２人で、その後
に納得できれば当事者同士で、この４つの象限をあち
こち動き回り「明るい未来」を創るにはどうすれば良
いかを互いに話し合うのである。とにかく、順番にこ
だわることなく、「暗い過去」をしっかり互いに明瞭
にしながらも「明るい過去」にも目を向けて、この先
におこってしまうかも知れない「暗い未来」ではなく、
こうあって欲しい「明るい未来」にする術を考えるの
である。この術については具体的に③で扱う。
　余談であるが、ガルトゥングは日本における問題は

「コンフリクトが存在すること自体を認めたくない」
風土にあるのではないかと指摘した。まさしくその通
りで、この点をうまく整理して納得する形で提示する
ことがミディエイタ－には求められる点に独特の難し
さである。
　このワーク（ワークシート〈ア〉の後半を使用）と
しては高校生や大学生には、個人的な問題だけでなく、
社会的な問題の２本立てで考えさせたい。これはコン
フリクトをミクロ・メゾとマクロ・メガの４段階に分
ける発想から来ているが、SABONAがどの段階のコ
ンフリクトにも応用できることを示したいことと、生
徒や学生に社会的な目を養って欲しいからでもある。
社会問題のワークのテーマ設定を求めると近年はエネ
ルギー問題が出されることが多く関心の高さが伺え
る。

③「ぶっ飛びの発想」とは何？

「暗い未来」ではなく「明るい未来」を創る術につい
ては、定番のオレンジのワークを行う。１つのオレン
ジを２人が欲しい場合、どのように分けるか・シェア
するか、を問うのである。たいてい半分ずつにする方
法（妥協）がこと細かく提案され、それと前後してジ
ュースにするとかマーマレードにするなどの意見が出
される。中には争わないであげる（いずれかの勝ち）
とかお母さんが隠すとか当面の争いを回避する意見

（撤退）も出てくる。じゃんけんで決めるもよく出る
案（いずれかの勝ち）であるが、そこではそれぞれの
必要度は問題にされていない。とにかくどんどん出し
てもらうことが大切で、多くの人間がいると多様な意
見が出ることを実感してもらいつつ、オレンジを温泉

に浮かべて香りをシェアするなどの例を挙げ、より創
造的な答え（超越・トランセンド）を引き出す。筆者
の経験では大人の方が発想が煮詰まり、若者の方が面
白く「ぶっ飛びの発想」（Transcend超越の室井によ
るワークのための訳語）が出てくることが多い。例え
ば、そのオレンジの種を植えて増やして云々という具
合である。このような発想は、図にすると下記のよう
になる。これをSABONAの元のアプローチであるト
ランセンド・アプローチでは超越点（Transcend）と
呼んで、意識的に創造力を高めないとなかなか出てこ
ない発想であるのでトレーニングが必要であると考え
る。例えば、このオレンジが島だと考えるとどうだろ
う。どのようにすれば、暴力によらない創造的な発想
で複数の国家間で平和的に有効活用ができるであろう
か。

　これらの５点のコンセプトをアニメ『HAPPYにな
る５つの方法』（約７分）では実にわかりやすく教え
てくれるので、各点を説明してから上映するのが最近
の講演やワークショップの着地点としている。アニメ
の設定は小学校で、上演する劇を決めようとしている
子供たちの学級会の様子である。それぞれ違う物語を
演じたい２つのグループがあり、なかなか合意を得ら
れない。どちらも譲らない中、もう止めようという意
見や半分ずつ上演しようという意見まで出てくる。さ
て、どう解決するか。「ぶっ飛びの発想」Transcend
はあるのか。それぞれの劇のテーマを生かした新たな
劇を自分たちで創ることが提案されるのである。
　コンフリクトが劇で何をするかといったような事で
はなく、友だちとのケンカの場合はその内容に応じて
プロジェクト的な活動を行うことも推奨される。時に
は撤退してしばらくは冷却期間をおくことも同様に有
効な方法ではあるが、本当の解決とはならない場合が
多いようであることも言い添える。また、何よりコン
フリクトの原因を分析することも大切であり、
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SABONAの７つのツール（後述）についても若干触
れるが時間の制限で、十分に説明しきれないのが辛い
ところである。

３．ワークショップの反応

　以上のような①②③のプロセスでSABONAを授業
の１コマか２コマで児童・生徒・学生に伝えている。
もっとじっくりと説明したり、ワークを行って定着を
図りたいが、与えられた時間内で最大限に伝えるには
アニメの存在が今では不可欠である。
　平和の文化を推進するような絵本の必要性、つまり
子供の頃から異なる相手と出会ったときに退治しよう
とするのではない発想力に触れること、また単なる問
題解決ではない創造的なコンフリクトの転換の仕方を
身につけること、そして自分もみんなもハッピーにな
れる世の中を創る推進力になること、これらの大切さ
をSABONAを通じて伝えたいと講演やワークショッ
プを行ってきた。　　
　以下に、2013年に行った参加型の講演に対する長野
県内の高校２年生のコメントを掲載する。短時間でも
これだけの理解と関心を得られるなら、平和学につい
てもっと体系的に学んでもらえれば、どれほどの効果
があるだろうかと考えずにはいられない。

　・ 平和学入門というタイトルで、難しそうだと思
っていたけどお話がおもしろくて、平和につい
て柔軟に考えられた。アニメが分かりやすかっ
た。

　・ “自分、自分”じゃなくて、“相手”はどんなこ
とを思っているのかを考えていくことで、世界
平和、人と人とが繋がりあえること、繋がりあ
うことを考えていくのが大切だなと思いまし
た。じゃあ考えられる人になるにはどうしてい
けばいいか、吸収していけるようになりたいで
す。

　・ 今も色々な争いや問題があるということは、分

かち合えず、そして分かり合えていないのだと
思います。国と国との問題も、こうやってなく
なるといいなと思いました。

　・ 今日、この講演を聴いて、もし領土問題などだ
ったら、やっぱり難しいかなと思いました。で
もクラスとかだったら、話し合いとかで解決で
きるのかなと思いました。

　・ 私も部活やクラスで話し合いをする場面が多く
あるので、今日のこの講演や内容はとても興味
を持てました。自分と違う意見の人が敵という
わけではなく、お互いに納得できる意見を出す
ことが大切だと思いました。

　・ 放棄するのは簡単だからさ、みんなで考えよう。

４．SABONAの７つのツールの概略

　SABONAは日本では、わかりやすくするために
「SABONAマット教育」とネーミングすることがある。
それはノルウェーなどでは人が乗れるような大きさの
マット（約150cm四方）で前出の「４つの象限の図」
と「紛争転換の５つの点」をマットの裏表に配してい
るからである。それに実際に乗るのである。
　日本の「SABONAの会」では、この国での教室環
境（クラスの人数）や人々のメンタリティー（大勢の
前であまり心情や意見を言いたがらない）を勘案して、
ペアやグループでの練習のワークに重点を置いた結
果、A３版のラミネート用紙上で各人の駒を動かして
少人数で話すか、ワークシートに先ず書くこととした。
　いずれにせよ短い講演やワークショップでは、
SABONA（Transcend　University Press）の「７つ
のツール」のうち、この２つが強調されてしまいスキ
ル的に捉えられるのは残念である。ここでは７つのコ
ンセプトを簡潔に紹介すると共に、ワークショップで
の触れ方を併記する。

Ⅰ）コンフリクトの定義－相容れない対立

　SABONAではコンフリク
トを相容れない対立と捉える
が、相容れないのは当事者ど
うしではなく、あくまでも相
容れない目標として考える。
　また、３つの別々の方向の図から類推できるように
当事者は２人とは限らない点をおさえさせたい意図が
ある。教員のためのワークショップでは、この当事者
の１人がしばしば教員であることも指摘することは重
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要である。

Ⅱ）２つの視点：手段－目的

　二足の靴は、手段と目的を
表している。人はゴールを達
成するためにいろいろな手段
を用いるが、時には子どもた
ちは悪しき手段によって正当
な目的を達成しようとすると
きがある。誤ってとった手段にばかり目をやらないで、
目的を考慮する必要性を示している。靴が箱に入って
いるのは、外からはわかりにくく、その発見には周り
の努力が要ることを暗示している。

Ⅲ）ABCの三角形の３つのコーナー　

　暴力的な現れは氷山の一
角であることを表すABC
の 三 角 形 の 頂 点 は、
Attitude（態度）Behavior

（行動）Conflict（矛盾、目
的の不一致）を示して、そ
れぞれを離しておくことによって、手段と目的の区別
をより視覚的にするための図表ある。これに応じる基
本なツールは「共感」することにある。
　この図はワークではむしろ、表出したコンフリクト
を支えている文化的もしくは構造的な問題を探る必要
性を述べている。

Ⅳ）マットの４つのフィールド

　日本ではSABONAマットと呼んでいるソーティン
グマットは、当事者を明瞭にして、目的と手段を明確
にしながら、コンフリクト・もめ事・ケンカをマッピ
ングする働きをする。
　それぞれの象限は、もの事のとらえ方であり、ゴー
ルはその４つ全てを考えることにある。これを行うた
めには高い成熟度が求められるが、教員だけなく生
徒・学生たち自身が自ら行えるようになることが究極

の願いである。

Ⅴ）５つのコンフリクトの結果

　上述③の５つの結果は、「異なるタイプの解決策へ
の具体的なアイデアを提供し、その過程で出てくる新
たな提案を分類し、分析することに貢献」するとして
いる。関係する当事者みんなに、「正当なゴールを提
供する新しい現実」を生み出すのである。トランセン
ド・アプローチの対話による創造的な解決法を意識化
することが大切である。
　ここで、面白いと思うのはノルウェーで積極的に
SABONAを実線している小学校では、これらの概念
を習得し応用の仕方を学んだ生徒には『５点パズルの
探偵』の称号とTシャツをプレゼントし、年少の生徒
を支援する仕組みにしていることである。幼稚園も出
来たそうで是非、見学したいものである。

Ⅵ）解決のはしご

　３つの各段は、マッピング・正当性・ブリッジィン
グを表す。ハシゴの存在によって、そこに努力が必要
であることを示唆しているそうだ。「正当なゴールが
はっきりすれば、当事者はゴールとゴールの間に橋を
かけ、それを実行可能な未来のビジョンに固定するこ
とができる。創造性と対話は必要不可欠のものであり、
すべての当事者にとって正当性のある未来のゴールを
創造するものだ。」とあり、この解決のハシゴは、ト
ランセンド（超越）「ぶっ飛びの点」の中心にあって「紛
争解決のための実用的なツールであり、思考モデルあ
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るいはマニュアルでもあり、人間関係に強力な能力を
伝えるものでもある。」ので、児童生徒たちがその概
念を内在化できるまでは、このツールを使うことは有
益である。「生徒たちがトレーニングを受けて経験を
積むにしたがって、コンフリクトが起こった場で、自
分たちでこの方法を使って考え始める」ことを目指し
ている。しかし、短時間のワークショップでは内在化
の必要性を強調するにとどまり、定着を図るまでに至
っていない。

Ⅶ）和解のクロス

　７番目のツールの「和解のクロス」はもっとも扱い
が難しい。本稿では基本的な考えだけをSABONAよ
り以下に部分的に転載する。
　● 一人の当事者がすべての罪を背負っていることは

めったにない
　● 主観性 ― 加害者と犠牲者は状況を異なる視点か

ら見ている
　● 誤解は生じるものである
　●対話をソートすることで、生きる力を向上できる
　● 和解とは、傷をふさぎ、癒し、繋がった人として

前に進むことである

　SABONAの発想が我々に内在化されれば、自然と
前述の考えは感得されると思われる。そして、「ごめん」

「いいよ」という表面的な謝罪ではなく、何かを一緒
に行う「ジョイントプロジェクト」の大切さをガルト
ゥングは説いている。これは最初、不可能のように思
われるがクラス運営に日々知恵を絞られてきた先生方
にとっては案外に経験のあることではないかとも考え
られる。「ジョイントプロジェクト」という言葉を使
わなくても、職業的カンで、いろいろな共同の取り組
みを行っているケースが多い。ただ、「ジョイントプ
ロジェクト」と意識化することが助けになるであろう。

過去からの絡んだ結び目をほぐし、それに加えて新た
に共有しうる明るい未来を創りだすためである。この
７つ目のコンセプトは、総合的にSABONAの理解を
促すツールであると共にトランセンド理論の集大成で
あると言えよう。

おわりに

　ガルトゥングは「コンフリクトの対処法は、実際の
交通状況の中で運転を習得することと似ている。もし
みんなが、自分がどのように行動する可能性があるか、
あるいはするべきかを全く考えないで、高性能の車を
猛スピードで運転していて、車同士が鉢合わせしたと
きにどうするべきかを習っていなかったとしたら、、、
と想像してみると解かるだろう。」と述べ「良い規則
としっかりした訓練をつんでいれば、道路上のたくさ
んの車に十分なスペースが保てて、人々は概ね自分の
行きたいところに着ける。たとえ名助手がいたとして
も衝突は起こるかも知れないが、なんらかの対応技能
があることによる安心感が得られることの方が大き
い。従って、『相容れない対立』を扱うための規則が
必要である」としており、その方法がこのSABONA
である。
　これは初等教育だけでなく、中等・高等教育や成人
教育の段階でも、導入されることは大変有益であると
考え、授業や講演やワークショップを通じて普及を目
指してきた。トランセンド・アプローチ自体を含める
と10年以上に渡ってささやかに試みてきたが、
SABONAと銘打たれ、またアニメの登場をもってい
っそう理解しやすく、参加型のワークショップが歓迎
される時代を迎えて、より感得しやすい環境が整って
きた。推進母体の「SABONAの会」としても、外か
らの考えをそのまま導入するのではなく、日本の風土
にあった方法も模索してきている。
　何とかもっと広く学校教育の場で、一人ひとりのコ
ミュニケーション能力の向上と平行して、グループや
クラスとして（ひいてはグローバルな市民として）、
和をもってより豊かに生きる術を身につけられる
SABONAのトレーニングを段階的に学ぶことができ
る時間が設けられる日が来ることを切に願う。
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要旨

SUMMARY
Constitutional Law Theory Challenges Nuclear Weapons: 

Revisiting the Reconstruction of American Constitutionalism

URATA, Kenji
Professor Emeritus, Waseda University

　　This article confirmed the significance of what Professor Arthur S. Miller asserted in his essay entitled 
“Nuclear Weapons and Constitutional Law” (1982). First, the implication of American constitutionalism in the 
nuclear age is that nuclear war and the use of nuclear weapons are per se illegal. Second, the purposes of the 
preamble of the US Constitution point in only one direction: the illegality of nuclear weapons.
　　This article also confirmed that Miller's essay interpreted the relevant clauses of the US Constitution on 
nuclear weapons to mean that Congress cannot delegate, tacitly or expressly, its war-making power to the 
President, that Congress cannot neglect to exercise delegated power to punish offenses against “the law of 
nations,” that the President must faithfully execute, pursuant to Article Ⅱ of the Constitution, international law 
as a part of the corpus of laws, and that due process of law does have a third dimension, in addition to its 
procedural and substantive aspects, that places affirmative duties upon the federal government.
　　This article then examines the content of the constitutional argument made by Miller and other three 
scholars: Aviam Soifer, who wrote “Protecting Posterity,” Milner S. Ball, author of “Nuclear War: The End of 
Law,” and Stanley C. Brubaker, who wrote “The Frail Constitution of Good Intentions.” According to this article, 
one of the significant points of this argument is the first one, which was made in the US more than 37 years 
after the bombings of Hiroshima and Nagasaki.

SUMMARY
Possibility of Cooperation of the Peace Studies Association of Japan and Museums for Peace

ANZAI, Ikuro
Honorary Director, Kyoto Museum for World Peace, Ritsumeikan University

　　The author was requested by the Peace Studies Association of Japan (PSAJ) to give a keynote report on 
the possibility of cooperation between PSAJ and museums for peace in the conference held at Meiji Gakuin 
University on November 9, 2013. The present paper is fundamentally based on the report given there. The 
author first describes the definition of “peace museums” and “museums for peace“ by introducing historical 
discussions in the International Network of Museums for Peace (INMP), and raises a question of the function of 
peace museums for empowering visitors for actively mobilizing themselves for peace creation. Then the paper 
sketches the present worldwide situation of museums for peace by referring three organizations of museums 
for peace, i.e. INMP, Association of Japanese Museums for Peace, and Japanese Citizens’ Network of Museums 
for Peace. The author finally deals with three different functions of museums for peace in connection with 
research, education and movement, and expresses his expectations for the development of future cooperation 
between PSAJ and museums for peace.
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SUMMARY
Approach of the Adult and Community Education on practice of the Museum for Peace:

Repositioning practice of the Museum for Peace rooted in learning of inhabitants

KURIYAMA, Kiwamu
Part-time lecturer, Waseda University,

ACHIRA, Yohei
Graduate student, Hokkaido University

HIDAKA, Shoko
Researcher, Shiga Peace Museum

　　We have already many studies of the Museum for Peace, but no one arranged the framework to analyze 
the practice until now. In this paper, we grasp terminus ad quem of the current Study of the Museum for Peace 
by finding the framework of practice analysis from a precedent study. Based on these findings, we pay attention 
to the learning contents of the learner to catch the practice of Museum for Peace from the case of practices at 
Oka Masaharu Memorial Nagasaki Peace Museum. This attention is the characteristic viewpoint of Adult and 
Community Education.
　　When we catch these practices to be the educational practices of inhabitants who are staring at the Asia-
Pacific War from Korean atomic-bomb survivors, we can precipitate grounds of the practice of Museum for 
Peace of the learner. These practices became to make learning to create the solidarities of people who live in 
the East Asia because Oka Member had a continuity to date along their problem interest.
　　Based on this case, we find the fact that “The Forum” idea, terminus ad quem of the Study of Museum for 
Peace, cannot meet the grounds of practice of the Museum for Peace, but seen from the framework of practice 
analysis of "Public-oriented and Self-governed Museum", we can get the grounds for peace.

SUMMARY
Peace Education implemented in Ritsumeikan Keisho

YAMAGUCHI, Taichi
Teacher, Ritsumeikan Keisho junior and senior High School

　　In 2013, people really have an appreciation of peace in Japan.
However we need to change the curriculum of the peace education.
Our school also agrees with this concept and put in practice.
The reality of the peace education is called in questioned because of the dissociation of the curriculum from 
practice.
In this monograph, the issues have been reported are summarized.
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SUMMARY
On “secondary traumatization” in peace/history education programs:

The present situation and the exploration of ways toward more trauma-sensitive peace education
at the Kyoto Museum for World Peace, Ritsumeikan University

MURAMOTO, Kuniko
 Professor, Ritsumeikan University Graduate School of Science for Human Services

HAGA, Junko
Assistant Manager, Kyoto Museum for World Peace, Ritsumeikan University

　　“Secondary traumatization” caused by being indirectly exposed to traumatic scene is a theme to be taken 
seriously in peace education. Questionnaire researches were administered to students and teachers for assessing 
the present situation on this problem, and then workshops for peace educators were held to explore ways of 
dealing with it.
　　Questionnaires to those junior high school students of the third grade who visited the museum one year 
ago failed to show the reality of “secondary traumatization”. The questionnaire to teachers revealed cases of it, 
though a few, bothering peace educators.
　　More than a half of participants in the workshop, by expressing and sharing their own emerging feelings 
and reenacting their interactions with students in peace education, realized the necessity of emotional care that 
has been sometimes missed in peace education to date and felt what they learned there might be applied to 
their practice.
　　One of few studies on developmentally appropriate peace education identified four different levels 
concerning the quality of working through the Holocaust and suggests the necessity of educational strategy 
including allotting ample time for preparation before and digestion after workshop, dealing with the youngsters' 
emotional and existential bewilderment, and neither neglecting nor scolding their defiance.
　　In the authors’ view, it is possible to avoid students’ “secondary traumatization” and to facilitate their 
insights by making them express and share what they experienced in peace education. The link with findings 
in experiential approaches in psychology will improve peace education, making it more trauma-sensitive.
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SUMMARY
A Practice of Implementing SABONA in Senior High Schools and Colleges

MUROI, Michiko
Professor, Department of Human Studies, Seisen Jogakuin College

　　This paper reports on the practice of SABONA in some secondary and tertiary schools in Nagano 
Prefecture over the past few years.　SABONA is a method of conflict transformation specialized for children.　
It is based on the Transcend Approach created by Dr. Johan Galtung, who is widely respected as the father of 
peace studies.
　　SABONA Japan has introduced this methodology in order to solve and transcend daily conflicts among 
children as well as adults.　Since it was created in the Western society, where people tend to say things 
straight and out loud, we are trying to find an approach that can adjust to Japanese people’s mentality as well 
as class sizes in schools. The author has been giving workshops and lectures to high school and college students.
　Even though insufficient time is allotted by the schools, with the help of two videos showing SABONA 
concepts, a lot of positive feedback from students was collected.　This fact indicates that if this method is 
introduced more systematically, class culture will turn to be a “Culture of Peace” from a “Culture of Violence,” 
where many cases of bullying or physical punishment take place.
　　For SABONA to function effectively there are seven tools that mediators have to acknowledge and follow. 
It is advisable for teachers, who often take the role of mediators in schools, to understand all of the concepts 
before putting it into practice. Therefore, teacher training as well as student training is necessary. To handle 
conflicts peacefully, SABONA offers an effective approach.

SUMMARY
Peace educational practice of peace guides : A case study of Hiroshima Peace Volunteers

GENJIDA, Kenichi
Part-time lecturer, Jissen Women's University

　　Previous research about peace guides has grave concerns over “transference of the Wartime memories”. 
But in this article I dare to focus on the other aspect, that is, consideration of peace guides for the listeners, and 
report the results of the interviews to some members of Hiroshima Peace Volunteers (HPV), the peace guides 
doing guide activities at Hiroshima Peace Memorial Museum and Peace Memorial Park, located in “ground-
zero”of the Hiroshima atomic-bomb blast. The main findings are: 1) the topics of HPV’s guide can be 
categorized into 4 groups (1. objective facts, 2. Wartime experiences, 3. opinions about peace-related matters, 
and 4. hopes), and 2) the HPV talked about a many kinds of considerations for the listeners, some may be called 
“care”, and others may be called “techniques”. I discussed the meaning and the problems of these considerations 
from the peace-educational (Sugita, 2006b) and educational-psychological (the “doughnut theory” of learning; 
Saiki, 1993) point of view, and also reintroducing the concerns over “transference of the Wartime memories” to 
this discussion.
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１． 立命館平和研究─立命館大学国際平和ミュー
ジアム紀要─では、以下にあげるような、
広義の平和に関する研究論文又は学術実践
報告の投稿を求めます。

　　・平和に関する学術研究
　　・平和に関する教育実践報告
　　・博物館活動
　　・博学連携

２． 種類と分量
　　 掲載記事の種類と分量は、下記のとおりと

し、編集委員会で決定、または承認された
ものとします。

　　フォーマットは40字×30行とします。
　　①論文 12,000字～40,000字
　　②資料紹介 4,000字～20,000字
　　③研究ノート 4,000字～16,000字
　　④書評 4,000字～ 8,000字
　　⑤調査・研究 4,000字～20,000字
　　⑥実践報告 4,000字～20,000字
　　⑦研究展望 4,000字～12,000字
　　⑧時評・コラム 4,000字～ 6,000字

３．言語
　　 原則として日本語、横書き、テキスト形式

によるもの。
　　 英文の原稿については、事前に編集委員会

にご相談ください。

４．スケジュール
　　７月第１土曜日…原稿応募申込締切り
　　以下の情報をファックス又は郵送
　　 （ファックス書面又は封筒に朱書きで「立

命館平和研究」応募と明記すること）

　　 ①論文の題名（仮題でも可）、②種類、
　　③日本語要旨、④分量
　　　　　　　　↓
　９月末日…原稿締切り
　　 ※受取方法：郵送のみ。封筒に朱書きで「立

命館平和研究原稿在中」と明記すること。
　　 ※提出物：完成原稿と日本語要旨（200字

程度）と英語タイトルと英語要旨（250字
程度）を印刷とデジタルデータで提出。

　　　　　　　　↓
　３月上旬…刊行（予定）

５． 投稿原稿については、編集委員会が審議し、
掲載、一部書き直し、返却（掲載不可）な
どの結果を原稿締切り後３ヶ月以内に投稿
者に連絡します。

６． 二重投稿はお断りします。

７． 論文に画像を掲載するなど、著作権許諾が
必要な記事については投稿者が責任を持っ
て許諾を得ること。

８． 備考
　　原稿料はお出ししません。
　　 掲載原稿１編につき、本誌５部、抜刷りを

30部進呈します。

９． 原稿提出先・お問合せ先
　　立命館大学国際平和ミュージアム
　　立命館平和研究編集委員会
　　〒603-8577　京都市北区等持院北町56-1

　　TEL.：075-465-8151　FAX.：075-465-7899

投稿へのお誘い

　2013年度も、国際平和ミュージアムは多岐にわたる活動を行ってまいりました。
　2013年は学徒出陣から70年の年でした。大学という教育の場が、国家を補完する装置として、
多くの若い学生たちを戦場に送り出し、戦争の加害に加担した責任は決して忘れられてはなら
ないものです。大学教育に関わる人間の一人として、そのことを深く自覚したいと思います。
　国際平和ミュージアムでは、８月の土曜講座で学徒として戦場に送られた岩井忠熊名誉教授、
芝田徳造名誉教授にご講演をいただき、多くの聴衆に戦争体験の「語り」を行なっていただき
ました。語り継がれなくてはならないもの、忘れられてはならないものを多くの貴重な資料と
ともに伝えてゆく平和博物館としての使命を新たに感じた年でもありました。
　現在、安倍首相の靖国参拝をはじめ、東アジアの緊張を高める行動に世界から懸念が寄せら
れています。このようなときこそ、過去の加害責任を誠実に直視し、協調的な未来を創りだす
努力が必要です。2014年度も、国際平和ミュージアムの展示活動にご注目ください。
 編集委員長（国際平和ミュージアム副館長）　加國尚志
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